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研究要旨 

本研究では、多職種連携で複雑な栄養課題に対応できる管理栄養士の養成という社会的要請

を踏まえ、管理栄養士養成教育の充実に向けた基礎学力向上に関する取組や課題の現状を調

査することにより、専門教育との効果的連動など、養成教育の質の向上に向けた議論のための基

礎資料を作成することを目的とした。そのために、１．管理栄養士養成施設の大学入試制度に関

する実態調査、２．入学前・入学後教育に関する管理栄養士養成大学の実態調査、３．入学前教

育および入学後教育に関する管理栄養士養成大学の事例調査－インタビュー調査－、４．管理

栄養士養成大学における基礎学力向上と養成教育の効果的連動に向けた課題に関する調査、

５．諸外国の栄養士養成大学における入学前・入学後教育の事例調査、の５項目を把握するため

に調査を実施した。 

本研究では第一に、18 歳人口の減少と大学入試制度の多様化が進む現状において、管理栄

養士養成大学入学生の基礎学力に影響する入試制度の現状を示すことができた。第二に、入試

制度の変化に伴って必要とされる入学前および入学後教育に関する実態について、管理栄養士

養成大学への Web 調査（86 大学から回答）により明らかにした。また、インタビュー調査（５大学）

および Web 調査の自由記述から、管理栄養士養成大学における基礎学力向上と養成教育の効

果的連動に向けた課題として、栄養学の基礎となる理科の基礎学力向上に加え、国語力等の必

要性が示された。最後に、諸外国の栄養士養成大学における入学前・入学後教育の事例調査か

ら、諸外国においても専門科目の基盤となる理科の基礎学力が重視されていること、また、対人

能力やアカデミックスキルを重視していることがわかった。 

以上、大学入試の多様化等に伴う管理栄養士養成大学における入学前・入学後教育の実態を

調査したことにより、各大学の特徴的な取組の実施状況、および課題と感じている事項を明らか

にし、今後の管理栄養士養成教育における基礎学力向上に係る充実策検討に向けた議論のた

めの基礎資料を得ることができた。本研究は新規性が高く、本成果が管理栄養士の社会的需要

に応えるための一助となることを期待したい。 
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※2025 年３月現在の所属・職位等  

A. 研究目的 

平成 14（2002）年に栄養士法の一部を改正

する法律が施行され、高度な専門的知識およ

び技術をもって栄養の指導等を行う管理栄養

士の養成が求められるようになった。また、平成

15（2003）年に健康増進法が施行、平成 17

（2005）年に食育基本法が施行、栄養教諭制度

が創設されるなど、管理栄養士が活躍する領域

に関連する制度の整備も進められてきた。 

最近では、令和６（2024）年に健康日本21（第

三次）が開始され、誰一人取り残さない健康づ

くりを効果的に展開するためには「保健、医療、

福祉の関係機関および関係団体並びに大学等

の研究機関、企業、教育機関、ＮＰＯ、ＮＧＯ、

住民組織等の関係者が連携し、効果的な取組

を行うことが望ましい」ことが示され、管理栄養

士も多職種や多様な関係者との連携が一層求

められる状況となっている。 

このような状況の下、管理栄養士は栄養の専

門職としての能力を高めるために、専門性の基

盤となる基礎学力を習得していることが重要で

ある。特に、管理栄養士養成課程における専門

基礎分野の修得には、基礎学力として理科の

科目（特に化学・生物）の理解が前提となる。 

一方、少子化による 18 歳人口の減少、多様

な大学入試制度の導入により、管理栄養士養

成大学では、総合型選抜（旧 AO 入試）や学校

推薦型選抜、指定校推薦入試等による入学者

が増加する傾向にある。これらの入試は早期に

実施されることが多く、また、理科の科目の試験

を課さない場合があり、入学前・入学後教育に

よる基礎学力等の向上を支援する必要性が高

まっていると推測される。 

 このため、管理栄養士養成大学では学生の

基礎学力の向上の支援と養成教育の充実に関

する取組との効果的な連動（以下、効果的連動）

が一層重要となってくることが予測される。しか

し、国内の管理栄養士養成大学の学生を対象

とした入学前・入学後教育等について、該当す

る報告は見当たらなかった。 

そこで、本研究では、管理栄養士養成大学

における学生の基礎学力の向上の支援と養成
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教育の充実に係る取組との効果的連動に関す

る実態と課題を明らかにするとともに、これらを

整理した基礎資料を作成することを目的とし、

調査を実施した。 

 

B. 研究方法 

管理栄養士養成大学における学生の基礎学

力向上と養成教育との連動に関する実態と課

題を明らかにするための調査については、次

の５項目を把握できる内容とした。なお、本研究

では大学入試制度との関連を考慮するため、

管理栄養士養成大学を対象とした。 

１．管理栄養士養成施設の大学入試制度に関

する実態調査 

２．入学前・入学後教育に関する管理栄養士養

成大学の実態調査 

３．入学前教育および入学後教育に関する管

理栄養士養成大学の事例調査－インタビュ

ー調査－ 

４．管理栄養士養成大学における基礎学力向

上と養成教育の効果的連動に向けた課題に

関する調査 

５．諸外国の栄養士養成大学における入学前・

入学後教育の事例調査 

 

B-1．管理栄養士養成施設の大学入試制度に

関する実態調査 

国内の管理栄養士養成大学である国公立大

学 23 大学、私立大学 122 大学のうち募集停止

の２大学を除く143大学を調査対象とし、株式会

社 O に依頼して得られた情報（2025 年度入試

に関する公開情報）を利用した。提供された情

報は、総合型選抜、学校推薦型選抜、一般選抜

に関する入試情報で、それらを研究分担者が

集計および解析した。 

次に、管理栄養士養成大学145大学を対象と

して、研究分担者らにより Web 上に公開されて

いるアドミッションポリシーを抽出し、全文字列を

フリーテキストマイニングツール（ユーザーロー

カル AI テキストマイニング）により分析した。 

 

B-2．入学前・入学後教育に関する管理栄養士

養成大学の実態調査 

管理栄養士養成大学143 大学を対象とした。

2024年11月８日に各大学施設長および学科長

へ依頼状、調査項目一覧表、Web 回答用 URL

と QR コード、回答用の「ログイン ID」の書類を

郵送した。各大学の学科長等、質問項目（47 項

目）の回答が可能な教員に依頼し、Web システ

ム上で回答を得た。12 月５日にデータを回収し

た後、回答期限の延長を記載した再案内を郵

送し、12 月 23 日に最終データを回収後、集計

した。調査票の Web システムの設計とデータ回

収は株式会社 M に委託した。本調査研究は、

同志社女子大学「人を対象とする研究」に関す

る倫理審査委員会（承認番号 2024-15）により

2024 年８月29日承認（2024年11月６日一部変

更届承認）を得て実施された。 

 

B-3．入学前教育および入学後教育に関する

管理栄養士養成大学の事例調査－インタビュ

ー調査－ 

インタビュー調査の対象は、B-2のWeb調査

において、本研究の全体的なタイムスケジュー

ルを考慮し、再案内状を送付する前までにイン

タビュー調査への協力が可能との回答があっ

た 17 大学（国公立４大学・私立 13 大学）から選

択条件により、７大学（国公立２大学・私立５大

学）を選定し、文書により同意が得られた５大学

（国公立２大学・私立３大学）の学科長もしくは

学科長職に相当する教員または学科長等が指

名した教員とした。インタビューは、2025 年１月
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から３月の期間に実施した。インタビューでは、

管理栄養士養成施設における入学前教育およ

び入学後教育の体制や取組の状況、入学前お

よび入学後教育の実施状況、効果、今後の在り

方や課題について聴取した。インタビュー内容

の標準化に向け、担当するインタビュアーに対

し、事前に説明会を行った。本調査は、愛知淑

徳大学大学院健康栄養科学研究科倫理委員会

の承認を得て実施された（令和６年 12 月 17 日

第2024-01 号）。 

B-4．管理栄養士養成大学における基礎学力

向上と養成教育の効果的連動に向けた課題に

関する調査 

本分担研究では、B-2のWeb調査項目のうち、

「貴学で実施している理科分野の基礎学力向

上に向けた特徴的な取組があれば、ご回答く

ださい。」と「管理栄養士養成教育の基礎学力

向上に関する課題についてご意見をお願いし

ます。」の自由記述の２項目について得られた

回答を用い、質的データ分析を行った。結果に

は、カテゴリーを【 】、サブカテゴリーを[ ]、コ

ードを〈 〉で表記した。 

B-5．諸外国の栄養士養成大学における入学

前・入学後教育の事例調査 

2024 年時点で、国際栄養士連盟（ICDA：

International Confederation of Dietic Association）

に加盟している国（52 か国）から、日本語または

英語による情報収集が可能な国々を調査対象

とした。国連による世界地理区分より、アジア州

からは日本とフィリピン、アメリカ州からはアメリ

カとアルゼンチン、ヨーロッパ州からはイギリス、

オセアニアからはオーストラリアを選出した。

ICDA に加盟し、登録栄養士（日本の場合の管

理栄養士に相当）の資格を認可している機関お

よび栄養士養成の実績のある各国の代表的な

大学の Web ページに公開されている情報から、

諸外国の栄養士養成に関わる基本情報ならび

に学士課程の提供カリキュラム情報を抽出・整

理した。また、諸外国の提供カリキュラム情報は、

各国の表記を参考に基礎科目と専門科目とに

区別して整理した。 

フィリピン、イギリス、オーストラリアに関して

は、Web 上に公開されている情報を抽出した。

３か国の代表大学は、登録栄養士養成の認定

カリキュラムを提供しており、かつ養成の歴史が

長い大学や国家試験合格率が高い大学など、

登録栄養士養成の確かな実績が伴っている大

学とし、各国２大学ずつ選出した。フィリピンか

らはフィリピン大学ロスバニョス校とフィリピン大

学ディリマン校、イギリスからはサリー大学とリー

ズベケット大学、オーストラリアからはウーロンゴ

ン大学とクイーンズランド工科大学を代表大学

として選出した。 

アメリカに関しては、Web 上に公開されてい

る情報の抽出に加えて、登録栄養士養成プロ

グラム認可機関の担当者ならびに代表大学担

当教員への電子メールによる問合せを実施し

た。代表大学は、登録栄養士養成プログラム認

可機関の認定カリキュラムを提供し、プログラム

認可機関担当者の紹介を受けたケースウェスタ

ンリザーブ大学とテネシーテック大学を代表大

学として選出した。 

アルゼンチンは、母国語がスペイン語である

ため、日本在住でアルゼンチンの栄養士養成

大学卒業者（Ph.D.）の協力を得て、Web 上に公

開されている情報の英語への翻訳とオンライン

インタビューによって情報を抽出・整理した。代

表大学は、登録栄養士養成の歴史が長い大学

で登録栄養士養成の確かな実績が伴っている

ファバロロ大学とブエノスアイレス国立大学を代
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表大学として選出した。 

 

C. 結果 

C-1．管理栄養士養成施設の大学入試制度に 

関する実態調査 

入試方法を分類すると、一般選抜、総合型選

抜、学校推薦型選抜の３つに分けられる。総合

型選抜では、国公立大学の実施率は 21.7％、

私立大学は 84.4％であった。主な選考要素は、

書類審査と面接であり、さらに小論文やプレゼ

ンテーションを課す大学も見られた。学校推薦

型選抜では国公立大学、私立大学共に実施率

は高く、また私立大学（１大学あたりの平均試験

回数 1.8 回/年）で国公立大学（１大学あたりの

平均試験回数 1.5 回/年）に比べ実施回数が多

い傾向にあった。主な選考要素は、書類審査と

面接、小論文や基礎学力試験など多岐にわた

っていた。一般選抜試験の実施回数では、私

立大学（１大学あたりの平均試験回数 3.3 回/年）

で国公立大学（１大学あたりの平均試験回数

1.8 回/年）に比べ多く行われていた。 

また科目に関して、国公立大学の共通テスト

で理科の科目の選択が必須となっているが、私

立大学では、大学独自の問題で行う一般個別

方式と共通テストを利用する方式が主な受験方

法であり、２教科型および３教科型で理科の科

目を課す場合が多く、特に３教科型では理科を

必須とする試験の割合が高かった。 

管理栄養士養成大学として掲げているアドミ

ッションポリシーをテキストマイニング解析した

結果、多くの大学が健康社会の実現のために

貢献できる管理栄養士養成を目指しており、管

理栄養士を養成するためには、食や栄養に関

する知識を医療等の分野で活かせる能力の涵

養が重要であり、そのための基礎学力として、

理科の科目である化学と生物の知識の習得が

重要であると考えられていることがわかった。 

 

C-2．入学前・入学後教育に関する管理 

栄養士養成大学の実態調査 

管理栄養士養成大学 143 大学に調査を依頼

し、86 大学から回答が得られた（回答率

60.1％）。入学前、入学後の両方の教育を実施

している大学は約７割にのぼり、特に入学後教

育の実施率が高かった（入学後教育実施９割）。

また、教育の必要性を認識する大学は約７～８

割に達し、多くの教員が負担を感じながらも、基

礎学力向上に不可欠であると考えていた。管理

栄養士養成教育の３つの専門基礎分野（社会・

環境と健康、人体の構造と機能および疾病の成

り立ち、食べ物と健康）の理解度や学力向上と、

入学前・入学後教育との関連を分析した結果、

入学前・入学後の両方の教育を実施している大

学では、いずれかのみを実施している大学と比

べて、学生の理解度・学力向上の観点から教育

を実施して良かったと感じている傾向にあった。 

 

C-3．入学前教育および入学後教育に関する 

管理栄養士養成大学の事例調査－インタビュ 

ー調査－ 

インタビュー対象の５大学において、各大学

の入試方式、入学者の基礎学力、教員のマン

パワー等の状況に応じた固有の入学前教育が

実践されており、「高大接続」としての入学前教

育を重視していた。一方、入学後教育について

は、管理栄養士養成の専門基礎分野の学修に

繋げる理科の科目を、各大学の規模や組織に

応じた方法で配置していた。今後の課題として

は、管理栄養士の資格取得に向けて、入学前あ

るいは入学後の早期に、管理栄養士の教育内
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容や職務等を情報提供する必要性や国語力向

上の必要性が述べられていた。 

 

C-4．管理栄養士養成大学における基礎学力

向上と養成教育の効果的連動に向けた課題に

関する調査 

自由記述の設問の中から、①「貴学で実施し

ている理科分野の基礎学力向上に向けた特徴

的な取組があれば、ご回答ください。」（24 大学

から回答）と、②「管理栄養士養成教育の基礎

学力向上に関する課題についてご意見をお願

いします。」（48 大学から回答）、それぞれの質

的データ分析の結果、①では 30 件のコードが

抽出され、５つのサブカテゴリー、２つのカテゴ

リーに集約された。②では74件のコードが抽出

され、８つのサブカテゴリー、４つのカテゴリー

に集約された。①の結果から、入学前教育につ

いてはコードが３件のみと少なかった。入学後

教育においては、専門教育の学びにつなげる

ために初年次に理科の科目を設置し、学力に

合わせた個別対応やクラス編成などの取組が

観察された。②の結果では、【入試制度と入学

者の状況】の[入試制度]に集約されたコードか

ら、大学では〈入学者減少の中での選抜方法〉

の改革が必要とされ、〈文系学生の受け入れの

増加〉や〈年内入試による入学者の増加〉という

状況が観察された。また、[学力不足・学力低

下]では、〈年々基礎学力が低下〉というコードお

よび類似のコードの出現数が多く認められた。

加えて、多様な入試制度により入学者間の学力

差が生じている現状も認められた。また、回答

には理科の科目に限らず文章力や読解力、計

算能力のコードが見られた。加えて、〈管理栄

養士に求められる能力の理解不足〉などのコー

ドも見られた。 

 

C-5．諸外国の栄養士養成大学における入学

前・入学後教育の事例調査 

いずれの調査対象国も、然るべき機関によっ

て提示・認可された養成カリキュラムに準じた高

度かつ専門的な養成教育がなされていた。フィ

リピンとアルゼンチン以外の調査対象国では、

養成大学に入学する際には共通学力試験の実

施、または任意の共通学力試験成績の提出あ

るいは共通入学資格の取得が課されており、理

科の科目（化学・生物）の基礎学力が保証され

ていた。アルゼンチンを除いて、今回調査した

諸外国の栄養士養成カリキュラムでは、基礎科

目として栄養学を理解するための教養教育レ

ベルの化学・生物の科目が提供されており、専

門科目の理解度を高めるための積み上げ式学

習スキームが構築されていた。専門科目に関し

ては、日本と諸外国の教育内容に大きな違い

は見られなかった。しかし、対人能力の涵養に

関する科目や、ライティングを含むアカデミック

スキルを高める科目は諸外国での設置が目立

った。各国の栄養士養成カリキュラムで提供さ

れている科目の多くが理科の科目（特に化学・

生物）の知識を必要としており、高度な知識と能

力を兼ね備えた栄養士を養成するためには、

特に入学後の化学・生物の基礎学力が重要視

されていることがわかった。 

 

D. 考察 

18 歳人口の減少と大学入試制度の多様化が

進む現状を踏まえ、本研究では第一に管理栄

養士養成大学入学生の基礎学力に影響する要

因の一つである入試制度の現状を示すことが

できた。第二に、入試制度の変化に伴って必要

とされる入学前・入学後教育に関する実態につ

いて、管理栄養士養成大学への Web 調査（86

大学から回答）により明らかにした。また、インタ
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ビュー調査（５大学）および Web 調査の自由記

述から、管理栄養士養成大学における基礎学

力向上と養成教育の効果的連動に向けた取組

と課題を見出した。さらに、諸外国の登録栄養

士養成大学における入学前・入学後教育に関

連する基礎学力に係る養成科目の事例調査結

果を含めて、日本の現状について考察した。 

本研究では基礎学力として理科の科目（化

学・生物）に着目したところ、管理栄養士養成施

設における大学入試制度の現状調査（C-1）か

ら、総合型選抜および学校推薦型選抜におけ

る選考要素として理科の基礎学力を課している

場合が一部あった。一般選抜において、国公

立大学では共通テストで理科が必須となってい

るが、私立大学では、大学独自の問題で行う一

般個別方式と共通テスト利用方式が主な受験

方法であり、２教科型および３教科型で理科の

科目を課す場合が多く、特に３教科型では理科

の科目を必須とする試験の割合が高かったこと

から、試験科目として化学、生物を重視してい

ることが理解できた。このことは、アドミッション

ポリシーのテキストマイニングによる分析結果に

も表れており、養成教育のための基礎学力とし

て、化学、生物の必要性が認識されていると考

えられた。 

 一方で近年の入試制度の変化として、総合型

選抜、学校推薦型選抜による入学者の割合の

増加があげられ、受験の早期化が進んでいる。

今回の調査から令和７（2025）年度の管理栄養

士養成大学（私立）では、総合型選抜と学校推

薦型選抜を合わせた年内入試の割合が全体の

半数以上を占めており、管理栄養士養成大学

でも受験の早期化の傾向が見られた。一部の

大学の総合型選抜で理科を受験科目として課

す大学があるものの、理科の科目を選考要素と

せずに入学する学生が増加していると考えられ

た。 

 その実態として、Web 調査の自由記述を用い

た質的データ分析結果（C-4）から、入試の多

様化とともに入学者の基礎学力の低下や学力

差が生じている現状、および入学者への学習

習慣・態度、管理栄養士の職務への理解が課

題であると認識していることが認められた。 

本研究では、養成大学が既にこのような現状

への対応を行っていることも明らかにした。Web

調査の結果（C-2）から、入学前教育の実施率

は約７割、入学後教育では約９割であった。加

えて、入学前・入学後教育の実施による常勤教

員の負担感が高いにもかかわらず、必要性を

感じている大学が７～８割と高く、基礎学力向上

のための教育の重要性を認識していることが認

められた。その理由として考えられることは、専

門基礎分野（３分野）の理解度・学力向上への

寄与である。特に「人体の構造と機能及び疾病

の成り立ち」「食べ物と健康」は化学、生物の基

礎学力を必要とすることから、入学前・入学後教

育を実施してよかったという回答率が高い傾向

にあり、入学前・入学後教育の必要性を実感し

ていることが覗えた。 

さらに本研究では、具体的な実践事例を得る

ことができた。入学前教育および入学後教育に

関する管理栄養士養成大学の事例調査－イン

タビュー調査－（C-3）から、各大学が特色ある

入学前教育を実施していることを認めた。一例

として、分担報告書に記載の通り、元高等学校

教諭と大学教員の共同で問題集を制作してい

る大学があり、これは高大接続の視点を見据え

た取組と言える。また、入学後教育として、１年

次に高等学校の理科分野の補完授業が実施さ

れていた。Web 調査の自由記述の分析結果

（C-4）からも、同様の具体例が認められ、これ

らの事例は貴重な参考資料となる。 
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次に、各国の登録栄養士養成カリキュラムの

基盤となる科目の多くが理科の科目（化学・生

物）の知識を必要とする科目群で構成されてい

た。このことから、高度な知識と能力を兼ね備え

た登録栄養士を養成するためには、養成大学

へ入学する前と入学した後の理科の科目の習

熟レベルが重要となる。分担報告書の通りフィリ

ピンとアルゼンチン以外の調査対象国では、養

成大学に入学する際には共通学力試験の実施、

または任意の共通学力試験成績の提出あるい

は共通入学資格の取得が課されており、高等

学校卒業レベルという一定の基準を満たした者

が栄養に関する専門的な教育を受けることがで

きる大学に進学していた。一方で、諸外国では

入学前教育という形で理科の科目の学習を実

施している大学は多くなく、入学後の基礎科目

としての位置付けで登録栄養士として必要な化

学・生物の基礎知識を補填していた。 

以上のことを踏まえ、基礎学力向上と養成教

育の効果的な連動に向けた課題について整理

すると、入試制度の多様化に伴い養成大学で

は、理科の科目の学力向上に向けた入学前・

入学後教育を今後も継続させていく必要がある

と考えられた。また、調査からプレゼンテーショ

ン力、国語の文章力や読解力などの必要性が

あげられたことから、これらも基礎学力として重

要であると示唆された。また、入学前教育が高

等学校教育の補填にとどまらず、高大接続とし

て管理栄養士の職務の理解、および養成課程

のカリキュラムに対する理解を深める役割を担

う必要性も示唆された。一方で、調査結果から

教育に係る専任教員の負担感が認められたこ

とから、個々の大学の努力だけでは難しい現状

も推測された。 

本研究で大学入試の多様化に伴う管理栄養

士養成大学における入学前・入学後教育の実

態を調査したことにより、各大学の特徴的な取

組の実施状況、および課題と感じている事項を

明らかにし、今後の管理栄養士養成教育にお

ける基礎学力向上に係る充実策検討に向けた

議論のための基礎資料を得ることができた。本

研究は新規性が高く、本成果が管理栄養士の

社会的需要に応えるための一助となることを期

待したい。 

 

E. 結論 

本研究では、管理栄養士の社会的需要や多

職種連携等を通じたさらなる活躍を見据え、管

理栄養士養成大学における学生の基礎学力向

上の支援と、養成教育の充実に係る取組との効

果的な連動に関する調査を実施し、養成教育

の質の向上に向けた議論のための基礎資料を

作成することを目的とした。 

本研究では第一に管理栄養士養成大学入学

生の基礎学力に影響する要因の一つである入

試制度の現状を調査した。その結果、管理栄養

士養成大学が理科の科目として化学、生物を

重視していることがわかったが、入試制度の多

様化により理科の科目を選考要素とせずに入

学する学生が増加していると考えられた。 

第二に、入試制度の変化に伴って必要とされ

る入学前・入学後教育に関する実態について、

管理栄養士養成大学へのWeb調査（86大学か

ら回答）により明らかにした。また、インタビュー

調査（５大学）および Web 調査の自由記述から、

管理栄養士養成大学における基礎学力向上と

養成教育の効果的連動に向けた取組を把握す

るとともに、課題を見出した。さらに、諸外国の

栄養士養成大学における入学前・入学後教育

の事例調査から、諸外国においても養成教育

において基礎学力として理科の科目を必要とし

ていることが覗えた。 
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本研究は、管理栄養士養成大学における、

学生の基礎学力向上の支援や養成教育との連

動について、その実態や課題を明らかにした

点から、新規性が高く、今後の管理栄養士養成

教育における学生の基礎学力向上に係る充実

策の検討に向けた議論のための基礎資料にな

り得ると考えられた。 
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令和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

１．管理栄養士養成施設の大学入試制度に関する実態調査 

研究分担者 奈良 一寛  実践女子大学生活科学部 

研究分担者 鈴木 拓史  同志社女子大学生活科学部 

研究要旨 

令和 7 年度大学入学者選抜では、多くの大学で多様な選抜方式（一般選抜、総合型選抜およ

び学校推薦型選抜）が導入されている。近年、総合型選抜による入学者の割合が増加傾向にあ

る中、管理栄養士養成大学における入学者選抜の動向については明らかではない。本研究で

は、管理栄養士養成大学における入学者選抜の実態について調査した。 

総合型選抜は、国公立大学（1 大学あたりの平均試験回数 1.0 回/年）に比べ私立大学（1 大学

あたりの平均試験回数 1.8 回/年）で多く行われていた。主な選考要素は、書類審査と面接であ

り、さらに小論文やプレゼンテーションを課す大学も見られた。学校推薦型選抜は国公立大学（1

大学あたりの平均試験回数 1.5 回/年）に比べ、私立大学（1 大学あたりの平均試験回数 1.8 回/

年）で多く行われていた。主な選考要素は、書類審査と面接、小論文や基礎学力試験など多岐に

わたっていた。一般選抜については、国公立大学では、大学入学共通テスト（共通テスト）で理科

の選択が必須となっているのに対し、大学独自の問題で行う一般個別方式と共通テストを利用す

る方式が主な受験方法である私立大学では、2 教科型および 3 教科型で理科の科目を課す場合

が多く、特に 3 教科型では理科の科目を必須とする試験の割合が高かった。 

管理栄養士養成大学として掲げているアドミッションポリシーをテキストマイニング解析した結

果、多くの大学が健康社会の実現のために貢献できる管理栄養士養成を目指していることがわか

った。また、管理栄養士を養成するためには、食や栄養に関する知識を、医療・介護・福祉を始め

とする様々な領域で生かせる能力の涵養が重要であり、そのための基礎学力として、理科の科目

である化学と生物の知識の習得が重要であると考えられた。 

一般選抜については理科の科目を課す大学がほとんどであったのに対し、総合選抜型につい

ては理科の科目を課す大学は一部であった。近年、多くの私立大学では、総合型選抜や学校推

薦型選抜などの年内入試で早期に入学者を確保する動きが見られることを踏まえると、理科の科

目を受験科目として選択せずに入学する学生が今後増加していく可能性が考えられた。 

A. 背景と目的 

令和 7 年度大学入学者選抜実施要項１） によ

ると、大学入学者選抜は、各大学がその教育理

念とアドミッション・ポリシー（入学者受入れの方

針）に基づき実施され、高等学校の段階で培っ

た力を大学で発展・向上させることを目的として、

学力を構成する 3 要素（①知識・技能、②思考

力・判断力・表現力等、③主体性を持ち、多様
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な人々と協働しつつ学習する態度）が重視され、

多面的・総合的に入学者を評価・判定するもの

であるとされている。入試方法としては、主に、

一般選抜、総合型選抜および学校推薦型選抜

の3つがあり 1) 、大学入試は多様な観点から志

願者を評価する仕組みとなっている。 

文部科学省の令和 6 年度国公私立大学・短

期大学入学者選抜実施状況の概要 2) によると、

国公私立大学への入学者数は約 61.3 万人で、

そのうちの約 29.1 万人が一般選抜による入学

者であり、これは入学者の 47.5％に相当する。

また、学校推薦型選抜は入学者の約 35.0％、

総合型選抜（旧 AO 入試）が 16.1％を占め、総

合型選抜と学校推薦型選抜を合わせた年内入

試の割合が多くなってきている。 

入試方法に加え、試験期日もいくつも設定さ

れ、ますます複雑になる大学入試ではあるが、

管理栄養士養成大学の入学者選抜の実態に

ついては十分に把握されていない。そこで本

分担研究では、管理栄養士養成大学を対象と

し、国公立・私立の別および入試制度の別に、

入学者選抜の実態について、特に、入試科目

として理科の科目を課しているかどうかに焦点

を当てて調査した。 

B. 方法

B-1．管理栄養士養成大学における入試情報 

国内の管理栄養士養成大学である国公立大

学 23 大学、私立大学 122 大学のうち募集停止

の 2 大学を除く合計 143 大学を調査対象とし、

データ提供を依頼した株式会社 O から提供さ

れた令和 7（2025）年度大学入学者選抜に関す

る公開情報を利用した。株式会社 O の総合型

選抜および学校推薦型選抜の入試情報は、各

大学への Web アンケートと郵送アンケートに基

づく情報であり、また、一般選抜の入試情報は、

入試ガイド・パンフレット・募集要項等の大学資

料をもとに収集されたデータである。いずれも

株式会社 O の Web ページや出版物に公表さ

れている情報とし、それらを集計および解析し

た。 

B-2．テキストマイニングを用いたアドミッション

ポリシーの解析 

 管理栄養士養成大学 145 大学を対象として、

Web 上に公開されているアドミッションポリシー

を抽出し、全文字列をフリーテキストマイニング

ツール（ユーザーローカル AI テキストマイニン

グ）による分析を実施した。解析に際して、「で

きる、栄養学科、学校法人、身、付ける、つける、

有す、高等学校、持つなど」の解析において意

味をなさない単語は予め除外した。また、「活か

す」と「生かす」など表記は異なるが同意である

単語は「活かす」として統一するよう設定し、同

義語として解析した。 

C. 結果 

C-1．入学者の選抜方式 

2024 年度における国公私立大学入学者の選

抜区分数別の入学者を見ると、一般選抜

（47.5％）、学校推薦型選抜（35.0％）および総

合型選抜（16.1％）による入学者が、全入学者

のほとんどを占めることから、それら 3 つの入試

方法について詳細を調査した。 

なお、試験回数は、同一形態および同一入

試科目で 2 日間行われた場合は、のべ 2 回行

われたものとし、3日間行われた場合は、のべ3

回として集計した。 

C-1-1．総合型選抜 

総合型選抜試験は、詳細な書類審査と時間

をかけた丁寧な面接等を組み合わせることによ
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って、入学志願者の能力・適性や学習に対する

意欲、目的意識等を総合的に評価・判定する入

試方法である 1)。総合型選抜を導入している大

学数と試験回数を表1に示した。国公立大学23

大学中5 大学（実施率21.7％）でそれぞれ 1 回

/年ずつ行われていた。一方で、私立大学では、

120 大学中 103 大学（実施率 85.8％）で、のべ

184回行われていた。私立大学では1大学あた

り平均 1.8 回/年であり、国公立大学に比べ、総

合型選抜試験の回数が多かった。選考要素に

ついて見てみると（表 2）、書類および面接の両

方を課している大学が多く（国公立大学 80.0％、

私立大学 85.9％）、第 1 次選考として書類審査、

第2次選考として面接や小論文が課される場合

もあれば、段階的な選考は設けず行うケースも

見られた。なお、審査書類の種類も各大学で

様々であり、願書のほかに、調査書、志望理由

書、自己推薦書、活動報告書および学習計画

書などが見られた。その他、審査書類として、

分野に関連する課題レポートの提出を求める

大学や、面接の一環としてプレゼンテーション

や口頭試問を課す大学もあった。国公立大学

においては、受験生の学力を測るために、大学

入試センターが実施する大学入学共通テスト

（共通テスト）を課す大学も見られた。 

 

C-1-2．学校推薦型選抜 

学校推薦型選抜は、出身高等学校長の推薦

に基づき、調査書を主な資料としつつ、大学教

育を受けるために必要な知識・技能、思考力・

判断力・表現力等も適切に評価・判定する入試

方法である 1)。学校推薦型選抜には、大学の出

願条件を満たせば受験できる「公募制」と、大学

が指定した高等学校の生徒しか受験できない

「指定校制」の 2 つに分かれる。ここでは特に

「公募制」の学校推薦型選抜について調査した。 

大学によっては試験を2回行う場合もあり、22

大学でのべ33回の選抜が行われていた（表3）。

私立大学では、総合型選抜と同様に試験回数

が多く、120 大学中 102 大学から情報が収集で

き、のべ 179 回行われているのが確認できた。

1大学あたりでは、平均1.8回/年となり、国公立

大学（平均 1.5 回/年）に比べ多かった。選考要

素について見てみると（表 4）、総合型推薦と同

様に書類および面接の両方を課す大学が多く

（国公立大学 97.0％、私立大学 64.8％）、それ

らに加え小論文、適性検査、基礎学力試験など

を課す大学が多く、総合型選抜における選考

要素に比べ多岐にわたるものであった。基礎学

力試験では、理科（生物、化学）を選考の選択

科目として求める大学も見られた。 

 

C-1-3．一般選抜試験 

一般選抜は、学力検査、小論文等を主な資

料とし、また、大学・学部等の目的、特色、専門

分野等の特性によっては実技検査等を主な資

料に加えつつ、調査書、入学志願者本人の記

載する資料等を組み合わせて、入学志願者の

能力・意欲・適性等を評価・判定する入試方法

である 1)。国公立大学と私立大学とで選抜方法

に違いが見られたことから、ここでは国公立お

よび私立の別に記載した。 

 

C-1-3-1．国公立大学 

大学入試センターが実施する共通テストと各

大学が独自に実施する「個別試験」がある。国

公立大学の一般選抜試験では、この共通テスト

と各大学が実施する個別試験（二次試験）の両

方を受験するのが一般的である。二次試験は、

一大学で年間１～3 回行われ、中でも 2 回（例：

前期および後期）実施している大学が多く、国

公立23大学のうち17大学（73.9％）を占めてい
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た（表 5）。一大学あたりの試験回数は平均 1.8

回/年であった（表 6）。試験科目について見て

みると、共通テストでは、国公立 23 大学すべて

で理科（『物理基礎／化学基礎／生物基礎／

地学基礎』、『物理』、『化学』、『生物』、『地学』

から選択）が必須となっていた（表7）。二次試験

と言われる個別試験では、共通テストと異なり、

また前期・後期などの試験期日でも異なるが、

理科の科目を必須とする大学、必須としない大

学があった。必須とする場合は、化学（化学基

礎を含む）または生物（生物基礎を含む）を課

す大学が多かった。共通テストおよび個別試験

の両方で理科の科目を必須とする大学は 10 大

学（試験回数のべ13回）あり、共通テストでは理

科が必須であるものの、個別試験では理科を

必要としない大学が 19 大学（試験回数のべ 28

回）と多かった。 

C-1-3-2．私立大学 

私立大学における一般選抜試験は、大学独

自の問題で行う方式（一般個別方式）と共通テ

ストを利用する方式（共通テスト利用方式）が主

な受験方法であった。さらに、共通テスト利用方

式では、共通テストの得点のみで合否を判定す

る場合と、大学独自の問題とを併用する場合が

あった。 

大学独自の問題で行う一般個別方式は、118

大学でのべ 392 回の試験が行われていた（表

6）。一大学あたりの試験回数は平均 3.3 回/年

で、国公立大学の 1.8 回/年に比べて多く行わ

れていることが確認された。一般個別方式の試

験回数の詳細を表 8 に示した。一大学で１～10

回/年と国公立大学に比べ回数が様々であり、

2～4 回/年の頻度で実施している大学が多く、

今回情報が得られた私立大学 118 大学のうち

92 大学と多くを占めていた。共通テスト利用方

式では、112 大学から情報が得られ、のべ 370

回の試験が行われ、一大学あたりの試験回数

は、平均3.3回/年と一般個別方式と同程度で、

国公立大学に比べて多かった（表9）。共通テス

ト利用方式の試験回数の詳細を表 10 に示した。

一大学で１～9 回/年と一般個別方式と同様に

多かった。一般個別方式と同じように 2～4 回/

年行われている大学が多く、112 大学のうち 94

大学とほとんどを占めていた。 

一般個別方式における理科の選択を表11に

示した。教科ごとに複数科目がある場合（例: 

理科には科目として化学、生物などがある）、化

学および生物の 2 科目を選択した場合の受験

教科数は 1 教科となり、理科の科目のいずれか

および理科の科目以外を選択した場合の受験

教科数は 2 教科とした。同一大学で理科必須と

理科選択の両方の試験形態がある場合は、そ

れぞれを 1 回の試験回数として集計した。 

一般個別方式は、のべ 392 回の試験が行わ

れていたが、中でも2教科型および3教科型の

試験回数がそれぞれ 169 回（43.1％）および 89

回（22.7％）と多くを占めていた。理科の選択に

ついて見ると、のべ 392 回中で、理科を選択科

目とする試験が 209 回（53.3％）を占め、理科を

必須とする試験は 83 回（21.1％）に留まってい

た。2 教科型および 3 教科型における教科選択

について見ると、2 教科型で理科を必須とする

試験は 35 回（20.7％）、3 教科型で理科を必須

とする試験は 40 回（44.9％）であった。2 教科型

に比べ 3 教科型で理科を必須とする割合が多

く、いずれの教科型でも理科を選択科目とする

割合が大きかった。 

共通テスト利用方式における理科の選択を

表 12 に示した。ここでも同一大学で理科必須と

理科選択の両方の試験形態がある場合は、そ

れぞれを 1 回の試験回数として集計した。共通
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テスト利用方式についても、実施校 112 大学で

のべ 370 回の試験が行われ、2 科目型および 3

科目型の試験回数は、それぞれ 176 回（47.5％）

および 125 回（33.7％）と多く、全体の約 81％を

占めていた。理科の選択について見ると、2 科

目型では、理科を必須とする試験は 176 回のう

ち 33 回（18.8％）、3 科目型では 125 回のうち

50 回（40.0％）であり、2 科目型に比べ 3 科目型

で理科を必須とする回数が多かった。2 または

3 科目型いずれでも理科を選択とする割合が大

きく、特に 2 科目型では 176 回中で 143 回

（81.3％）と大部分を占めていた。 

C-2．テキストマイニングを用いたアドミッション

ポリシーの解析 

名詞、動詞、形容詞として使用されている単

語の出現頻度を解析し、各単語の出現回数が

多い順に表 13 に示した。この出現頻度の解析

結果に基づいて、出現回数の多い順にワードク

ラウドを作成した（図 1）。名詞として抽出された

単語総数は 892、動詞は 174、形容詞は 25 で

あった。名詞として最も用いられていた単語は

「健康（212）」であり、次いで「基礎（199）」、「食

（154）」、「知識（153）」の順であった（括弧内の

数字はそれぞれの単語の出現回数を示す）。

科目名として最も多く用いられていたのは「化

学（84）」であり、次いで「生物（74）」であった。

その他の科目は、「数学（38）」、「国語（36）」、

「英語（36）」であった。また、対人能力を連想さ

せる名詞として、「コミュニケーション（75）」や

「人々（70）」、「他者（50）」も抽出された。動詞と

して最も用いられていた単語は「学ぶ（105）」で

あり、次いで「考える（53）」、「求める（52）」であ

った。形容詞としては「強い（60）」、「幅広い

（30）」、「高い（25）」の出現回数が多かった。 

併せて、文章中に出現する単語の出現パタ

ーンが類似する単語を線で結んだ共起ワード

図を作成した（図 2）。この解析では、文脈内の

単語の関連性を明確化できる。例えば、「話す」、

「書く」、「聞く」、「読む」の 4 つの動詞は、いず

れも強い関連性があり、管理栄養士養成のアド

ミッションポリシーというよりも大学としての入学

者受け入れの方針が強く表れていた。また、学

問体系では、基礎的な学力として「化学」と「生

物」の関連性が強く表れており、いずれも技能

の習得に繋がる必要な知識であることが示され

た。加えて、管理栄養士養成大学のアドミッショ

ンポリシーとして、多くの大学が「健康」を起点と

して、強い意欲と感心をもって、医療・介護・福

祉を始めとする様々な領域で活躍できる食と栄

養のプロフェッショナルである管理栄養士の養

成を目指していることがわかった。 

D. 考察 

本研究では、管理栄養士養成大学を対象と

し、国公立・私立の別および入試制度の別に、

入学者選抜の実態について、特に、入試科目

として理科を課しているかどうかに焦点を当て

て調査した。本分担研究者らが知る限り、こうし

た先行研究はない。本研究成果は、今後の管

理栄養士養成大学における基礎学力向上に向

けて貴重な資料になると考えられた。 

本研究を通じ、入学者の選抜方式を分類す

ると一般選抜、総合型選抜および学校推薦型

選抜の 3 つがあり、従来の学力試験だけでなく、

受験生の多様な能力や思考力を評価するなど、

複雑化してきていることが明らかとなった。近年

の大きな変化としては、総合型選抜および学校

推薦型選抜による入学者の割合が増え、受験

の早期化が進んでいることが挙げられる 3) 。管

理栄養士養成大学においても、その傾向にあり、

また、入試形態も多様化していることがこの調
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査から明らかとなった。その中で、理科の科目

を見てみると、総合型選抜および学校推薦型選

抜における選考要素として理科（化学基礎およ

び生物基礎）の基礎学力を課している場合が一

部あった。一般選抜においては、国公立大学

では、共通テストで理科が必須となっているが、

大学独自の問題で行う一般個別方式と共通テ

スト利用方式が主な受験方法である私立大学

では、2教科型および3教科型で理科の科目を

課す場合が多く、特に 3 教科型では理科の科

目を必須とする試験の割合が高かった。 

管理栄養士養成大学として掲げているアドミ

ッションポリシーをテキストマイニング解析したと

ころ、多くの大学が健康社会の実現のために貢

献できる管理栄養士養成を目指していることが

わかった。理想とする管理栄養士を養成するた

めには、食や栄養に関する知識を医療分野や

教育分野などのそれぞれの専門分野で活かせ

る能力の涵養が重要であり、そのための基礎学

力として、理科の科目である化学と生物の知識

の習得が重要となると考えられた。これらの基

礎知識を活用し、専門基礎分野や専門分野の

内容理解へと繋げ、最終的には技能の熟達へ

とステップアップさせることが今後の管理栄養

士養成において重要となると考えられた。 

近年、多くの私立大学では、総合型選抜や

学校推薦型選抜などの年内入試での早期で入

学者を確保する動きが見られる。令和 7 年度の

管理栄養士養成施設大学（私立大学）における

各入試方法の募集人員とその割合を表14 に示

した。各大学の入試要項および入試ガイドによ

ると、私立大学120 大学の募集人員は 9,880 人

であった。それに対して、総合型選抜による募

集人員は 1,997 人（20.2％）、学校推薦型選抜

では 3,343 人（33.8％）と管理栄養士養成施設

大学においても総合型選抜と学校推薦型選抜

を合わせた年内入試の割合が全体の半数以上

を占めていた。 

管理栄養士養成課程では、専門基礎分野を

始めとして理科の科目に係る基礎学力が求め

られるが、近年増加傾向にある総合型選抜およ

び学校推薦型選抜では、理科の科目を選考要

素として設定していないことが多い。このため、

管理栄養士養成大学には理科の科目の基礎学

力を習得しない状態で入学する学生が今後増

加していく可能性が考えられた。このような状況

も踏まえると、管理栄養士養成大学において、

入学前・入学後教育で理科の科目を始めとする

基礎学力の向上を図っていく必要があると思わ

れた。本分担研究者らが知る限り、こうした先行

研究はない。 

本研究では、管理栄養士養成大学における、

国公立・私立の別および入試制度の別の試験

回数、選考要素・理科の選択状況等について

集計したが、選考要素・理科の選択状況の区分

別の受験者数、合格者数および入学者数等に

ついては、十分に把握できず、集計できなかっ

た。この点が本研究の主な限界である。 

 

E. 結論 

管理栄養士養成大学が掲げるアドミッション

ポリシーのテキストマイニング解析から、基礎学

力として化学や生物の知識の習得が重要であ

ると養成施設が認識していることが示され、そ

れに基づく入学者選抜が一般選抜の必須科目

から確認できた。 

一方で、近年少子化による 18 歳人口の減少

により、大学入学者数が募集定員を下回る状況

が報告され 2) 、管理栄養士養成大学において

も国公立大学を除く、多くの大学では入学者数

が募集定員を下回る状況を回避するため、総

合型選抜や学校推薦型選抜などの年内入試で
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早期に入学予定者を確保する動きが見られるよ

うになってきた。現在までのところ一般選抜で

理科の科目を課す大学が多いことを考えると、

理科の科目を選考要素とせずに入学する学生

が今後増加していく可能性が考えられる。した

がって、早期合格者が入学するまでの期間は、

学習意欲を維持し、入学後に必要な学力を習

得するためにも重要な期間として捉えることもで

き、専門性を意識した理科の科目の入学前教

育の重要性が高まるものと考えられた。 

 

F. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

  なし 

 

G. 知的所有権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 

 

H. 参考文献   

1)文部科学省 令和7 年度大学入学者選抜実

施要項（令和6 年6 月5 日）

https://www.mext.go.jp/content/20240605-

mxt_daigakuc02-000010813-3.pdf （令和7

年 3 月14 日閲覧） 

2）文部科学省 令和6 年度国公私立大学・短

期大学入学者選抜実施状況の概要（令和6

年11 月27 日）

https://www.mext.go.jp/content/20241120-

mxt_daigakuc02-000038880_1.pdf  （令和7

年 3 月14 日閲覧） 

3）文部科学省 大学入学者選抜の実態の把握

及び分析等に関する調査研究（令和6 年2

月） 

https://www.mext.go.jp/content/20240319-

mxt_daigakuc01-000034622_1.pdf  （令和7

年 3 月14 日閲覧）
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表 1 総合型選抜を導入している大学数と総合型選抜の試験回数 

表 2 総合型選抜における選考要素とその組合せ 

5

103 184

国公⽴⼤学

私⽴⼤学

⼤学区分 試験回数（回）⼤学数（校） 1⼤学あたりの試験回数（回）

1.0

1.8

5

0 15
0 2
0 32
0 22
0 3
0 4
1 28
3 62
1 0
0 14
0 2

*願書、調査書、志望理由書、⾃⼰推薦書、活動報告書、学習計画書など

選考要素

情報なし
書類・⾯接・⼩論⽂・他

書類・⼩論⽂・他
書類・⾯接・他

書類・⾯接・⼩論⽂

書類*
他

書類・⾯接
書類・他

⾯接・⼩論⽂
⾯接・他

私⽴⼤学（校）国公⽴⼤学（校）
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表 3 学校推薦型選抜を導入している大学数と学校推薦型総合型選抜の試験回数 

表 4 学校推薦型選抜における選考要素とその組合せ 

22

102私⽴⼤学

⼤学区分

国公⽴⼤学

⼤学数（校） 試験回数（回） 1⼤学あたりの試験回数（回）

1.5

1.8

33

179

0 7
適性 0 4
基礎 0 2

13 22
0 3

書類・適正 0 5
書類・基礎 0 12

0 14
0 2
1 3
0 1

13 50
2 5
2 21
1 2
0 2
0 1
0 2
0 7
0 1
0 2
0 1
1 3
0 4
0 1
0 2

*願書、調査書、志望理由書、⾃⼰推薦書、活動報告書、学習計画書など

書類・理科・他

適性・他
⾯接・⼩論⽂

書類・他
書類・理科

書類・⾯接・理科
書類・⾯接・他

書類・⾯接・提出
書類・適正・他
書類・基礎・他

書類・⾯接
書類・⼩論⽂

書類・⾯接・⼩論⽂
書類・⾯接・適性
書類・⾯接・基礎

私⽴⼤学（校）国公⽴⼤学（校）選考要素

書類・⾯接・⼩論⽂・基礎・他

書類*

書類・⾯接・⼩論⽂・基礎
書類・⾯接・理科・基礎
書類・⾯接・⼩論⽂・他
書類・⾯接・適正・他
書類・⾯接・基礎・他

18



表 5 国公立大学における一般選抜試験の試験回数 

表 6 国公立私立大学における一般選抜試験の一大学あたりの試験回数 

表 7 国公立大学における一般選抜試験での理科の選択 

試験回数（回）

1 5

2 17

3 1

⼤学数（校）

23

118私⽴⼤学 392 3.3

⼤学区分

国公⽴⼤学 42 1.8

⼤学数（校） 試験回数（回） 1⼤学あたりの試験回数（回）

23 42 0 0 0 0

10 13 1 1 19 28

理科なし

⼤学数（校） 試験回数（回） ⼤学数（校） 試験回数（回）

個別試験

共通テスト

試験区分
理科必修 理科選択

⼤学数（校） 試験回数（回）
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表 8 私立大学における一般選抜試験（一般個別方式）の試験回数  

 

 

 

表 9 私立大学における一般選抜試験（共通テスト利用方式）の一大学あたりの試験回数 

 

  

1 7 7

2 28 56

3 48 144

4 16 64

5 8 40

6 4 24

7 2 14

8 3 24

9 1 9

10 1 10

118 392

*1⼤学で1年間に⾏われた試験の回数
**試験回数×⼤学数

合 計

試験回数（回）* ⼤学数（校） のべ回数（回）**

112私⽴⼤学 370 3.3

⼤学区分 ⼤学数（校） 試験回数（回） 1⼤学あたりの試験回数（回）
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表 10 私立大学における一般選抜試験（共通テスト利用方式）の試験回数 

1 3 3

2 33 66

3 38 114

4 23 92

5 6 30

6 3 18

7 3 21

8 1 8

9 2 18

10 0 0

112 370

*1⼤学で1年間に⾏われた試験の回数
**試験回数×⼤学数

⼤学数（校） のべ回数（回）**

合 計

試験回数（回）*
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表 11 私立大学における一般選抜（一般個別方式）での理科の選択 

表 12 私立大学における一般選抜（共通テスト利用方式）での理科の選択 

0 校 0 回 0 校 0 回 19 校 22 回 22 回
(0) (0) (0) (0) (100) (100)
0 0 0 0 1 1 1

(0) (0) (0) (0) (100) (100)
6 7 10 11 16 24 42

(18.8) (16.7) (31.3) (26.2) (50.0) (57.1)
1 1 21 42 3 5 48

(4.0) (2.1) (84.0) (87.5) (12.0) (10.4)
24 35 55 94 28 40 169

(22.4) (20.7) (51.4) (55.6) (26.2) (23.7)
0 0 12 20 1 1 21

(0) (0) (92.3) (95.2) (7.7) (4.8)
21 40 25 42 4 7 89

(42.0) (44.9) (50.0) (47.2) (8.0) (7.9)
合 計 52 83 123 209 72 100 392

( ) 内は、それぞれの受験教科数の⼤学数および試験回数の合計値に対する割合（％）を⽰す。
＊ 教科ごとに複数科⽬がある場合（例: 理科には科⽬として化学、⽣物などがある）、化学および⽣物の
2科⽬を選択した場合の受験教科数は1教科となる。理科のいずれかおよび理科以外を選択した場合の
受験教科数は2教科となる。
＊＊ 受験教科数ごとの試験回数の合計を⽰す。
注: 同⼀⼤学で理科必須と理科選択の両⽅がある場合は、それぞれを1回の試験回数として集計した。

3教科

試験回数**

2教科

2〜3教科

合 計

なし

0〜1教科

1教科

1〜2教科＊

受験教科数
理科必須 理科選択 理科なし

⼤学数 試験回数 ⼤学数 試験回数 ⼤学数 試験回数

4 校 6 回 20 校 29 回 4 校 4 回 39 回
(14.3) (15.4) (71.4) (74.4) (14.3) (10.3)

17 33 63 143 0 0 176
(21.3) (18.8) (78.8) (81.3) (0) (0)

29 50 40 75 0 0 125
(42.0) (40.0) (58.0) (60.0) (0) (0)

10 13 4 5 0 0 18
(71.4) (72.2) (28.6) (27.8) (0) (0)

7 8 3 4 0 0 12
(70.0) (66.7) (30.0) (33.3) (0) (0)

合 計 67 110 130 256 4 4 370

( ) 内は、それぞれの受験科⽬数の⼤学数および試験回数の合計値に対する割合（％）を⽰す。
＊ 受験科⽬数ごとの試験回数の合計を⽰す。
注: 同⼀⼤学で理科必須と理科選択の両⽅がある場合は、それぞれを1回の試験回数として集計した。

3科⽬

4科⽬

5科⽬

試験回数*
受験科⽬数

理科必須 理科選択 理科なし
⼤学数 試験回数 ⼤学数 試験回数 ⼤学数 試験回数

合 計

1科⽬

2科⽬
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表 13 アドミッションポリシー内で用いられている単語（名詞、動詞、形容詞）の出現回数 

順位 名詞 出現回数 動詞 出現回数 形容詞 出現回数

1 健康 212 学ぶ 105 強い 60 

2 基礎 199 考える 53 幅広い 30 

3 食 154 求める 52 高い 25 

4 知識 153 取り組む 48 深い 13 

5 栄養 144 目指す 36 わかりやすい 9 

6 意欲 141 伝える 21 望ましい 8 

7 管理栄養士 109 活かす 20 広い 7 

8 関心 109 基づく 17 粘り強い 5 

9 学力 97 備える 17 おいしい 3 

10 社会 97 関わる 14 ふさわしい 2 

11 貢献 87 望む 13 分かりやすい 2 

12 理解 86 続ける 12 正しい 2 

13 化学 84 向ける 11 明るい 2 

14 必要 81 読む 11 優しい 2 

15 コミュニケーション 75 書く 10 忍耐強い 1 

16 生物 74 聞く 10 あたらしい 1 

17 分野 71 まとめる 9 あたたかい 1 

18 人々 70 話す 9 厚い 1 

19 能力 67 努める 8 やさしい 1 

20 興味 59 担う 8 温かい 1 

21 学習 54 高める 8 熱い 1 

22 他者 50 惜しむ 7 大きい 1 

23 科学 50 図る 7 新しい 1 

24 課題 50 深める 7 多い 1 

25 栄養学 47 思う 7 良い 1 
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図 1 単語の出現頻度に基づくワードクラウド 

出現頻度の高い単語を複数選び出し、その値に応じた大きさで単語を図示した。

単語の色は品詞の種類で異なり、青色が名詞、赤色が動詞、緑色が形容詞をそれぞれ表している。

図 2 共起ワード図

文章中に出現する単語の出現パターンが類似したものを線で結んだ図。出現数が多い単語ほど

大きく、また共起の程度は強い方から順に 太い実線＞細い実線＞破線で描画した。
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表 14 令和 7 年度管理栄養士養成大学（私立大学）における各入試方法の 

募集人員とその割合 

＊特別選抜（社会⼈⼊試、帰国⼦⼥⼊試など）、指定校推薦⼊試など

9.5

5.6

合 計

1,997

3,343

3,050

936

554

9,880 100.0

⼀般選抜（共通テスト利⽤⽅式）

その他＊

割合（％）

総合型選抜

⼀般選抜（個別⽅式）

学校推薦型選抜

募集⼈員（⼈）

20.2

33.8

⼊試⽅法

30.9
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令和6年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 
 

２．入学前・入学後教育に関する管理栄養士養成大学の実態調査 

 

研究分担者 今井  絵理  滋賀県立大学人間文化学部 

研究代表者 小切間美保  同志社女子大学生活科学部 

研究協力者 小林  香穂  同志社女子大学生活科学研究科 

 

研究要旨 

本研究では、管理栄養士養成大学における入学前・入学後教育、特に理科の科⽬に関す
る教育に着目し、その実態を明らかにすることを目的として、Web システムを用いた質問調査

を実施した。管理栄養士養成大学 143 大学に調査を依頼し、86 大学から回答が得られた（回

答率 60.1％）。結果、入学前教育、入学後教育の両方を実施している大学は約 7 割にのぼり、

特に入学後教育の実施率が高かった。入学前・入学後教育については、教員の 6～7 割が負

担を感じている一方で、その必要性を認識する大学は約 7～8 割に達しており、基礎学力向上

に不可欠であると認識していることが覗えた。また、専門基礎分野（①社会・環境と健康、②人

体の構造と機能および疾病の成り立ち、③食べ物と健康）の理解度や学力向上と、入学前・入

学後教育の関連を分析した。その結果、入学前・入学後の両方の教育を実施している大学で

は、いずれか一方のみを実施している大学と比べて、「理解度・学力向上のために入学前・入

学後教育を実施してよかったと思いますか」という質問に対し、「やや思う」または「思う」と回答

した割合が高かった。入学前・入学後の体系的な教育が、基礎学力の向上に寄与する可能

性や専門基礎分野の学力向上につながる可能性が示唆された。本分担研究者等が知る限り、

本研究により、管理栄養士養成大学における、入学前・入学後教育の理科の教育の実態が

初めて明らかとなった。本研究の成果が管理栄養士養成大学における基礎学力向上に向け

た検討の基礎資料として活用されることが期待される。今後は、入学前・入学後教育に係る内

容の検討や教育効果の検証を進め、より質の高い教育体系の構築を目指すことが求められる。 

 

 

A. 背景と目的 

 少子化の影響で大学は全入時代に突入し、

学生の学力低下が問題になっている 1)。また、

入試制度の多様化により、高校卒業時点で

十分に基礎学力を高められていない状況で

大学へ進学できるようになったことが、社会

的背景として挙げられる。特に、学力試験を

課さない選抜方式により早期に進学先が決

定した入学予定者に関しては、進学決定後

の学習習慣の喪失や学力の低下が懸念さ

れている。このような状況は管理栄養士養成

大学においても例外ではなく、学生の学力

低下が指摘されてきている。管理栄養士養

成大学では、国家試験の合格が絶対条件と
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なる。さらに、卒業後には管理栄養士として

の業務遂行能力に加え、最新の栄養学の

知識を習得し、その進展に柔軟に対応でき

る力が求められる。 

学力低下が懸念されている昨今において、

学生の基礎学力を向上させる必要性が高ま

っている。基礎学力向上の手段としては、入

学前教育、入学後教育がある。実際に、約 7

割の大学において、入学前教育が導入され

ているとの報告がある 2)。また、全国の大学

を対象に実施された入学前教育、プレース

メントテスト、リメディアル教育の実施状況に

関する調査報告によれば、これら 3 つのうち

いずれかを実施していると回答した大学は

約 90％にのぼり、そのうち約 40％の大学が

入学前教育、プレースメントテスト、リメディア

ル教育のすべてを実施していた 3)。このほか、

理系大学における入学前教育、入学後教育、

プレースメントテストに関する研究は、医療

系・看護系大学 4-6)を中心に報告されている。 

管理栄養士養成大学においても栄養学

の基礎となる化学や生物などの「理科」に関

する基本的な学力が不可欠である。これら

の知識が不足していると、管理栄養士養成

教育の基盤となる専門基礎分野について十

分に理解できず、専門分野の理解にも影響

が生じると考えられる。従って、学生の基礎

学力を高める観点から、入学前教育や入学

後教育が必要となる。しかしながら、これまで

に管理栄養士養成大学における入学前・入

学後の教育、特に理科の科目の教育の実

態について調査した報告は見当たらない。 

 そこで、本研究では、全国の管理栄養士

養成大学を対象に、理科の科目を中心とし

た入学前・入学後教育に関する実態や、理

科の科目の十分な理解が必要となる専門基

礎分野の教育に関する実態などを明らかに

することを目的に、Web システムによる調査

を行った。 

B. 方法

B-1．調査対象

2024 年 4 月現在、日本の管理栄養士養

成施設 151 校のうち、専門学校 6 校と募集

停止を決定した 2 大学を除いた 143 大学と

した。 

B-2．調査方法

2024 年 11 月 8 日に各大学施設長および

学科長へ依頼状（資料 1、資料 2）、全国栄

養士養成施設協会の協力依頼文書、厚生

労働省健康・生活衛生局健康課栄養指導

室の協力依頼文書と調査項目の一覧表（資

料 3）、Web 回答用 URL と QR コードおよび

大学毎の回答用の「ログイン ID」と回答にあ

たっての留意事項の書類を郵送し、Web シ

ステム上で回答を得た。各大学の学科長等、

質問項目の回答が可能な教員に回答を依

頼した。12 月 5 日にデータを回収した後、回

答期限の延長を記載した再案内を郵送し、

12 月 23 日に最終データを回収、集計した。

調査票の Web システムの設計およびデータ

回収は株式会社 M に委託した。 

B-3．設問数と設問内容

資料 3 に示す通り、設問数は 47 問であっ

た。このうち、入試に関する設問が 5 問、入

学前教育に関する設問が 16 問、入学後教

育に関する設問が 14 問、入学前・入学後教

育と基礎専門分野との連携に関する設問が

3 問、プレースメントテストに関する設問が 3

問、進路状況に関する設問が 3 問、その他
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が 3 問であった。 

 

B-4．倫理的配慮 

 調査の説明文書には、調査の趣旨、調査

方法、情報管理の方法、自由意思による回

答について説明し、対象者からの調査の回

答をもって調査協力への同意を得た。回答

者は、それぞれの質問内容入力の際に「ロ

グイン ID」を入力して回答を行った。調査項

目に固有名詞の記載事項はなく、個人が推

定されるような質問項目は含めなかった。大

学名と ID の対応表はデジタル化せず手書

き文書とし、研究代表者が施錠して保管した。 

本調査研究は、同志社女子大学「人を対

象とする研究」に関する倫理審査委員会（承

認番号 2024-15）により 2024 年 8 月 29 日承

認（2024 年 11 月 6 日一部変更届承認）を得

て実施された。 

 

C. 結果 

C-１．対象大学 

 調査依頼は管理栄養士養成を行っている

143 大学（国公立 23 校、私立 120 校）に対

して実施し、86 大学から回答が得られ、回答

率は 60.1％（86 校／143 校）であった。回答

のあった 86 大学のうち、国公立は 16 校

（19％）、私立は 70 校（81%）であった。 

 

C-2．アドミッションポリシーと理科の入試科

目の実態（表１） 

表 1 に示すように、アドミッションポリシ―と

して化学、生物を重視している大学はそれ

ぞれ 67.4％、65.1％であり、理科以外では

数学 24.4％、英語 27.9％、国語 27.9％、と

いう回答結果であった。一方、「科目は示し

ていない」と回答した大学は 31.4％であった。 

 

C-3．基礎学力向上のための理科の入学

前・入学後教育の実施状況（表 2） 

 基礎学力向上のための理科の入学前・入

学後教育の実施状況を表 2 にまとめた。「な

し」（入学前・入学後教育のどちらも実施して

いない」4.7％、「入学前教育のみ」4.7％、

「入学後教育のみ」20.9％、「入学前・入学

後教育の両方」69.8％であり、約 7 割の大学

が入学前・入学後教育の両方を実施してい

た。表には示していないが、入学前教育を

行っている大学は約 7 割、入学後教育を行

っている大学は約 9 割にのぼり、入学後教

育の方が実施率が高い傾向にあった。国公

立・私立別では、「なし」は国公立 25.0％、私

立 0％、「入学前・入学後教育両方」は国公

立 18.8％、私立 81.4％であり、私立で入学

前・入学後教育を両方実施している割合が

高かった。 

 

C-4．進路状況（表 3） 

 表 3 に、2024 年 3 月卒業生の進路の状況

について示した。各大学に割合（％）で回答

を求めたため、表 3 に人数の記載はせず、

中央値で示した。管理栄養士の専門性を活

かした就職者の中央値は 76.0％で私立の

方が国公立より高かった。就職先では、医

療・福祉が 33.0％で国公立、私立共に高か

った。 

 

C-5．基礎学力向上のための理科の入学前 
教育の実施状況（表 4-1～表 4-3） 

C-5-１．理科の入学前教育の実施と理由 

 表 4-1 に理科の入学前教育の実施状況を

示した。理科の入学前教育を実施している

大学は 74.4％であった。入学前教育を実施
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している理由は、「高等学校までの基礎学力

の補完」85.9％、「大学での専門教育の導入

準備」82.8％、「入学までの学習習慣の維持」

75.0％であった。一方、入学前教育を実施し

ていない理由は、「実施する期間が十分にと

れない」40.9％、「担当する教員が足りない」

36.4％、「実施する必要がない」22.7％であ

った。実施している大学の規模（収容定員数）

は、学生数 4,000 人未満の大学が 68.8％と

最も多く、次に 4,000～8,000 人未満、8,000

人以上の順であった。また、今後、理科の入

学前教育は必要であるかという設問には、

72.1％が「思う」、16.3％が「やや思う」と回答

していた。国公立、私立別の結果は、それぞ

れ表 4-2 および表 4-3 に示す通りである。 

 

C-5-2．入学前教育の実施主体と実施者 

 表4-1に示すように、入学前教育の実施主

体は、「大学全体として実施」39.1％、「学部

として実施」9.4％、「学科として実施」46.9％

で、学科として実施または大学全体として実

施が高い割合であった。実施者は、常勤教

員 59.4％、外部委託 50.0％、その他 10.9％

で、半数の大学が外部委託を行っていた。

教員への負担の程度は、「ある」18.8％、「や

やある」40.6％であった。「あまりない」は

25.0％、「ない」は 15.6％であった。 

実施科目は化学基礎 85.9％、生物基礎

81.3％と高い割合を示した。また、化学

42.2％、生物 40.6％といずれも 4 割を占め

ていた。 

 

C-5-3．入学前教育の実施期間と実施方法 

 表 4-1 に示すように、実施期間は、１～3 か

月以内が 71.9％、次いで 3～6 か月以内が

25.0％であった。1 か月以内は 3.1％（2 大学）

で あ っ た 。 使 用 教 材 は 、 紙 媒 体 の 教 材

67.2％、デジタル教材 59.4％であった。表に

は示していないが、入学前教育を外部委託

している大学では、そうでない大学と比較し

てデジタル教材の使用割合が高かった。 

指導方法では、郵便物や電子メールでの

指導が 60.9％と高い割合を示した。直接指

導は28.1％であり、「自主学習を促す通知の

み」と回答した大学は 31.3％であった。 

 入学前教育の実施期間中に学習内容の

進捗状況を確認する仕組みについて、

67.2％が「ある」と回答した。また、終了時点

の知識の定着具合を確認する仕組みにつ

いては、59.4％が「ある」と回答しており、い

ずれも半数以上が確認する仕組みを持って

いた。 

 

C-6．基礎学力向上のための理科の入学後

教育の実施状況（表 5-1～5-3） 

C-6-1．理科の入学後教育の実施と理由 

表 5-1 に入学後教育の実施状況を示した。

化学に関する入学後教育の実施状況では、

47.7％が必修科目として実施していた。選択

必修科目、または選択科目として実施して

いる大学は合わせて 33.7％であり、必修科

目と合わせると全体の 81.4％を占めていた。

一方、「実施していない」「自主学習を促す

指導のみ実施している」大学は、それぞれ

9.3％、3.5％であった。 

 生物に関する入学後教育の実施状況では、

33.7％が必修科目としており、化学(47.7％)

より低値であった。選択必修科目、または選

択科目として実施している大学は合わせて

41.8％であり、必修科目と合わせると全体の

75.5％であった。一方、「実施していない」

「自主学習を促す指導のみ実施している」大
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学は、それぞれ 15.1％、5.8％で、化学（そ

れぞれ 9.3％、3.5％）よりやや高値であった。 

 理科の入学後教育を実施している 77 大学

の実施理由は、「大学での専門教育の導入

準備」89.6％、「高等学校までの基礎学力の

補完」72.7％であった。「実施していない」と

回答した 9 大学の実施していない理由（複

数回答可）では、「時間に余裕がない」、「担

当する教員が足りない」、「実施する必要が

ない」の順であった。また、今後、理科の入

学前教育は必要であるかという設問には、

76.7％が「思う」、16.3％が「やや思う」と回答

していた。国公立、私立別の結果は、それぞ

れ表 5-2 および表 5-3 に示す通りである。 

 

C-6-2．入学後教育の実施主体と実施者 

表 5-1 に示す通り、入学後教育の実施主

体は、「大学全体として実施」15.6％、「学部

と し て 実 施 」 16.9 ％ 、 「 学 科 と し て 実 施 」

64.9％で、学科として実施している大学が多

数であった。実施者は、常勤教員 85.7％、

非常勤教員 29.9％、外部委託 3.9％、その

他 3.9％で、ほとんどの大学が常勤教員によ

り行っていた。教員への負担の程度は、「あ

る」32.5％、「ややある」40.3％であり、7 割以

上が負担に感じており、入学前（「ある」

18.8％、「ややある」40.6%）と比べその割合

が高かった。 

 

C-6-3．入学後教育の実施期間と実施方法 

 表 5-1 に示す通り、実施期間は 3～6 か月

以内が 67.5％と最も高く、次いで 1～3 か月

以内が 16.9％であった。6 か月以上の大学

は 13.0％（10 大学）であった。使用教材は、

紙媒体の教材 80.5％と最も高く、デジタル教

材 15.6％であった。入学前教育（59.4％）と

比べ、入学後教育ではデジタル教材の使用

割合が低かった。成果の確認方法は「定期

試験」と回答した大学が 79.2％と高い割合を

示した一方で、「実施していない」と回答した

大学が 3.9％あった。 

担当者間の連携（管理栄養士養成課程

の専門教育と入学後教育）について尋ねた。

内容は学生の理解度の評価、実施方法の

改善についての意見交換などである。「ほと

んど行わない」35.1％と「年 3 回以上」33.8％

がいずれも 3 割以上であった。次いで「年 1

回」22.1％、「年 2 回」9.1％であった。 

 

C-7．入学前・入学後教育実施と専門基礎

分野の理解度・学力向上との関連（表 6,表 7，

図 1） 

 表 6 に、入学前・入学後教育を実施するこ

とによる専門基礎分野の理解度・学力向上

に関する質問に係る回答状況について示し

た。専門基礎分野は、①社会・環境と健康、

②人体の構造と機能および疾病の成り立ち、

③食べ物と健康の 3 分野とし、分野毎に「理

解度・学力向上のために入学前・入学後教

育を実施してよかったと思いますか」の問い

について、「思う」「やや思う」「あまり思わな

い」 

「思わない」「わからない」から分野別に回答

を得た。その結果、社会・環境と健康では

「思う」19.4%、「やや思う」28.4%、人体の構造

と機能及び疾病の成り立ちでは「思う」54.3%、

「やや思う」25.7%、食べ物と健康では「思う」

49.3%、「やや思う」29.0%であり、人体の構造

と機能及び疾病の成り立ちと食べ物と健康

で「思う」の割合が約 5 割と高かった。一方で

「思わない」と回答した割合も一定の割合で

存在しており、社会・環境と健康で 10.4%と他
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の 2 分野と比べて割合が高かった。 

 さらに、表 7 および図 1 には、「入学前教

育のみ」「入学後教育のみ」「入学前・入学

後教育の両方」の 3 パターンに分けて、専門

基礎分野の理解度・学力向上との関連を示

した。入学前・入学後教育の両方を実施して

いる大学では、「入学前教育のみ」または

「入学後教育のみ」を実施している大学と比

較して、専門基礎分野の理解度を「思う～や

や思う」と回答した割合が高かった。 

 

C-8．プレースメントテスト実施状況（表 8-1

～表 8-3） 

  表 8-1 に、プレースメントテスト実施状況

について示した。プレースメントテストを「実

施していない」大学は 45.3％であり、約 5 割

がプレースメントテストを実施していた。実施

科目は化学基礎、化学、生物基礎、生物の

順に高く、生物よりも化学でその割合が高か

った。 

 プレースメントテストを実施している理由は、

「学力を測るため」が 70.2％と最も高く、次い

で「クラス分けをするため」と「履修指導に活

用するため」で約 4 割であった。プレースメン

トテストを実施していない理由について、「実

施する必要がない」と回答した割合は 48.7%

と、約半数にのぼった。一方で、「時間割に

余裕がない」（38.5%）や「担当する教員が足

りない」（30.8%）といった運営上の課題を理

由に挙げた大学もあった。国公立、私立別

の結果は、それぞれ表 8-2 および表 8-3 に

示す通りである。 

 

D. 考察 

冒頭でも述べたように、大学全入時代を

迎えた現代において、多くの大学では入学

者の学力低下が深刻な課題となっている。こ

の傾向は特に理科の基礎学力が求められる

専門職の養成課程を持つ大学で特に顕著

であり、管理栄養士養成課程を設置する大

学でも同様の課題が指摘されている。管理

栄養士は、食と健康に関する専門的な知識

を持ち、栄養管理や食事指導を通じて人々

の健康を支える重要な役割を担っている。し

たがって、高度な専門知識と実践力が求め

られる専門職であるため、基礎学力の低下

は資格取得率の低下を招くだけでなく、将

来的な業務遂行能力にも悪影響をおよぼす

可能性がある。 

このような背景を踏まえ、本研究では全国

の管理栄養士養成課程を設置する大学を

対象に、入学前および入学後の教育に関す

る実態を明らかにすることを目的とし、Webシ

ステムを用いた調査を実施した。具体的に

は、各大学における入学前・入学後教育の

実施状況やそれに伴う教員の負担、さらに

は教育の必要性に対する認識について調

査を行った。 

調査の結果、入学前および入学後の両方

の教育を実施している大学は全体の約7割

にのぼった。個別に見ると、入学前教育を実

施している大学は約7割、入学後教育を実

施している大学は約9割に達し、入学後教育

の実施率の方が高い傾向が見られた。さら

に、入学前・入学後教育の実施による常勤

教員の負担についての質問では、「負担が

ある」と回答した大学は入学前教育では約6

割、入学後教育では約7割に達していた。し

かし、その一方で、今後も入学前・入学後教

育が必要であると考える大学は約7～8割に

のぼり、多くの教員が負担を感じつつも、基

礎学力向上のためにはこうした教育が不可

31



欠であると認識していることが分かった。 

次に、管理栄養士の専門基礎分野である

「社会・環境と健康」「人体の構造と機能及び

疾病の成り立ち」「食べ物と健康」の理解度・

学力向上と、入学前・入学後教育との関連

について分析を行った。調査の結果、入学

前・入学後教育を両方実施している大学で

は、入学前のみ、あるいは入学後のみを実

施している大学と比較して、学生の理解度・

学力向上の観点から教育を実施して良かっ

たと感じている割合が高かった。このことから、

入学前・入学後の両段階において体系的な

教育を行うことが、学生の基礎学力の向上

に寄与し、専門基礎分野に対する理解を深

める可能性が示唆された。 

本研究では、本研究分担者等が知る限り、

管理栄養士養成課程を持つ大学における

入学前および入学後の教育、特に理科教育

の実態を初めて明らかにした。本研究の成

果が、今後、管理栄養士を目指す学生の基

礎学力向上を目的とした基礎学力向上に向

けた検討を進める上での基礎資料として活

用されることを期待する。さらに、本研究を通

じて得られた知見をもとに、各大学が独自の

取組を発展させ、より効果的な教育プログラ

ムを構築するための参考資料となることが望

まれる。将来的には、入学前・入学後教育の

具体的な内容の検討や、教育効果の検証を

進めることで、さらに質の高い教育体系の構

築に寄与することが求められる。 

 

E. 結論 

 本研究は、管理栄養士養成課程を持つ大

学を対象に、入学前・入学後教育の実態を

調査し、Web システムを用いて分析を行った。

結果、約 7 割の大学が両教育を実施し、特

に入学後教育の実施率が高かった。教員の

負担はあるものの、多くの大学が入学前・入

学後教育の必要性を認識していた。専門基

礎分野の学力向上にも寄与する可能性が

示唆され、今後の管理栄養士養成に係る基

礎学力向上に向けた検討の基礎資料となる

ことが期待される。 
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表 2 入学前・入学後教育実施の有無 

n (%) n (%) n (%)
なし 4 (4.7) 4 (25.0) 0 (0.0)
⼊学前教育のみ 4 (4.7) 0 (0.0) 4 (5.7)
⼊学後教育のみ 18 (20.9) 9 (56.3) 9 (12.9)
⼊学前・⼊学後教育両⽅ 60 (69.8) 3 (18.8) 57 (81.4)

私⽴（n = 70）全体（n = 86） 国公⽴（n = 16）カテゴリー
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表 4-1 入学前教育の実施状況 

項⽬ n 選択肢 n (%)
理科の⼊学前教育の実施有無 86 実施している 64 (74.4)

実施していない 22 (25.6)
実施している理由（複数回答） 64 ⾼等学校までの基礎学⼒の補完 55 (85.9)

⼤学での専⾨教育の導⼊準備 53 (82.8)
⼊学までの学習習慣の維持 48 (75.0)

実施していない理由（複数回答） 22 実施する期間が⼗分にとれない 9 (40.9)
担当する教員が⾜りない 8 (36.4)
実施する必要がない 5 (22.7)
その他 8 (36.4)

実施⼤学の規模 64 8000⼈以上 6 (9.4)
4000〜8000⼈未満 14 (21.9)
4000⼈未満 44 (68.8)

実施主体 64 ⼤学全体として実施 25 (39.1)
学部として実施 6 (9.4)
学科として実施 30 (46.9)
その他 3 (4.7)

実施者（複数回答） 64 ⼤学教員(常勤) 38 (59.4)
外部委託 32 (50.0)
その他 7 (10.9)

学科教員(常勤雇⽤)への負担の程度 64 ある 12 (18.8)
ややある 26 (40.6)
あまりない 16 (25.0)
ない 10 (15.6)

実施科⽬(複数回答） 64 化学基礎 55 (85.9)
⽣物基礎 52 (81.3)
化学 27 (42.2)
⽣物 26 (40.6)
その他 24 (37.5)

実施期間 64 1か⽉以内 2 (3.1)
1〜3か⽉以内 46 (71.9)
3〜6か⽉以内 16 (25.0)

教育媒体(複数回答） 64  紙媒体の教材(印刷物、ドリルなど) 43 (67.2)
 デジタル教材(DVD、ｅラーニングなど) 38 (59.4)

その他 2 (3.1)
指導⽅法(複数回答） 64 郵便物や電⼦メールでの指導 39 (60.9)

⾃主学習を促す通知のみ 20 (31.3)
直接指導（対⾯やオンライン） 18 (28.1)
その他 8 (12.5)

64 ある 43 (67.2)
ない 21 (32.8)

64 ある 38 (59.4)
ない 26 (40.6)

理科の⼊学前教育は必要であると思うか 86 思う 62 (72.1)
やや思う 14 (16.3)
あまり思わない 8 (9.3)
思わない 2 (2.3)

⼊学前教育の終了時点の知識の定着具合を
確認する仕組みの有無

学習内容の進捗状況確認する仕組みの有無
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表 4-2 入学前教育の実施状況（国公立） 
  項⽬ n 選択肢 n (%)
理科の⼊学前教育の実施有無 16 実施している 3 (18.8)

実施していない 13 (81.3)
実施している理由（複数回答） 3 ⾼等学校までの基礎学⼒の補完 2 (66.7)

⼤学での専⾨教育の導⼊準備 3 (100.0)
⼊学までの学習習慣の維持 2 (66.7)

実施していない理由（複数回答） 13 実施する期間が⼗分にとれない 5 (38.5)
担当する教員が⾜りない 2 (15.4)
実施する必要がない 5 (38.5)
その他 4 (30.8)

実施⼤学の規模 3 8000⼈以上 0 (0.0)
4000〜8000⼈未満 0 (0.0)
4000⼈未満 3 (100.0)

実施主体 3 ⼤学全体として実施 0 (0.0)
学部として実施 0 (0.0)
学科として実施 3 (100.0)
その他 0 (0.0)

実施者（複数回答） 3 ⼤学教員(常勤) 3 (100.0)
外部委託 0 (0.0)
その他 0 (0.0)

学科教員(常勤雇⽤)への負担の程度 3 ある 1 (33.3)
ややある 1 (33.3)
あまりない 1 (33.3)
ない 0 (0.0)

実施科⽬(複数回答） 3 化学基礎 3 (100.0)
⽣物基礎 3 (100.0)
化学 3 (100.0)
⽣物 3 (100.0)
その他 1 (33.3)

実施期間 3 1か⽉以内 1 (33.3)
1〜3か⽉以内 1 (33.3)
3〜6か⽉以内 1 (33.3)

教育媒体(複数回答） 3  紙媒体の教材(印刷物、ドリルなど) 2 (66.7)
 デジタル教材(DVD、ｅラーニングなど) 0 (0.0)

その他 2 (66.7)
指導⽅法(複数回答） 3 郵便物や電⼦メールでの指導 0 (0.0)

⾃主学習を促す通知のみ 2 (66.7)
直接指導（対⾯やオンライン） 1 (33.3)
その他 1 (33.3)

3 ある 0 (0.0)
ない 3 (100.0)

3 ある 0 (0.0)
ない 3 (100.0)

理科の⼊学前教育は必要であると思うか 16 思う 3 (18.8)
やや思う 5 (31.3)
あまり思わない 6 (37.5)
思わない 2 (12.5)

学習内容の進捗状況確認する仕組みの有無

⼊学前教育の終了時点の知識の定着具合を
確認する仕組みの有無
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表 4-3 入学前教育の実施状況（私立） 
 
  

項⽬ n 選択肢 n (%)
理科の⼊学前教育の実施有無 70 実施している 61 (87.1)

実施していない 9 (12.9)
実施している理由（複数回答） 61 ⾼等学校までの基礎学⼒の補完 53 (86.9)

⼤学での専⾨教育の導⼊準備 50 (82.0)
⼊学までの学習習慣の維持 46 (75.4)

実施していない理由（複数回答） 9 実施する期間が⼗分にとれない 4 (44.4)
担当する教員が⾜りない 6 (66.7)
実施する必要がない 0 (0.0)
その他 4 (44.4)

実施⼤学の規模 61 8000⼈以上 6 (9.8)
4000〜8000⼈未満 14 (23.0)
4000⼈未満 41 (67.2)

実施主体 61 ⼤学全体として実施 25 (41.0)
学部として実施 6 (9.8)
学科として実施 27 (44.3)
その他 3 (4.9)

実施者（複数回答） 61 ⼤学教員(常勤) 35 (57.4)
外部委託 32 (52.5)
その他 7 (11.5)

学科教員(常勤雇⽤)への負担の程度 61 ある 11 (18.0)
ややある 25 (41.0)
あまりない 15 (24.6)
ない 10 (16.4)

実施科⽬(複数回答） 61 化学基礎 52 (85.3)
⽣物基礎 49 (80.3)
化学 24 (39.3)
⽣物 23 (37.7)
その他 23 (37.7)

実施期間 61 1か⽉以内 1 (1.6)
1〜3か⽉以内 45 (73.8)
3〜6か⽉以内 15 (24.6)

教育媒体(複数回答） 61  紙媒体の教材(印刷物、ドリルなど) 41 (67.2)
 デジタル教材(DVD、ｅラーニングなど) 38 (62.3)

その他 0 (0.0)
指導⽅法(複数回答） 61 郵便物や電⼦メールでの指導 39 (63.9)

⾃主学習を促す通知のみ 18 (29.5)
直接指導（対⾯やオンライン） 17 (27.9)
その他 7 (11.5)

61 ある 43 (70.5)
ない 18 (29.5)

61 ある 38 (62.3)
ない 23 (37.7)

理科の⼊学前教育は必要であると思うか 70 思う 59 (84.3)
やや思う 9 (12.9)
あまり思わない 2 (2.9)
思わない 0 (0.0)

学習内容の進捗状況確認する仕組みの有無

⼊学前教育の終了時点の知識の定着具合を
確認する仕組みの有無
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表 5-1 入学後教育の実施状況 

  項⽬ n 選択肢 n (%)
化学の実施状況 86 必修科⽬として実施している 41 (47.7)

選択必修科⽬として実施している 11 (12.8)
選択科⽬として実施している 18 (20.9)
補習として実施している 5 (5.8)
⾃主学習を促す指導のみ実施している 3 (3.5)
実施していない 8 (9.3)

⽣物の実施状況 86 必修科⽬として実施している 29 (33.7)
選択必修科⽬として実施している 13 (15.1)
選択科⽬として実施している 23 (26.7)
補習として実施している 3 (3.5)
⾃主学習を促す指導のみ実施している 5 (5.8)
実施していない 13 (15.1)

実施している理由（複数回答） 77 ⼤学での専⾨教育の導⼊準備 69 (89.6)
⾼等学校までの基礎学⼒の補完 56 (72.7)
その他 1 (1.3)

実施していない理由（複数回答） 9 時間割に余裕がない 5 (55.6)
担当する教員が⾜りない 4 (44.4)
実施する必要がない 3 (33.3)
その他 1 (11.1)

実施主体 77 ⼤学全体として実施 12 (15.6)
学部として実施 13 (16.9)
学科として実施 50 (64.9)
その他 2 (2.6)

実施者（複数回答） 77  ⼤学教員（常勤） 66 (85.7)
 ⼤学教員（⾮常勤） 23 (29.9)

外部委託 3 (3.9)
その他 3 (3.9)

77 ある 25 (32.5)
ややある 31 (40.3)
あまりない 16 (20.8)
ない 5 (6.5)

実施期間 77 1か⽉以内 2 (2.6)
1〜3か⽉以内 13 (16.9)
3〜6か⽉以内 52 (67.5)
6か⽉以上 10 (13.0)

教育媒体（複数回答） 77  紙媒体の教材（印刷物、ドリルなど） 62 (80.5)
 デジタル教材（DVD、ｅラーニングなど） 12 (15.6)

その他 13 (16.9)
成果の確認⽅法（複数回答） 77 定期試験  61 (79.2)

確認テスト  24 (31.2)
課題提出（レポート等） 16 (20.8)
その他 2 (2.6)
実施していない 3 (3.9)

担当者間の連携 77 年1回 17 (22.1)
年2回 7 (9.1)
年3回以上 26 (33.8)
ほとんど⾏わない 27 (35.1)

86 思う 66 (76.7)
やや思う 14 (16.3)
あまり思わない 4 (4.7)
思わない 2 (2.3)

学科教員（常勤雇⽤）への負担の程度

理科の⼊学後教育は必要であると思うか
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表 5-2 入学後教育の実施状況（国公立） 

  項⽬ n 選択肢 n (%)
化学の実施状況 16 必修科⽬として実施している 3 (18.8)

選択必修科⽬として実施している 3 (18.8)
選択科⽬として実施している 4 (25.0)
補習として実施している 0 (0.0)
⾃主学習を促す指導のみ実施している 2 (12.5)
実施していない 4 (25.0)

⽣物の実施状況 16 必修科⽬として実施している 2 (12.5)
選択必修科⽬として実施している 2 (12.5)
選択科⽬として実施している 5 (31.3)
補習として実施している 0 (0.0)
⾃主学習を促す指導のみ実施している 2 (12.5)
実施していない 5 (31.3)

実施している理由（複数回答） 12 ⼤学での専⾨教育の導⼊準備 9 (75.0)
⾼等学校までの基礎学⼒の補完 7 (58.3)
その他 1 (8.3)

実施していない理由（複数回答） 4 時間割に余裕がない 2 (50.0)
担当する教員が⾜りない 1 (25.0)
実施する必要がない 3 (75.0)
その他 0 (0.0)

実施主体 12 ⼤学全体として実施 2 (16.7)
学部として実施 3 (25.0)
学科として実施 6 (50.0)
その他 1 (8.3)

実施者（複数回答） 12  ⼤学教員（常勤） 12 (100.0)
 ⼤学教員（⾮常勤） 1 (8.3)

外部委託 0 (0.0)
その他 0 (0.0)

12 ある 4 (33.3)
ややある 7 (58.3)
あまりない 1 (8.3)
ない 0 (0.0)

実施期間 12 1か⽉以内 1 (8.3)
1〜3か⽉以内 5 (41.7)
3〜6か⽉以内 5 (41.7)
6か⽉以上 1 (8.3)

教育媒体（複数回答） 12  紙媒体の教材（印刷物、ドリルなど） 10 (83.3)
 デジタル教材（DVD、ｅラーニングなど） 0 (0.0)

その他 2 (16.7)
成果の確認⽅法（複数回答） 12 定期試験  8 (66.7)

確認テスト  5 (41.7)
課題提出（レポート等） 4 (33.3)
その他 0 (0.0)
実施していない 1 (8.3)

担当者間の連携 12 年1回 1 (8.3)
年2回 3 (25.0)
年3回以上 0 (0.0)
ほとんど⾏わない 8 (66.7)

16 思う 7 (43.8)
やや思う 5 (31.3)
あまり思わない 2 (12.5)
思わない 2 (12.5)

学科教員（常勤雇⽤）への負担の程度

理科の⼊学後教育は必要であると思うか
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表 5-3 入学後教育の実施状況（私立） 

項⽬ n 選択肢 n (%)
化学の実施状況 70 必修科⽬として実施している 38 (54.3)

選択必修科⽬として実施している 8 (11.4)
選択科⽬として実施している 14 (20.0)
補習として実施している 5 (7.1)
⾃主学習を促す指導のみ実施している 1 (1.4)
実施していない 4 (5.7)

⽣物の実施状況 70 必修科⽬として実施している 27 (38.6)
選択必修科⽬として実施している 11 (15.7)
選択科⽬として実施している 18 (25.7)
補習として実施している 3 (4.3)
⾃主学習を促す指導のみ実施している 3 (4.3)
実施していない 8 (11.4)

実施している理由（複数回答） 65 ⼤学での専⾨教育の導⼊準備 60 (92.3)
⾼等学校までの基礎学⼒の補完 49 (75.4)
その他 0 (0.0)

実施していない理由（複数回答） 5 時間割に余裕がない 3 (60.0)
担当する教員が⾜りない 3 (60.0)
実施する必要がない 0 (0.0)
その他 1 (20.0)

実施主体 65 ⼤学全体として実施 10 (15.4)
学部として実施 10 (15.4)
学科として実施 44 (67.7)
その他 1 (1.5)

実施者（複数回答） 65  ⼤学教員（常勤） 54 (83.1)
 ⼤学教員（⾮常勤） 22 (33.9)

外部委託 3 (4.6)
その他 3 (4.6)

65 ある 21 (32.3)
ややある 24 (36.9)
あまりない 15 (23.1)
ない 5 (7.7)

実施期間 65 1か⽉以内 1 (1.5)
1〜3か⽉以内 8 (12.3)
3〜6か⽉以内 47 (72.3)
6か⽉以上 9 (13.9)

教育媒体（複数回答） 65  紙媒体の教材（印刷物、ドリルなど） 52 (80.0)
 デジタル教材（DVD、ｅラーニングなど） 12 (18.5)

その他 11 (16.9)
成果の確認⽅法（複数回答） 65 定期試験 53 (81.5)

確認テスト 19 (29.2)
課題提出（レポート等） 12 (18.5)
その他 2 (3.1)
実施していない 2 (3.1)

担当者間の連携 65 年1回 16 (24.6)
年2回 4 (6.2)
年3回以上 26 (40.0)
ほとんど⾏わない 19 (29.2)

70 思う 59 (84.3)
やや思う 9 (12.9)
あまり思わない 2 (2.9)
思わない 0 (0.0)

学科教員（常勤雇⽤）への負担の程度

理科の⼊学後教育は必要であると思うか
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表 8-1 プレースメントテストの実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項⽬ n カテゴリー n (%)
86 化学基礎 21 (24.4)

⽣物基礎 15 (17.4)
化学 19 (22.1)
⽣物 11 (12.8)
その他 24 (27.9)
実施していない 39 (45.3)

47 学⼒を測るため 33 (70.2)
クラス分けをするため 20 (42.6)
履修指導に活⽤するため 19 (40.4)
その他 3 (6.4)

39 時間割に余裕がない 15 (38.5)
担当する教員が⾜りない 12 (30.8)
実施する必要がない 19 (48.7)
その他 5 (12.8)

プレースメントテストの実施科⽬
(複数回答)

実施していない理由
（複数回答）

実施している理由
（複数回答）
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表 8-2 プレースメントテストの実施状況（国公立） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

項⽬ n カテゴリー n (%)
16 化学基礎 1 (6.3)

⽣物基礎 1 (6.3)
化学 1 (6.3)
⽣物 1 (6.3)
その他 2 (12.5)
実施していない 13 (81.3)

3 学⼒を測るため 2 (66.7)
クラス分けをするため 2 (66.7)
履修指導に活⽤するため 0 (0.0)
その他 0 (0.0)

13 時間割に余裕がない 4 (30.8)
担当する教員が⾜りない 3 (23.1)
実施する必要がない 10 (76.9)
その他 0 (0.0)

プレースメントテストの実施科⽬
(複数回答)

実施している理由
（複数回答）

実施していない理由
（複数回答）
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表 8-3 プレースメントテストの実施状況（私立） 

項⽬ n カテゴリー n (%)
70 化学基礎 20 (28.6)

⽣物基礎 14 (20.0)
化学 18 (25.7)
⽣物 10 (14.3)
その他 22 (31.4)
実施していない 26 (37.1)

44 学⼒を測るため 31 (70.5)
クラス分けをするため 18 (40.9)
履修指導に活⽤するため 19 (43.2)
その他 3 (6.8)

26 時間割に余裕がない 11 (42.3)
担当する教員が⾜りない 9 (34.6)
実施する必要がない 9 (34.6)
その他 5 (19.2)

プレースメントテストの実施科⽬
(複数回答)

実施している理由
（複数回答）

実施していない理由
（複数回答）
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令和６年 11 月吉日 

 

管理栄養士養成施設の長 殿 

 

令和 6 年度 厚生労働科学研究費補助金 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

「管理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄養士養成施設における基礎学力向上と 

養成教育の効果的な連動に向けた研究（24FA1011）」へのご協力のお願い 

 

 謹啓 晩秋の候、時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 このたび、厚生労働科学研究費補助金により「管理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄養士

養成施設における基礎学力向上と養成教育の効果的な連動に向けた研究」を実施することとな

りました。 

日本の大学教育における入試制度の多様化に伴って、多様な能力を持つ人材を入学させること

が可能となり、管理栄養士養成課程を置く大学においても豊かな人材を育成し輩出しています。 

一方で、管理栄養士の活躍の場は多領域に及び、多職種連携で複雑な栄養課題に対応できる管

理栄養士の養成が社会的要請となっております。このように管理栄養士の必要性が高まる状況下

の養成施設では、管理栄養士の活躍領域において多職種・領域横断的に必須である科目について、

学生の基礎学力を確実に向上させていく必要があります。具体的には、入学前・入学後教育など

基礎学力向上に向けた支援と専門教育への効果的な連動が重要と考えます。しかし、このような

目的での実態調査は、ほとんど行われておりません。 

 そこで、本研究では、管理栄養士養成課程を置く大学を対象に基礎学力向上に向けた取り組み

に関する実態調査を行い、これらの取り組みと養成教育の効果的な連動に向けた議論のための基

礎資料とすること目的としております。調査へのご回答は、貴施設管理栄養士課程の学科長、も

しくは学科長職に相当する先生にお願いいたしたく存じます。なお本研究は、同志社女子大学「人

を対象とする研究」に関する倫理審査委員会の承認を得て実施されており、得られた情報は厳正

に管理し、本調査の目的以外には使用いたしません。 

ご多用の折、誠に恐縮ではございますが、調査へのご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

謹白 

 

研究代表者 同志社女子大学 小切間美保 

研究分担者 椙山女学園大学  加藤昌彦 

静岡県立大学   市川陽子 

愛知淑徳大学    榎 裕美 

実践女子大学   奈良一寛 

同志社女子大学  鈴木拓史 

滋賀県立大学   今井絵理 

お問い合わせ先：同志社女子大学生活科学部 小切間 美保 

〒602-0893 京都府京都市上京区今出川通寺町西入 

 E-mail : seikat17@dwc.doshisha.ac.jp 

資料１ 
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資料２ 令和６年 11 月吉日 

 

管理栄養士養成施設の学科長 殿 

 

令和 6 年度 厚生労働科学研究費補助金 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

「管理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄養士養成施設における基礎学力向上と 

養成教育の効果的な連動に向けた研究（24FA1011）」へのご協力のお願い 

 

 謹啓 晩秋の候、時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 このたび、厚生労働科学研究費補助金により「管理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄養

士養成施設における基礎学力向上と養成教育の効果的な連動に向けた研究」を実施することと

なりました。 

日本の大学教育における入試制度の多様化に伴って、多様な能力を持つ人材を入学させるこ

とが可能となり、管理栄養士養成課程を置く大学においても豊かな人材を育成し輩出していま

す。 

一方で、管理栄養士の活躍の場は多領域に及び、多職種連携で複雑な栄養課題に対応できる

管理栄養士の養成が社会的要請となっております。このように管理栄養士の必要性が高まる状

況下の養成施設では、管理栄養士の活躍領域において多職種・領域横断的に必須である科目に

ついて、学生の基礎学力を確実に向上させていく必要があります。具体的には、入学前・入学後

教育など基礎学力向上に向けた支援と専門教育への効果的な連動が重要と考えます。しかし、

このような目的での実態調査は、ほとんど行われておりません。 

 そこで、本研究では、管理栄養士養成課程を置く大学を対象に基礎学力向上に向けた取り組

みに関する実態調査を行い、これらの取り組みと養成教育の効果的な連動に向けた議論のため

の基礎資料とすること目的としております。 

調査へのご回答は、貴施設管理栄養士課程の学科長、もしくは学科長職に相当する先生にお

願いいたしたく存じます。ご多用の折、誠に恐縮ではございますが、調査へのご協力を賜りま

すようお願い申し上げます。 

 

謹白 

 

研究代表者 同志社女子大学 小切間美保 

研究分担者 椙山女学園大学  加藤昌彦 

静岡県立大学   市川陽子 

愛知淑徳大学    榎 裕美 

実践女子大学   奈良一寛 

同志社女子大学  鈴木拓史 

滋賀県立大学   今井絵理 
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（
１
）

入
学

者
の

受
け

入
れ

等
に

つ
い

て

説
明

文
：貴

学
に

お
け

る
管

理
栄

養
士

養
成

課
程

の
入

学
者

の
受

け
入

れ
等

に
つ

い
て

ご
回

答
を

お
願

い
し

ま
す

。

設
問

番
号

小
項

目

1
貴

学
管

理
栄

養
士

課
程

が
示

す
ア

ド
ミ

ッ
シ

ョ
ン

ポ
リ

シ
ー

と
し

て
、

重
要

視
し

て
い

る
科

目
を

選
択

し
て

く
だ

さ
い

。
（
複

数
回

答
可

）
1
．
化

学
2

．
生

物
3

.
数

学
4

.
英

語
5

.
国

語
6

.
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

７
.

科
目

は
示

し
て

い
な

い

2

一
般

（
前

期
）
入

試
に

お
い

て
、
化

学
（
化

学
基

礎
を

含
む

）
を

試
験

科
目

と
し

て
い

ま
す

か
。

※
試

験
科

目
と

は
、
大

学
共

通
テ

ス
ト

の
利

用
科

目
、
個

別
学

力
検

査
の

科
目

の
い

ず
れ

か
、
ま

た
は

両
方

を
対

象
と

し
ま

す
。

1
．
必

須
科

目
と

し
て

い
る

2
.

選
択

科
目

と
し

て
い

る
3

.
試

験
科

目
と

し
て

い
な

い
4

.
そ

の
他

3
化

学
の

試
験

範
囲

に
つ

い
て

お
答

え
く

だ
さ

い
。

1
．
化

学
基

礎
ま

で
2

．
化

学
（
化

学
基

礎
を

含
む

）

4

一
般

（
前

期
）
入

試
に

お
い

て
、
生

物
（
生

物
基

礎
を

含
む

）
を

試
験

科
目

と
し

て
い

ま
す

か
。

※
試

験
科

目
と

は
、
大

学
共

通
テ

ス
ト

の
利

用
科

目
、
個

別
学

力
検

査
の

科
目

の
い

ず
れ

か
、
ま

た
は

両
方

を
対

象
と

し
ま

す
。

1
．
必

須
科

目
と

し
て

い
る

2
.

選
択

科
目

と
し

て
い

る
3

.
試

験
科

目
と

し
て

い
な

い
4

.
そ

の
他

5
生

物
の

試
験

範
囲

に
つ

い
て

お
答

え
く

だ
さ

い
。

1
．
生

物
基

礎
ま

で
2

．
生

物
（
生

物
基

礎
を

含
む

）

→
「
1
．
必

須
科

目
と

し
て

い
る

」
,「

２
．
選

択
科

目
と

し
て

い
る

」
を

選
択

す
る

と
設

問
３

へ

→
「
1
．
必

須
科

目
と

し
て

い
る

」
,「

２
．
選

択
科

目
と

し
て

い
る

」
を

選
択

す
る

と
設

問
５

へ

選
択

肢

調
査

項
目

の
一

覧
資
料
３
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（
２

）
基

礎
学

力
向

上
の

た
め

の
入

学
前

教
育

・
入

学
後

教
育

等
の

実
施

状
況

に
つ

い
て

説
明

文
：
基

礎
学

力
向

上
を

目
的

と
し

て
実

施
し

て
い

る
理

科
（
化

学
・
生

物
）
の

入
学

前
教

育
、
入

学
後

教
育

等
実

施
状

況
等

に
つ

い
て

ご
回

答
を

お
願

い
し

ま
す

。

設
問

番
号

小
項

目

6
理

科
の

入
学

前
教

育
を

実
施

し
て

い
ま

す
か

。
1
．
実

施
し

て
い

な
い

2
．
実

施
し

て
い

る

7
「入

学
前

教
育

を
実

施
し

て
い

な
い

」理
由

と
し

て
当

て
は

ま
る

も
の

を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。
（複

数
回

答
可

）
1
．
実

施
す

る
必

要
が

な
い

2
．
担

当
す

る
教

員
が

足
り

な
い

3
．
実

施
す

る
期

間
が

十
分

に
と

れ
な

い
4

．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

１
）入

学
前

教
育

の
実

施
状

況
に

つ
い

て
ご

回
答

く
だ

さ
い

。

選
択

肢

→
「
2

．
実

施
し

て
い

る
」
を

選
択

す
る

と
設

問
8

へ

→
設

問
7

を
回

答
し

て
い

る
人

は
設

問
2

1
 へ

52



→
理

科
の

入
学

前
教

育
の

実
施

状
況

等
に

関
す

る
設

問
で

す
。

設
問

番
号

小
項

目

8
「入

学
前

教
育

を
実

施
し

て
い

る
理

由
」と

し
て

当
て

は
ま

る
も

の
を

選
択

し
て

く
だ

さ
い

。
（複

数
回

答
可

）
1
．
入

学
ま

で
の

学
習

習
慣

の
維

持
2

．
高

等
学

校
ま

で
の

基
礎

学
力

の
補

完
3

．
大

学
で

の
専

門
教

育
の

導
入

準
備

4
．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

9

入
学

前
教

育
の

実
施

主
体

に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

（1
学

部
1
学

科
の

場
合

は
、
「3

．
学

科
と

し
て

実
施

」を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。
）

1
．
大

学
全

体
と

し
て

実
施

2
．
学

部
と

し
て

実
施

3
．
学

科
と

し
て

実
施

4
．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

1
0

貴
学

の
大

学
全

体
の

規
模

（
収

容
定

員
数

）
に

つ
い

て
ご

回
答

く
だ

さ
い

。
1
．
8

0
0

0
人

以
上

2
．
4

0
0

0
～

8
0

0
0

人
3

．
4

0
0

0
人

未
満

1
1

貴
学

の
学

部
、
学

科
そ

れ
ぞ

れ
の

規
模

（
収

容
定

員
数

）
に

つ
い

て
ご

回
答

く
だ

さ
い

。

1
．
学

部
（
　

　
　

人
）

※
人

数
を

入
力

し
て

く
だ

さ
い

。

2
．
学

科
（
　

　
　

人
）

※
人

数
を

入
力

し
て

く
だ

さ
い

。

1
2

入
学

前
教

育
の

実
施

者
を

選
択

し
て

く
だ

さ
い

。
（複

数
回

答
可

）
１
．
大

学
教

員
（
常

勤
）

２
．
大

学
教

員
（
非

常
勤

）
３

．
外

部
委

託
４

．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

1
3

入
学

前
教

育
と

し
て

実
施

し
て

い
る

科
目

を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。

（複
数

回
答

可
）

1
．
化

学
基

礎
2

．
生

物
基

礎
3

．
化

学
4

．
生

物
5

．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

1
4

入
学

前
教

育
（
貴

学
が

指
定

し
て

い
る

教
育

内
容

）
の

実
施

期
間

を
ご

回
答

く
だ

さ
い

。
1
．
1
か

月
以

内
2

．
1
～

3
か

月
以

内
3

．
3

～
6

か
月

以
内

4
．
6

か
月

以
上

1
5

入
学

前
教

育
に

用
い

て
い

る
教

材
と

し
て

、
当

て
は

ま
る

も
の

を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。
（複

数
回

答
可

）
1
．
紙

媒
体

の
教

材
（
印

刷
物

、
ド

リ
ル

な
ど

）
2

．
デ

ジ
タ

ル
教

材
（
D

V
D

、
ｅ

ラ
ー

ニ
ン

グ
な

ど
）

3
．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

1
6

入
学

前
教

育
で

実
施

し
て

い
る

指
導

方
法

と
し

て
、
当

て
は

ま
る

も
の

を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。
（複

数
回

答
可

）
1
．
直

接
指

導
（
対

面
や

オ
ン

ラ
イ

ン
）

2
．
郵

便
物

や
電

子
メ

ー
ル

で
の

指
導

3
．
自

主
学

習
を

促
す

通
知

の
み

3
．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

1
7

入
学

前
教

育
の

実
施

期
間

中
に

、
学

習
内

容
の

進
捗

状
況

を
確

認
す

る
仕

組
み

は
あ

り
ま

す
か

。
1
．
な

い
2

．
あ

る

1
8

入
学

ま
で

に
、
入

学
前

教
育

の
終

了
時

点
の

知
識

の
定

着
具

合
を

確
認

す
る

仕
組

み
は

あ
り

ま
す

か
。

1
．
な

い
2

．
あ

る

1
9

設
問

1
7

, 
設

問
1
8

で
「1

. 
な

い
」と

回
答

し
た

場
合

は
、
そ

の
理

由
を

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

な
お

、
設

問
1
7

, 
設

問
1
8

で
「
2

．
あ

る
」
を

回
答

し
て

い
る

方
は

ご
記

入
の

必
要

は
あ

り
ま

せ
ん

。

2
0

入
学

前
教

育
の

実
施

に
よ

る
学

科
教

員
(常

勤
雇

用
)へ

の
負

担
の

程
度

に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

1
.

な
い

2
.

あ
ま

り
な

い
3

.
や

や
あ

る
4

.
あ

る

2
1

今
後

、
理

科
の

入
学

前
教

育
は

必
要

で
あ

る
と

思
い

ま
す

か
。

1
．
思

わ
な

い
2

．
あ

ま
り

思
わ

な
い

3
．
や

や
思

う
4

．
思

う

→
自

由
記

述
（
特

に
な

け
れ

ば
、
「
な

し
」
と

ご
入

力
く

だ
さ

い
。
）

選
択

肢
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設
問

番
号

小
項

目

2
2

化
学

に
関

す
る

入
学

後
教

育
を

実
施

し
て

い
ま

す
か

。
1
．
実

施
し

て
い

な
い

2
．
必

修
科

目
と

し
て

実
施

し
て

い
る

3
．
選

択
必

修
科

目
と

し
て

実
施

し
て

い
る

4
．
選

択
科

目
と

し
て

実
施

し
て

い
る

5
．
補

習
と

し
て

実
施

し
て

い
る

6
．
自

主
学

習
を

促
す

指
導

の
み

実
施

し
て

い
る

2
3

生
物

に
関

す
る

入
学

後
教

育
を

実
施

し
て

い
ま

す
か

。
1
．
実

施
し

て
い

な
い

2
．
必

修
科

目
と

し
て

実
施

し
て

い
る

3
．
選

択
必

修
科

目
と

し
て

実
施

し
て

い
る

4
．
選

択
科

目
と

し
て

実
施

し
て

い
る

5
．
補

習
と

し
て

実
施

し
て

い
る

6
．
自

主
学

習
を

促
す

指
導

の
み

実
施

し
て

い
る

2
4

入
学

後
教

育
を

実
施

し
て

い
る

理
由

と
し

て
、
当

て
は

ま
る

も
の

を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。
（複

数
回

答
可

）
1
．
高

等
学

校
ま

で
の

基
礎

学
力

の
補

完
2

．
大

学
で

の
専

門
教

育
の

導
入

準
備

3
．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

4
．
入

学
後

教
育

を
実

施
し

て
い

な
い

2
5

入
学

後
教

育
を

実
施

し
て

い
な

い
理

由
と

し
て

、
当

て
は

ま
る

も
の

を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。
（複

数
回

答
可

）
1
．
実

施
す

る
必

要
が

な
い

2
．
担

当
す

る
教

員
が

足
り

な
い

3
．
時

間
割

に
余

裕
が

な
い

4
．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

2
6

入
学

後
教

育
の

実
施

期
間

を
ご

回
答

く
だ

さ
い

。
1
．
1
か

月
以

内
2

．
1
～

3
か

月
以

内
3

．
3

～
6

か
月

以
内

4
．
6

か
月

以
上

2
7

入
学

後
教

育
に

用
い

て
い

る
教

材
と

し
て

、
当

て
は

ま
る

も
の

を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。
(複

数
回

答
可

)
1
．
紙

媒
体

の
教

材
（
印

刷
物

、
ド

リ
ル

な
ど

）
2

．
デ

ジ
タ

ル
教

材
（
D

V
D

、
ｅ

ラ
ー

ニ
ン

グ
な

ど
）

3
．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

2
8

入
学

後
教

育
の

実
施

主
体

に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

（1
学

部
1
学

科
の

場
合

は
、
「3

．
学

科
と

し
て

実
施

」を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。
）

1
．
大

学
全

体
と

し
て

実
施

2
．
学

部
と

し
て

実
施

3
．
学

科
と

し
て

実
施

4
．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

2
9

入
学

後
教

育
の

実
施

者
を

選
択

し
て

く
だ

さ
い

。
（複

数
回

答
可

）
１
．
大

学
教

員
（
常

勤
）

２
．
大

学
教

員
（
非

常
勤

）
３

．
外

部
委

託
４

．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

3
0

入
学

後
教

育
の

実
施

に
お

け
る

学
科

教
員

(常
勤

雇
用

)へ
の

負
担

の
程

度
に

つ
い

て
ご

回
答

く
だ

さ
い

。
1
.

な
い

2
.

あ
ま

り
な

い
3

.
や

や
あ

る
4

.
あ

る

3
1

入
学

後
教

育
の

成
果

の
確

認
方

法
と

し
て

当
て

は
ま

る
も

の
を

選
択

し
て

く
だ

さ
い

。
（複

数
回

答
可

）
1
．
実

施
し

て
い

な
い

2
．
 定

期
試

験
3

．
確

認
テ

ス
ト

4
．
課

題
提

出
（
レ

ポ
ー

ト
等

）
5

．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

3
2

入
学

後
教

育
の

成
果

を
確

認
し

て
い

な
い

理
由

を
ご

回
答

く
だ

さ
い

。

3
3

管
理

栄
養

士
養

成
課

程
の

専
門

教
育

と
入

学
後

教
育

の
担

当
者

間
の

連
携

（
学

生
の

理
解

度
の

評
価

、
実

施
方

法
の

改
善

に
つ

い
て

の
意

見
交

換
な

ど
）
の

頻
度

に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

1
．
ほ

と
ん

ど
行

わ
な

い
2

．
年

1
回

3
．
年

2
回

4
．
年

3
回

以
上

3
4

貴
学

で
実

施
し

て
い

る
理

科
分

野
の

基
礎

学
力

向
上

に
向

け
た

特
徴

的
な

取
組

み
が

あ
れ

ば
、
ご

回
答

く
だ

さ
い

。

3
5

今
後

、
理

科
の

入
学

後
教

育
は

必
要

で
あ

る
と

思
い

ま
す

か
。

1
．
思

わ
な

い
2

．
あ

ま
り

思
わ

な
い

3
．
や

や
思

う
4

．
思

う

→
自

由
記

述
（
特

に
な

け
れ

ば
、
「
な

し
」
と

ご
入

力
く

だ
さ

い
。
）

選
択

肢

→
理

科
の

入
学

後
教

育
の

実
施

状
況

等
に

関
す

る
設

問
で

す
。

→
「
4

．
入

学
後

教
育

を
実

施
し

て
い

な
い

」
を

選
択

す
る

と
設

問
2

5
へ

→
設

問
2

5
を

回
答

し
て

い
る

人
は

設
問

3
5

へ

→
自

由
記

述
（
特

に
な

け
れ

ば
、
「
な

し
」
と

ご
入

力
く

だ
さ

い
。
）

→
「
1
．
実

施
し

て
い

な
い

」
を

選
択

す
る

と
設

問
3

2
へ
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→
入

学
前

／
入

学
後

教
育

を
実

施
す

る
こ

と
に

よ
る

専
門

基
礎

科
目

の
理

解
度

・
学

力
向

上
に

関
す

る
設

問
で

す
。

設
問

番
号

小
項

目

3
6

「社
会

・環
境

と
健

康
」分

野
の

理
解

度
・学

力
向

上
の

た
め

に
、

入
学

前
／

入
学

後
教

育
を

実
施

し
て

よ
か

っ
た

と
思

い
ま

す
か

。
1
．
思

わ
な

い
2

．
あ

ま
り

思
わ

な
い

3
．
や

や
思

う
4

．
思

う
5

．
わ

か
ら

な
い

6
．
入

学
前

・
入

学
後

教
育

の
両

方
を

実
施

し
て

い
な

い

3
7

「
人

体
の

構
造

と
機

能
及

び
疾

病
の

成
り

立
ち

」
分

野
の

理
解

度
・

学
力

向
上

の
た

め
に

、
入

学
前

／
入

学
後

教
育

を
実

施
し

て
よ

か
っ

た
と

思
い

ま
す

か
。

1
．
思

わ
な

い
2

．
あ

ま
り

思
わ

な
い

3
．
や

や
思

う
4

．
思

う
5

．
わ

か
ら

な
い

6
．
入

学
前

・
入

学
後

教
育

の
両

方
を

実
施

し
て

い
な

い

3
8

「食
べ

物
と

健
康

」分
野

の
理

解
度

・学
力

向
上

の
た

め
に

、
入

学
前

／
入

学
後

教
育

を
実

施
し

て
よ

か
っ

た
と

思
い

ま
す

か
。

1
．
思

わ
な

い
2

．
あ

ま
り

思
わ

な
い

3
．
や

や
思

う
4

．
思

う
5

．
わ

か
ら

な
い

6
．
入

学
前

・
入

学
後

教
育

の
両

方
を

実
施

し
て

い
な

い

設
問

番
号

小
項

目

3
9

プ
レ

ー
ス

メ
ン

ト
テ

ス
ト

を
実

施
し

て
い

ま
す

か
。
実

施
し

て
い

る
科

目
と

し
て

当
て

は
ま

る
も

の
を

選
択

し
て

く
だ

さ
い

。
（複

数
回

答
可

）
1
．
実

施
し

て
い

な
い

2
．
化

学
基

礎
3

．
生

物
基

礎
4

．
化

学
5

．
生

物
6

．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

4
0

プ
レ

ー
ス

メ
ン

ト
テ

ス
ト

を
実

施
し

て
い

る
理

由
と

し
て

当
て

は
ま

る
も

の
を

選
択

し
て

く
だ

さ
い

。
（複

数
回

答
可

）
1
．
学

力
を

測
る

た
め

2
．
ク

ラ
ス

分
け

を
す

る
た

め
3

．
履

修
指

導
に

活
用

す
る

た
め

4
．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

4
1

プ
レ

ー
ス

メ
ン

ト
テ

ス
ト

を
実

施
し

て
い

な
い

理
由

と
し

て
当

て
は

ま
る

も
の

を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。
（複

数
回

答
可

）
1
．
実

施
す

る
必

要
が

な
い

2
．
担

当
す

る
教

員
が

足
り

な
い

3
．
時

間
割

に
余

裕
が

な
い

4
．
そ

の
他

（
自

由
記

述
）

4
2

4
3

選
択

肢

選
択

肢

管
理

栄
養

士
養

成
教

育
の

基
礎

学
力

向
上

に
関

す
る

課
題

に
つ

い
て

ご
意

見
を

お
願

い
し

ま
す

。

→
自

由
記

述
（
特

に
な

け
れ

ば
、
「
な

し
」
と

ご
入

力
く

だ
さ

い
。
）

管
理

栄
養

士
養

成
課

程
で

必
要

と
思

わ
れ

る
教

養
教

育
科

目
等

に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。
参

考
と

な
る

キ
ー

ワ
ー

ド
を

あ
げ

て
い

ま
す

が
、
こ

れ
ら

に
限

定
さ

れ
ず

自
由

に
ご

回
答

く
だ

さ
い

。
※

地
域

政
策

学
、
心

理
学

概
論

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

論
、
数

理
・
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
A

I科
目

、
国

際
文

化
論

、
な

ど

→
自

由
記

述

→
管

理
栄

養
士

養
成

教
育

に
お

け
る

基
礎

学
力

向
上

、
教

養
教

育
科

目
等

に
関

す
る

意
見

を
ご

回
答

く
だ

さ
い

。

→
プ

レ
ー

ス
メ

ン
ト

テ
ス

ト
に

関
す

る
設

問
で

す
。

本
調

査
に

お
け

る
プ

レ
ー

ス
メ

ン
ト

テ
ス

ト
と

は
、
基

礎
学

力
の

レ
ベ

ル
を

測
定

し
、
ク

ラ
ス

分
け

や
学

習
支

援
の

資
料

と
す

る
た

め
に

実
施

す
る

テ
ス

ト
の

こ
と

を
指

し
て

い
ま

す
。

→
「
1
．
実

施
し

て
い

な
い

」
を

選
択

す
る

と
設

問
4

1
へ

→
設

問
4

0
を

回
答

し
て

い
る

人
は

設
問

4
2

へ
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（
3

）
2

0
2

3
年

度
（
2

0
2

4
年

3
月

）
卒

業
生

の
進

路
に

つ
い

て

設
問

番
号

項
目

4
4

卒
業

生
の

う
ち

、
管

理
栄

養
士

の
専

門
性

を
活

か
し

た
就

職
者

の
割

合
を

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

％
8

0
%

（
8

0
人

/
1
0

0
人

）

4
5

管
理

栄
養

士
の

専
門

性
を

活
か

し
た

就
職

先
の

内
訳

（
％

）
を

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

　
以

下
の

合
計

が
1
0

0
％

と
な

る
よ

う
お

願
い

し
ま

す
。

公
務

員
（
行

政
・
栄

養
教

諭
な

ど
）
、
教

育
・
研

究
機

関
％

6
%

（
5

人
/
8

0
人

）

医
療

・
福

祉
％

3
1
%

（
2

5
人

/
8

0
人

）

委
託

給
食

会
社

％
5

0
%

（
4

0
人

/
8

0
人

）

企
業

（
管

理
栄

養
士

の
専

門
性

を
活

か
し

た
業

務
内

容
と

思
わ

れ
る

企
業

：
食

品
・
製

薬
関

連
、
薬

局
・
ド

ラ
ッ

グ
ス

ト
ア

な
ど

）
％

1
3

%
（
1
0

人
/
8

0
人

）

そ
の

他
％

0
%

（
0

人
/
8

0
人

）

4
6

卒
業

生
の

う
ち

、
進

学
者

（
大

学
院

・
専

門
学

校
な

ど
）
の

割
合

を
ご

回
答

く
だ

さ
い

。
※

進
学

先
の

分
野

は
、
管

理
栄

養
士

の
専

門
分

野
に

限
定

い
た

し
ま

せ
ん

。
％

5
%

（
5

人
/
1
0

0
人

）

説
明

文
：
貴

学
に

お
け

る
管

理
栄

養
士

養
成

課
程

2
0

2
3

年
度

（
2

0
2

4
年

3
月

）
卒

業
生

の
進

路
に

つ
い

て
ご

回
答

を
お

願
い

し
ま

す
。

※
四

捨
五

入
し

て
整

数
で

ご
入

力
く

だ
さ

い
。

4
7

（
例

）
　

卒
業

生
1
0

0
人

基
礎

学
力

向
上

と
養

成
教

育
の

効
果

的
連

動
に

つ
い

て
、
主

に
、
入

学
前

教
育

・
入

学
後

教
育

等
を

先
進

的
に

実
施

し
て

い
る

施
設

を
対

象
と

し
て

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
（
W

E
B

ま
た

は
対

面
）
を

予
定

し
て

い
ま

す
。
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
を

、
学

科
長

ま
た

は
学

科
長

が
指

名
し

た
先

生
に

お
願

い
し

た
い

と
考

え
て

お
り

ま
す

。
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
の

ご
協

力
の

可
否

に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

な
お

、
本

調
査

で
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
に

ご
協

力
い

た
だ

け
る

施
設

か
ら

複
数

施
設

を
抽

出
し

、
後

日
、
あ

ら
た

め
て

依
頼

文
と

研
究

協
力

の
同

意
を

取
ら

せ
て

い
た

だ
き

ま
す

。
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
の

時
期

は
、
令

和
6

年
1
2

月
～

令
和

7
年

3
月

を
予

定
し

て
い

ま
す

が
、
ご

担
当

者
と

ご
相

談
の

上
、
決

め
さ

せ
て

い
た

だ
き

ま
す

。

１
．
協

力
で

き
る

　
　
２

．
協

力
で

き
な

い

（
4

）
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
へ

の
ご

協
力

に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。
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令和６年度 厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）

分担研究報告書

３．入学前教育および入学後教育に関する管理栄養士養成大学の事例調査

－インタビュー調査－

研究分担者 加藤 昌彦  椙山女学園大学生活科学部 

研究分担者 榎   裕美  愛知淑徳大学食健康科学部 

研究分担者 市川 陽子  静岡県立大学食品栄養科学部 

研究要旨 

本研究では、管理栄養士養成施設を対象に実施した「入学前教育および入学後教育に関す

る管理栄養士養成大学の実態調査」を踏まえ、管理栄養士養成施設において入学前教育およ

び入学後教育を推進している５大学に対し、入学前・入学後教育の体制や取組の状況について、

半構造化インタビュー調査を実施した。インタビュー対象となった大学では、各大学の入試方式、

入学者の基礎学力、教員のマンパワー等の状況に応じた固有の入学前教育が実践されており、

「高大接続」としての入学前教育を重視している大学が多く認められた。一方、入学後教育につ

いては、管理栄養士養成の専門基礎分野の学修に繋げる理科の科目を、各大学の規模や組織

に応じた方法で配置していた。今後の課題としては、管理栄養士の資格取得に向けて、管理栄

養士の教育内容や職務等の情報を、入学前あるいは入学後の早期に提供することで、学習に

対するモチベーションの維持・向上に繋がる可能性からその必要性が示されたが、さらなる検証

が必要である。 

A. 背景と目的

平成 12 年の栄養士法改正により、管理

栄養士の定義が明確化され、管理栄養士

の養成教育においてもカリキュラムが大き

く見直された。改正の趣旨には、「栄養評

価に基づく適切な指導を行うための高度な

専門的知識及び技術を持ち、傷病者に対

する療養のため必要な栄養の指導等の業

務に対する管理栄養士の育成を図るもの

である」と示された。その後、平成 17 年の

介護保険制度の改正では、介護保険施設

において従来は給付の対象であった食費

の自己負担化が行われたことに伴い、高

齢者の低栄養状態の改善を目的とした栄

養ケア･マネジメントが介護報酬として評価

されるようになった。そして、栄養ケア・マネ

ジメントに関する診療報酬及び介護報酬

の改定が繰り返され、管理栄養士は、医

療、介護、福祉の場において、多職種との

連携により必要不可欠な専門職であること

が期待されている。こうした流れは、管理栄

養士には、これまで以上に他の医療職を

はじめとした専門職と協働するための、より

高度な知識と技術が必要とされ、複雑な栄

養課題に対応できる管理栄養士の養成が

社会的要請となっている。 

一方で、大学全入時代を迎え、多くの大

学で高等学校により異なる履修状況や多
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様な大学入試制度により、入試によって入

学者の学力水準を担保することが難しくな

っており、学生の学力水準の維持が喫緊

の課題となっている。この課題解決に向

け、推薦入試や AO（Admissions Office）入

試などにより、早期に入学が決まる高校生

を対象とした入学前教育や、高等学校で

の未履修科目および基礎的な学力に問題

を持つ入学者への対応として、高等学校

の学習内容の補習・補完教育への取組を

行う大学が増えてきている。 

文部科学省平成 25 年度先導的大学改

革推進委託事業の一環として「大学にお

ける特色ある教育事例の把握等に関する

調査研究」が行われ、この調査において

も、リメディアル教育、初年次教育、教養教

育の充実や基礎学力の向上に向けた取組

が紹介されている。また、日本リメディアル

教育学会では、日本のすべての大学に対

して、入学前教育、プレースメントテスト、リ

メディアル教育についてのアンケート調査

を平成 23 年に実施しており、アンケート結

果と共に各大学の事例を発表している。し

かしながら、これらの報告においては、医

療系や農学系の大学での取組は一部に

留まり、管理栄養士養成施設に特化した

入学前教育、入学後教育に関する調査・

報告は行われていない。 

そこで本研究では、令和６年度 厚生労

働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿

病等生活習慣病対策総合研究事業）「管

理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄

養士養成施設における基礎学力向上と養

成教育の効果的な連動に向けた研究

（24FA1011）」の一環として、管理栄養士

養成施設を対象に実施した「入学前教育

および入学後教育に関する管理栄養士養

成大学の実態調査」の結果を踏まえ、管理

栄養士養成施設において入学前教育およ

び入学後教育を先駆的に推進している大

学に対しインタビュー調査を実施し、入学

前および入学後教育の体制や取組の状況

を聴取し、課題分析及び今後の展開につ

いて検討し、論点整理を行うことを目的とし

た。 

 

B. 方法 

B-1．対象施設及びインタビュー対象者等 

対象施設は、令和６年度 厚生労働科

学研究費（循環器疾患・糖尿病等生活習

慣病対策総合研究事業）「管理栄養士の

社会的需要を見据えた管理栄養士養成施

設における基礎学力向上と養成教育の効

果的な連動に向けた研究（24FA1011）」

（同志社女子大学「人を対象とする研究」

に関する倫理審査委員会（承認番号

2024-15：2024 年８月 29 日承認 変更届：

2024 年 11 月６日承認））の実態調査にお

いて、本調査研究の全体的なタイムスケジ

ュールを考慮し、再案内状を送付する前ま

でにインタビュー調査への協力が可能との

回答があった 17 大学（国公立４大学・私

立 13 大学）より、研究代表者および研究

分担者が所属する大学は除外、入学前教

育・入学後教育の実施状況・取組内容、大

学規模、各県１大学、国公立大学と私立大

学を混合の選択条件により、７大学（国公

立２大学・私立５大学）を選定した。さらに

インタビュー調査の協力依頼に対し、文書

により同意が得られた５大学（国公立２大

学・私立３大学）を対象とした（図１）。インタ

ビュー対象者は、管理栄養士養成施設の
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学科長もしくは学科長職に相当する教員

または学科長等が指名した教員をインタビ

ュー対象とした。インタビューは、令和７年

１月から３月の期間に実施した。 

 

B-2．調査方法 

インタビューガイドを用いた半構造化イ

ンタビューを対面方式により実施した。イン

タビューは、主インタビュアーと副インタビ

ュアーの２名で行った。対象者に対し、倫

理的配慮に関する事前の説明と研究協力

の同意の確認後に、インタビューガイドに

沿ったインタビューを実施し、録音を行っ

た。インタビューの終了後、録音した電子

媒体をパスワード付の電子ファイルとして

格納し、個人情報保護管理規定に基づい

て逐語録から概要表を作成した。 

 

B-3．インタビューの内容 

インタビューの内容は、管理栄養士養成

施設における入学前教育および入学後教

育の体制や取組の状況を聴取し、以下の

①～⑤の要素を基本に、具体的な実践状

況を詳細に把握できるようにインタビューを

実施した。 

①入学前および入学後教育の実施につい

て 

②入学前および入学後教育の現在の体制

について 

③入学前および入学後教育実施の取組

手順について 

④入学前および入学後教育実施による効

果判定および効果について（客観的、主

観的、教員および学生の意見・要望等を

含めて） 

⑤今後の入学前および入学後教育のあり

方や課題について 

なお、インタビュー内容の標準化に向

け、担当するインタビュアーに対し、事前に

説明会を行った。 

 

B-4. 倫理的配慮について 

本研究は、愛知淑徳大学大学院健康栄

養科学研究科倫理委員会の承認を得て

実施した（令和６年 12 月 17 日第 2024-01

号）。 

 

C． 結果  

インタビュー対象となった５施設の収容

定員数を含む入学前教育および入学後教

育の特性を表１に示した。 

個々の施設のインタビューの概要は、次

に示すとおりであり、詳細は、表 2-1 から表

2-5 に示した。 

 

【公立１】 

（インタビュー日：令和７年２月 17 日） 

入学前教育は、専願入試である特別選

抜合格者のみを対象としており、内容は、

所属する高等学校の「化学基礎」、「生物

基礎」、「化学」、「生物」の教科書および問

題集を使って自主学習を行う課題であり、

入学後にノートの提出を求める。また、入

学時に、「化学基礎」、「生物基礎」と「生物」

の範囲のプレースメントテストを実施してお

り、入学前の学習成果を確認している。 

入学後教育は、教養科目の選択科目と

して、１年生前期に「自然科学Ⅰ（化学）」、

「自然科学Ⅱ(生物学)」、１年生後期に「自

然科学演習」を開講している。これらの３科

目は、選択科目としているが、全員が履修

するように指導を徹底している。高等学校
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までの基礎学力の補完と大学での専門教

育への導入準備としての科目である。 

 理科分野以外の入学前教育の必要性と

しては、入学後、管理栄養士養成の教育

内容に違和感を抱く学生もいることから、

高等学校のときから管理栄養士や栄養士

の職務等についての情報を提供すること

が必要だとの意見が述べられた （表２-１）。 

 

【公立２】 

（インタビュー日：令和７年３月６日） 

入学前教育は、学科単位として、年内に

実施している推薦入試の合格者を対象に、

入学後の学習内容に関する情報提供を目

的として、化学の基礎的な内容を学習でき

る図書を紹介している。推薦図書に関して

は、案内のみであり、入学前に対象学生と

のやり取りは行っていない。 

一方、入学後教育では、専門科目に入

るまでの基礎的な知識の習得を目的として、

全学共通科目群の中に、１年生前期の必

修科目として「基礎有機化学」、「細胞生物

学」を開講している。さらに、選択必修科目

として「基礎有機化学実験」、「生物学基礎

実験」の実験科目も開講しており、栄養学

科の学生は 1 年生前期に全員が履修する

よう指導している。 

また、管理栄養士の資格を取得すること

に対してモチベーションが低い学生への

対応策として、２、３年前から１年生前期に

オムニバス形式の「栄養管理学概論」を開

講している。教員それぞれの切り口で管理

栄養士の幅広い職務等について講義し、

モチベーションを保つための仕掛けとして

いる （表２-２）。 

 

【私立１】 

（インタビュー日：令和７年１月 27 日） 

入学前教育では、年内入試合格者を対

象に、化学（化学基礎を含む）と生物（生物

基礎を含む）の大学オリジナルの問題集を

郵送し、元高校教諭による添削指導を、繰

り返し４回実施している。入学前教育の実

施後に、高校生に対し満足度のアンケート

を実施しており、受講した学生の満足度は

高い。 

一方、入学後教育では、「生化学」、「食

品学」、「基礎栄養学」および「人体の構造

と機能及び疾病の成り立ち」を学修するた

めの基礎となる授業内容として、1 年生前

期に、「化学入門」と「人体生物の基礎」の

選択科目を配置し、積極的な履修を推奨

している。カリキュラムの特徴として、基礎

科目を重視した医療分野での活躍を見据

えた教育体制を構築している。 

また、理科分野以外の入学前教育の必

要性としては国語力を挙げ、さらに管理栄

養士養成のカリキュラムでは、卒業論文を

必修とすることの重要性について言及した

（表 2-3）。 

 

【私立２】 

（インタビュー日：令和７年２月 10 日） 

 入学前教育は外部委託し、年内入試の

合格者を対象として、委託業者の教材を

用いた動画学習の受講を推奨している。

受講は任意としているが対象者の約８割が

受講している。 

国語力および基礎計算力の向上を含んだ

栄養系の内容を踏まえた生物、化学の単

元の中から、それぞれ４回ずつの講座を自

身で選び学習する形式である。受講者に
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は、学習を終了した旨の連絡とレポートの

提出が求められる。入学前教育を受講した

学生の効果・成果の確認は、委託業者か

ら受講者の特性を示すデータがフィードバ

ックされ、それを用いて毎年６月頃に学科

として FD 活動を行っている。 

入学後教育は、１年次に大学全体の共

通教育の高大接続分野として開講してい

る「生物学概論Ⅰ」（前期）と「生物学概論

Ⅱ」（後期）、「化学概論Ⅰ」（前期）と「化学

概論Ⅱ」（後期）は、いずれも学部の履修

指導の際に必ず履修するように指導してい

る。学部の専門教育科目として、「生物物

理化学」、「生物有機化学」を必修科目とし

て開講している。 

理科分野以外の入学前教育の必要性と

しては、プレゼミナールのような形で、ノー

トの取り方、授業受講の心構えなど、大学

における授業にスムーズに取り組むための

授業があると良いとの意見があった （表２

-４）。 

 

【私立３】 

（インタビュー日：令和７年３月３日） 

理科分野に特化した入学前教育は、実

施していない。しかし、年内入試である推

薦入試の合格者を対象として、栄養に興

味が持てる様々な視点のレポート課題を、

学科内の教員が輪番で担当している。年

内入試の合格通知と同時に課題を出して、

年内にレポートを回収、担当教員は、全員

の提出物に対しコメントを記載し、入学前

までにフィードバックを終える流れである。

合格通知から入学までの期間が長いこと

から、入学までの意識づけや動機付けとし

てのやり取りだと理解している。 

入学後教育は、1 年生の基礎教育科目

として「基礎化学」、「有機化学」、生物系の

科目として「生命科学」を選択科目として開

講している。履修指導により、毎年、全体

の７割から８割程度受講している。 

理科分野以外では、栄養に関する興味

関心を高め、専門科目へスムーズに進ん

でいくことを目指して、1 年次に「食日記」を

課している。１年間実施される食日記の効

果は、調理学および給食経営管理論への

導入がスムーズになっている。自身を振り

返る学生のコメントからも成長が感じられ、

1 年をかけて食と栄養に興味関心を持ち、

評価することを学修する効果的な取組であ

る（表２-５）。 

 

D． 考察 

文部科学省は、 中央教育審議会（中

教審：第 255 号）において、今後の高等教

育政策の方向性と具体的な方策について

答申を示した。冒頭には、高等教育機関

の役割として、学修者一人一人の可能性

を最大限伸ばすことによって社会の発展

の原動力となる優れた人材の育成、人類

の知的資産の継承と未来を拓く新しい知

の創造、知的資源を活用した社会の発展

や文化の創造、国際協力への積極的な貢

献等幅広いものであり、個人のみならず社

会全体にも価値あるものであると示してい

る。教育研究の「質」のさらなる高度化に向

け、学習者本位の教育のさらなる推進を挙

げ、ここに「高大接続を踏まえた大学入学

者選抜等の改善」についての具体的な方

針が示された。 

高大接続の観点は、1999 年の中教審で

示されており、「高等学校および大学の役
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割分担の明確化と両者の教育の連携につ

いて」が掲げられた。私学高等教育研究所

が実施した高大接続の取組の調査では、

推薦入試での成績基準の要件化、初年次

教育の必修科目化、入学前教育、学力別

クラス分け等が調査され、学生の学力が低

い学科ほど高大接続の取組の実施率が高

かったと報告している。 

本研究のインタビュー調査対象大学に

おいては、それぞれ特色ある入学前教育

が実施されており、すべての大学で実施さ

れていた。入学前教育の設計にあたって

は、高等学校の教育との接続の観点が重

要であり、これまでの日本リメディアル教育

学会が実施した調査報告において、ある

大学は、「高等学校と大学の教員が連携し

て取り組み、高等学校と大学のギャップを

分析した上で、その橋渡しとなるような教材

を作成している」と述べており、本調査にお

いても、元高等学校教諭と大学教員の共

同で問題集を制作している大学が認めら

れ、まさに高大接続の視点を見据えた取

組であった。 

一方、今後、必要な入学前教育として、

挙げられたのは、国語力であった。日本語

の読解力、論理的な思考などが低下傾向

であるとの意見が多く述べられた。また、管

理栄養士養成校での教育内容や管理栄

養士の職務などを入学前に提供すること

の必要性についての提案があり、これらを

実践することにより、入学後の学修のミスマ

ッチを回避することになるであろう。 

入学後教育としては、１年次に、高等学

校の理科分野の補完授業が多くの大学で

実施されていた。化学と生物の内容を実験

で確認する科目を配置している大学も複

数認められた。専門基礎科目へのスムー

ズな移行を目的として、履修指導が行われ

ていた。また、給食経営管理論等の専門

科目への移行を視野に入れた取組として、

入学から１年間の食日記を課す取組がな

されている大学があり、成果があることが伺

えた。 

高大接続の多様化に伴い、各大学の入

試方式、入学者の基礎学力、教員のマン

パワー等の状況に応じて、本研究の対象と

した管理栄養士養成の大学において、そ

れぞれ固有の取組があり、多様であること

が示された。 

本研究では、５事例のみの報告であるこ

とから、今後の事例の積み重ねは必須で

ある。しかし、調査した５大学と同じような状

況におかれている大学が、これらを「グッ

ド・プラクティス」として共有し、管理栄養士

養成施設の入学前教育および入学後教

育の質の保証と向上に繋がることを期待す

る。そして、さらなる管理栄養士の専門教

育の発展により効果的な連動を生み、ひ

いては、栄養管理を担う専門職としての強

固な知識と技術が担保され、日本の健康

な人、傷病者、障害者、妊産婦から高齢者

までのすべての国民へ還元されることを願

いたい。 

 

E． 結論 

インタビュー対象となった５大学におい

て、各大学の入試方式、入学者の基礎学

力、教員のマンパワー等の状況に応じた固

有の入学前教育が実践されており、「高大

接続」としての入学前教育を重視してい

た。一方、入学後教育については、管理栄

養士養成の専門基礎分野の学修に繋げる
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理科分野の科目を、各大学の規模や組織

に応じた方法で配置していた。今後の課題

としては、管理栄養士の資格取得に向け

て、入学前あるいは入学後の早期に、管理

栄養士の教育内容や職務等を情報提供す

ることで、学習に対するモチベーションの

維持・向上に繋がる可能性からその必要性

が示されたが、さらなる検証が必要である。 

 

F． 研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

該当なし 
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図 対象施設の選定 
 
 
 
 

表１ 対象施設の特性 

 
 
 
 
 

インタビュー協力依頼への同意が

得られなかった２大学を除外 

化学（化学
基礎を含
む）を試験
科目として

いるか

生物（生物
基礎を含

む）を試験
科目として

いるか

化学の試験
範囲

生物の試験
範囲

実施主
体

化学
基礎

化学
生物
基礎

生物 化学 生物

公立１
4000人
未満

必須 必須
化学または
化学基礎

生物または
生物基礎

学科 〇 〇 〇 〇 選択 選択
化学基礎、
生物基礎、
化学、生物

公立２
4000人
未満

選択 選択 化学基礎 生物基礎 未実施

講義：必
修、実
験：選択

必修

講義：必
修、実
験：選択

必修

実施してい
ない

私立１
4000人
未満

選択 選択 化学基礎 生物基礎 学科 〇 〇 〇 〇 必修 なし
実施してい

ない

私立２
8000人
以上

選択 選択 化学 生物 大学 〇 〇 〇 〇 選択 選択
実施してい

ない

私立３
4000人
未満

選択 選択 化学 生物 未実施 選択 選択
実施してい

ない

プレースメ
ントテスト

の実施

大学の
規模
（収容
定員）

一般入試 入学前教育 入学後教育
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表 2-1 公立１のインタビュー結果のまとめ（インタビュー日：令和 7 年 2 月 17 日） 
 

 
 
 
 

⼊学前教育

・教育担当は、⼊試委員⻑である。体制は、⼤学として実施している。
・専願⼊試である特別選抜合格者のみを対象としており、合格発表の12⽉頃から⼊学までを実施期
間としている。
・合格の案内の送付と同時に、⼊学前教育の内容を通知している。内容は、所属する⾼等学校の「化
学基礎」、「⽣物基礎」、「化学」、「⽣物」の教科書および問題集を使って⾃主学習を⾏い、⼊
学後に課題の提出を求める。
・課題の提出は、１年前期科⽬「⾃然科学Ⅰ（化学）」の初回の授業で提出することになってい
る。
・⾃主学習を促す通知を送り、その後の学習内容の進捗状況を確認する仕組みはない。さらに、⼊
学までに、⼊学前教育の終了時点の知識の定着具合を確認する仕組みもない。

⼊学後教育

・教養科⽬の選択科⽬として、1年⽣前期に「⾃然科学Ⅰ（化学）」、「⾃然化学Ⅱ(⽣物学)」、1年
⽣後期に「⾃然科学演習」を開講しており、これらを⼊学後教育科⽬としている。
・「⾃然科学演習」は、化学と⽣物の内容を実験で確認するという授業内容である。
・上記の３科⽬は、選択科⽬としているが、全員が履修するように指導を徹底している。⾼等学校ま
での基礎学⼒の補完、⼤学での専⾨教育への導⼊準備としての科⽬である。
・学習成果の確認⽅法としては、定期試験、確認テスト、課題提出などから総合的に⾏っている。
・「⾃然科学Ⅰ（化学）」と「⾃然科学演習」は、⾷品衛⽣監視員および⾷品衛⽣管理者の資格取
得の必須条件の科⽬となっており、履修に向けてのモチベーションが⾼い。不認定の学⽣は皆無で
ある。⾷品衛⽣監視員の資格は、全員が取得して卒業している。

教育効果

・⼊学時に、「化学基礎」、「⽣物基礎」と「⽣物」の範囲のプレースメントテストを実施してお
り、⼊学前の学習成果を確認している。対象は⼀般選抜も含めた全ての⼊学者であり、⾼等学校ま
での学⼒の定着を図り、⼊学後教育に繋げていく⽬的で実施している。
・プレースメントテストの結果で、特別選抜⼊試と⼀般⼊試の⼊試種別で学⽣の学⼒差はない。特
別選抜⼊試の学⽣であっても、⾼等学校で「化学基礎」に加え「化学」を履修していることが差が
ない要因だと考える。
・主観であるが、⼊学前教育と⼊学後教育を実施することによって、⾼等学校までの基礎学⼒が定
着するようになり、⼤学での専⾨教育の導⼊の準備にもなっていると感じる。具体的にはそれぞれ
の専⾨科⽬で必要とされる理科の基礎的な知識や実験を⾏って、その結果を解析してまとめ上げる⼿
法や考え⽅を⾝につけることができているのではないかと、希望的に考えている。
・⼊学前教育の課題と⼊学後教育として開講している３科⽬について、学⽣が負担を感じている様⼦
はなく、評判は悪くない。
・⼊学前教育、⼊学後教育の効果の測定は⼗分にできていないと思い、今後は評価⽅法を含めて検
証が必要だと考えている。
・今年度から学修成果の⾃⼰評価と実際の教員からの成績評価を突き合わせながら、個々の学⽣に
ついて⾯談することを実施している。

理科科⽬以外の必要な
⼊学前教育

・「⾃分は料理ができます、好きです」等の気持ちで⼊学し、教育内容に違和感を抱く学⽣もい
る。⾼等学校のときから管理栄養⼠や栄養⼠についての情報を提供することも必要だと感じてい
る。
・学⽣の論理的な思考⼒、それから⽇本語の読解⼒が⾜りてないと感じており。今後は、このよう
な内容も⼊学前課題として実施してはどうかと考える。⼤学院⽣でもなかなか⽇本語を書く⼒などが
不⾜していると感じる。

その他意⾒ ・⼊試の⽅法の適切さも検討し、随時改善していかなくてはいけないと感じている。
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表 2-2 公立２のインタビュー結果のまとめ（インタビュー日：令和 7 年 3 月 6 日） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⼊学前教育

・⼊学前教育は、理科、理科以外のいずれの科⽬も、学科および、全学として実施していない。
・学科単位として、年内に実施している推薦⼊試の合格者を対象に、⼊学後の学習内容に関する情報
提供を⽬的とした、化学の基礎的な内容を学習できる図書を紹介している。
・学科からは、⽂書により⼤学⼊学後に栄養学を修める上で基礎的な化学や⽣物の知識が必要とな
ること、これらの科⽬を不安に思う者は⼊学前にこのような図書を読んで復習しておくことを推奨し
ている。
・推薦図書に関しては、案内のみであり、⼊学前に対象学⽣とのやり取りは⾏っていない。また⼊
学後に実施状況の確認、推薦図書の内容をふまえた試験等は⾏っていない。

⼊学後教育

・⼊学⽣の内訳は、推薦⼊試の合格者が半数、⼀般⼊試の合格者が半数であるが、⼊学後の学⼒に
差はないと感じている。
・専⾨科⽬に⼊るまでの基礎的な知識の習得を⽬的に、⼊学後教育を⾏っている。
・⼈間総合教育科⽬（全学共通科⽬群）の中に、1年⽣前期の必修科⽬として「基礎有機化学」、
「細胞⽣物学」を開講している。さらに、選択必修科⽬として「基礎有機化学実験」、「⽣物学基礎
実験」の実験科⽬も開講しており、栄養学科の学⽣は1年⽣前期に全員が履修するよう指導してい
る。
・上記科⽬の授業は、学部共通科⽬や連携実践教育科⽬を担う教育部⾨の教員が担当しており、講
義科⽬と実験科⽬は同じ教員が教育を担っている。基礎実験では器具の扱い⽅やレポートの書き⽅
等の基本を学修する。教員による学⽣のフォローが⼤変細やかであり、専⾨分野を担当する学科の
教員との情報交換ができている。
・⼤学の授業について⾏けない学⽣は、理科科⽬の学⼒不⾜ではなく、管理栄養⼠の資格を取得す
ることに対してモチベーションが低いためである。対応策として、２、３年前から1年⽣前期にオム
ニバス形式の「栄養管理学概論」を開講している。教員それぞれの切り⼝で管理栄養⼠の幅広い職
務等について講義し、モチベーションを保つための仕掛けとしている。

教育効果

・「基礎有機化学」、「細胞⽣物学」、「基礎有機化学実験」、「⽣物学基礎実験」の理解度、習
熟度について直接的な評価はしていないが、学⽣による授業評価アンケートでは好評であり、ネガ
ティブなコメントはない。
・専⾨基礎分野の「⽣化学」、1年次に開講する専⾨科⽬の「基礎栄養学」において、授業後に学⽣
が提出するリアクションペーパーからは、全学共通科⽬「細胞⽣物学」との内容との繋がりに学⽣
⾃⾝が気づいていることが確認でき、⼊学後教育後教育としている全学共通科⽬と管理栄養⼠の専
⾨基礎科⽬が上⼿く連携できている。
・実践系科⽬である専⾨分野の学⽣のリアクションペーパーでは、専⾨基礎分野と専⾨分野の科⽬
の繋がりも理解できている。

理科科⽬以外の必要な
⼊学前教育

・個々の教員からは、英語、統計学、プレゼンテーション⼒や⽂章⼒についての意⾒があり、1年前
に全学的な⼊学前教育の実施について検討したが、科⽬の統⼀が難しく実施に⾄らなかった。栄養
学科の教員に⼊学前教育の必要性を調査したが、絶対に必要という意⾒はなかった。

その他意⾒ ・他の医療関連学部で教育しているような⼈材管理や物の管理についても教育が必要である。
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表 2-3 私立１のインタビュー結果のまとめ（インタビュー日：令和 7 年 1 月 27 日） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⼊学前教育

・教育担当は、学科⻑と学部⻑の2⼈である。⼤学全体として⼊学前教育は実施していない。
・対象は、年内⼊試合格者であり、専願制の合格者は必須、併願制の合格者は任意としている。⼀
般⼊試の合格者は対象としていない。
・化学と⽣物の２教科について、元⾼校教諭と契約し、問題の添削指導を⼊学年度前年の12⽉か
ら、4回繰り返し実施している。学科の教務委員を介して、⼊学⽣と元⾼校教諭と郵送によるやり取
りとしている。
・元⾼校教諭とは、毎年9⽉に打ち合わせを実施し、前年度のフィードバック（アンケートを実施）
を基に問題内容を決定する。⾼校教諭は丁寧な添削を⾏い、学⽣の満⾜度も⾼い。
・⼊学前教育の指導期間中の脱落者は若⼲名である。
・強制ではないが、元⾼校教諭が推薦する参考書の情報を案内している。
・⾼等学校の教員へ質問をする⾼校⽣もいることから、⾼等学校に対し、⼊学前教育を実施している
旨の⽂書を送付しており、丁寧な対応がなされている。

⼊学後教育

・⼊学時のガイダンスにより、⼊学後教育として位置づける選択科⽬「化学⼊⾨」と「⼈体⽣物学の
基礎」について、積極的に履修をするように指導を⾏っている。
・⼊学後教育の担当は決めておらず、授業担当者の裁量に委ねている。
・化学分野では、1年⽣前期に「化学⼊⾨」と「基礎化学」を連続した時間割に組み込んでおり、こ
れらの科⽬は同⼀の教員が授業を担当し、⼀貫した教育を⾏っている。「基礎化学」は、必修科⽬
としており、「⽣化学」、「⾷品学」、「基礎栄養学」の基礎となる知識の習得を図っている。
・⽣物分野では、「⼈体⽣物学の基礎」を通じて、⾼等学校の復習を⾏い、「解剖⽣理学」の学習
の準備を⾏っている。「⼈体⽣物学の基礎」と「⼈体の構造と機能及び疾病の成り⽴ち」を担当す
る教員は同⼀であり、⼀貫した教育を実施している。
・カリキュラムは、基礎科⽬を重視し、医療分野での活躍を⾒据えた教育体制を構築していることが
特徴である。

教育効果

・⼊学前教育の実施状況と専⾨基礎科⽬の再試験対象者が⼀致しており、主観として効果があると感
じている。
・⼊学前教育実施後の問題難易度についての満⾜度アンケートの結果：70%以上が「満⾜」、20％
程度が「難しい」、20％以下が「易しい」と回答している。ほとんどの学⽣から勉強になったとの
意⾒がある。
・⼊学前教育は学習⾯での効果に加え、⼤学で勉強することの意識付け、⼊学までのモチベーショ
ン維持にも効果がある。また⾼等学校との連携強化にも繋がっている。

理科科⽬以外の必要な
⼊学前教育

・正しい⽂章が書ける⼒を⾝に付けていることは重要である。⽂章を書く、⽂章をまとめる能⼒は
必須であることから国語⼒を⾝に付けなくてはいけない。

その他意⾒

・⾼等教育機関として、「卒業論⽂」は、国語⼒とプレゼンテーション⼒の集約であり、⼤学⽣とし
て卒業論⽂は必修とすべきと考える。
・「卒業論⽂」を必修にしないと、論⽂を読む経験が少なく、医療・介護の現場に就職した際に
は、「エビデンス」の意味さえも理解できない管理栄養⼠になりかねないと危惧する。
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表 2-4 私立２のインタビュー結果のまとめ（インタビュー日：令和 7 年 2 月 10 日） 
 

 
 
 
 

⼊学前教育

・学部の⼊試委員が事務部⾨と共に担当し、合格通知と共に委託業者の教材を⽤いた動画学習の受
講案内を送付している。受講費⽤は、学⽣側が全⾦額を負担している
・対象は、年内⼊試である⼀般⼊試前期および⼀般⼊試中期の合格者としている。受講は任意として
いるが、全員の受講を推奨している。2024年度⼊学⽣の⼊学前教育の対象者に対する受講割合は8割
程度であった。
・⼊学前教育の受講については、⼊学試験の⾯接等で適宜案内している。受講案内への返答がない
学⽣に対しては、委託業者を通し電話で再案内し受講率を⾼めている。
・国語⼒および基礎計算⼒の向上も含み、栄養系の内容を踏まえた⽣物、化学の単元の中から、そ
れぞれ4回ずつの講座（DVD動画の視聴）を⾃⾝で選び学習する形式である。
・テキストに記載されている内容のうち、最低限受講すべき箇所を指⽰している。
・受講者には、学習を終了した旨の連絡とレポート等の提出が求められる。⼊試の種別により、提
出期限を分けて設けている。業者により提出の催促を実施しているが、併願する他⼤学の⼊学試験の
勉強と⼊学前教育の課題の期限が重なるため催促は困るという声もある。
・⼊学前教育は、10年程度の実績であり、実施のきっかけは、⼤学⼊学後に授業について来られな
い学⽣が散⾒されたためである。⼊学前教育の必要性は感じている。

⼊学後教育

・１年次に⼤学全体の共通教育の⾼⼤接続分野として開講している「⽣物学概論Ⅰ」（前期）と「⽣
物学概論Ⅱ」（後期）、「化学概論Ⅰ」（前期）と「化学概論Ⅱ」（後期）は、いずれも学部の履
修指導の際に必ず履修するように指導している（履修要項に明記）。
・「⽣物学概論Ⅰ・Ⅱ」と「化学概論Ⅰ・Ⅱ」は、教養科⽬の位置づけとして全学の学⽣を対象に
開講されており、主に⾼等学校の理科の範囲を総復習する内容で授業が構成されている。本来であれ
ば栄養系の学⽣は濃度計算などができないと困るが、教養科⽬の位置づけで開講されている授業に
対して、授業内容の変更を求めることは難しい。
・学部の専⾨教育科⽬として、「⽣物物理化学」、「⽣物有機化学」を必修科⽬として開講してい
る。

教育効果

・⼊学前教育を受講した学⽣の効果・成果の確認は、委託業者から受講者の特性を⽰すデータが
フィードバックされ、それを⽤いて毎年6⽉頃に学科としてFD活動を⾏っている。⼀⽅、個々の学⽣
の効果の把握は難しいと感じている。学⽣からのコメントとしては、良かったという意⾒もある。
・⽂章を読み解く⼒や理解度などについて個々の学⽣のデータがフィードバックされるが、全体像
の把握に留まり、個別に細かなところまでを分析することは困難である。本来であれば受講前後の
評価等を⾏いたいと考えているができていない。
・⼊学後教育では、各科⽬で⼩テストや定期試験などで知識の定着具合を評価している。今後の取
り組みとして、学年ごとの到達⽬標を設定することも検討している。
・化学および⽣物の学⼒と他の１，２年⽣の科⽬の成績に関する分析は実施していない。また、専⾨
基礎科⽬と専⾨科⽬との学⼒に関する分析は実施していない。
・理科科⽬の得点が⾼い学⽣は、その他の科⽬の成績も良いという関連性はあるかもしれないが、
分析はしていない。
・教員と学⽣が伴⾛する形での指導が理想であり、担任制をとっているが、個別の学習⽀援の体制
は難しく、知識の定着を促す⼯夫にも限界がある。
・教養科⽬担当の教員と専⾨科⽬担当の教員との情報交換は不⼗分である。

理科科⽬以外の必要な
⼊学前教育

・プレゼミナールのような形で、ノートの取り⽅、授業受講の⼼構えなど、⼤学における授業にス
ムーズに取り組むための授業があっても良い。
・⽂章をまとめて表現する能⼒が低いと感じているため、国語⼒として⽂章表現能⼒の基礎学⼒も必
要である。

その他意⾒ ・学部では基礎は実施するが、専⾨性の⾼い基礎科⽬のより⾼度な内容は各⼤学の特徴として、⼤学
院で実施したほうが良い。

68



表 2-5 私立３のインタビュー結果のまとめ（インタビュー日：令和 7 年 3 月 3 日） 
 

 

⼊学前教育

・対象は、年内に実施される推薦⼊試の合格者であり、栄養に興味を持ってもらえるような様々な
レポート課題を出している。
・全学の取組として実施しており、郵送および課題の回収等の業務は、⼊試業務の⼀環として事務局
が担当している。
・年内⼊試の合格通知と同時にレポート課題を出して、⼊学予定者からは、年内にそのレポートが
提出される。担当した教員は、全員の提出物に対しコメント等を記載し、⼊学前までにフィード
バックを終える。
・教育担当者は、学科内の教員で輪番としている。
・課題の内容は、担当する教員によって違う。例えば、⾃分の⾷べているものを⾷⽇記として記録
し、⾃分の感想をつけて⾃⾝の⾷⽣活を⾒直すという課題、新聞から栄養に関するトピックをいくつ
か取り上げて、そのトピックに関して⾃分で調べてレポートにまとめる等である。震災時の管理栄
養⼠の業務、化学等の専⾨領域に特化した課題が出される年もある。
・合格通知から⼊学までの期間が⻑いので、⼊学までの意識づけや動機付けとしてのやり取りだと
理解している。

⼊学後教育

・⼊学後教育としての科⽬の設定は、国家試験の結果や就職状況等を加味して、毎年この科⽬の設定
のままでよいのかを学科で話し合っている。
・現在、1年⽣の基礎教育科⽬として「基礎化学」、「有機化学」、⽣物系の科⽬として「⽣命科
学」を選択科⽬として開講している。基礎科⽬が始まるのと同時、もしくはそこが難しくなる前に受
けてほしいと考えている。
・1年⽣の担任と教務担当の教員で、1年⽣の4⽉のオリエンテーション時に、上記の科⽬についてそ
れぞれ説明し受講するように指導している。⾼等学校で⽂系だった学⽣や専⾨系の⾼等学校から⼊学
する学⽣が増えているこから、特に、これらの学⽣に履修指導を⾏っている。毎年、全体の7割から
8割もしくはほぼ全員履修する年もある。
・授業では、３〜4回の授業単位で⼩テストを実施しており、反復学習を⼼がけている。
・理科科⽬以外では、コミュニケーション⼒の向上や、管理栄養⼠の職業に興味関⼼を持てるよう
な教育として、学科でイベントや講演会などを企画運営している。
・栄養に関する興味関⼼を⾼め、専⾨科⽬へスムーズに進んでいくことを⽬指して、1年次に「⾷⽇
記」を課している。内容は、毎⽉5⽇間、⾃⾝が⾷べたものを記録し、併せて、⾃⾝の振り返りのコ
メントを記録するものである。⼊学してから、5⽉から7⽉は、⾷事を記録するだけ、後期の10⽉か
ら12⽉は、秤量法とまではいかなくても、⽬安量を記載するよう指導している。毎⽉、管理栄養⼠の
教員を中⼼に、学科の全教員で内容をチェックしフィードバックしている。

教育効果

・⼊学後教育について、管理栄養⼠の専⾨基礎科⽬を学修するための知識に到達していると感じる。
構造式が苦⼿な学⽣もおり、⼊学後教育として開講している科⽬は、効果があると感じている。
・学⽣は、⼊学後教育の科⽬の履修により、次から始まる専⾨科⽬の準備ができていると感じてい
るようだ。
・学習管理システムを利⽤し、任意ではあるが、毎回の授業に対し質問を受け付けており、個別の
質問に対応をしている。
・⾷⽇記の効果は、調理学および給⾷経営管理論への導⼊がスムーズになっていると感じる。⾃⾝
を振り返る学⽣のコメントからも成⻑を感じられる。1年をかけて⾷に興味関⼼を持ち、さらに評価
することを学修する取り組みである。

その他意⾒
・情報系の科⽬で、基礎科⽬として3科⽬程度を計画している。管理栄養⼠に必要な統計学的な科⽬
として４年間で4科⽬程度を準備している。
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令和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

４．管理栄養士養成大学における基礎学力向上と養成教育の効果的連動に向けた課題に 

関する調査 

研究代表者 小切間美保 同志社女子大学生活科学部 

研究分担者 今井  絵理 滋賀県立大学人間文化学部 

研究協力者 眞鍋  裕香 同志社女子大学大学院生活科学研究科 

研究協力者 飯田  芽生 同志社女子大学大学院生活科学研究科 

研究要旨 

 管理栄養士は活躍の場が多領域におよび、多職種連携で複雑な栄養課題に対応するために

職種・領域横断的に必須となる教育科目の基礎学力向上に向けた研究が必要である。しかし、こ

の観点での報告はほとんどない。そこで本研究では、管理栄養士養成大学 143 校を対象に、基

礎学力向上に向けた特徴的な取組や管理栄養士養成教育との連動を踏まえた課題の把握を目

的に、Web システムによる調査を実施した。86 大学から回答があり、全設問のうち次の自由記述

の 2 問を用いて質的データ分析を行った。①大学で実施している理科分野の基礎学力向上に向

けた特徴的な取組について（24 大学から回答）と、②管理栄養士養成教育の基礎学力向上に関

する課題について（48 大学から回答）である。なお、同調査の量的データ分析の結果は「2．入学

前・入学後教育に関する管理栄養士養成大学の実態調査」で報告した。 

分析の結果、①では 30 件のコードが抽出され、5 つのサブカテゴリー、2 つのカテゴリーに集

約された。②では 74 件のコードが抽出され、8 つのサブカテゴリー、4 つのカテゴリーに集約され

た。①の結果から、入学前教育についてはコードが 3 件と少なく、一方で入学後教育において

は、専門教育の学びにつなげるために初年次に理科の科目を設置し、学力に合わせた個別対応

やクラス編成などの取組を行っていることが観察された。②の結果からは、入試の多様化とともに

入学者の基礎学力の低下や学力差が生じている現状がみられ、入学者の学習習慣・態度、およ

び管理栄養士の職務への理解が課題であることが認められた。また、本研究では栄養学の基盤

となる理科分野について回答を得たが、理科の科目に限らず文章力や読解力、計算能力のコー

ドもみられた。 

以上、大学入試の多様化に伴う管理栄養士養成大学における入学前・入学後教育の課題に関

する調査により、特徴的な取組の実施状況、および課題と感じている事項を明らかにした。今後

の管理栄養士養成教育における基礎学力向上に係る充実策検討に向けた議論のための基礎資

料を得ることができた。 
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A. 背景と目的 

近年、管理栄養士の活躍の場が多領域にお

よび、多職種連携で複雑な栄養課題に対応で

きる管理栄養士の養成が社会的要請となって

いる。そのため、管理栄養士養成施設は、職

種・領域横断的に必須となる教育科目について、

学生の基礎学力を確実に向上させていく必要

がある。具体的には、入学前・入学後教育によ

る基礎学力向上の支援と、栄養学等の専門教

育との効果的な連動が重要となる。  

 一方で、18歳人口の減少に伴い大学を取り巻

く状況が変化している 1）。さらに、大学入試の多

様化が進んだ背景 1）に加え、2013 年に実施さ

れた全国の高等学校長と大学の学科長を対象

とした調査 2）では、「高校の教科・科目の知識・

理解が不足している学生が半数以上いる大学

（学科）が 3 割」と報告され、入学者の学力は低

下傾向と言われている。管理栄養士養成大学

においても栄養学を学ぶための基盤となる高

等学校教育における化学、生物の学力低下が

危惧されている。管理栄養士養成施設を対象と

した実態調査には、栄養学教育モデル・コア・

カリキュラム作成のための管理栄養士・栄養士

の教育カリキュラム現状分析ワーキンググルー

プが実施した調査 3)がある。しかし、これは全教

育カリキュラムから基礎教養科目を除いた、専

門的な教育内容に関する基礎調査であり、理

科等のような科目の設置状況や課題に関する

実態調査は行われていない。また、国内の管

理栄養士養成施設の学生を対象とした基礎教

育科目としての理科分野におけるリメディアル

教育について文献検索を行ったが、日本学術

会議加盟学会が発行する学術論文としては見

当たらなかった。 

そこで本研究は、基礎学力向上に向けた特

徴的な取組や管理栄養士養成教育との連動に

おける課題の把握を目的とし、入学前・入学後

教育の実態を把握するため、管理栄養士養成

大学を対象に調査を行った。 

 

B. 対象および方法 

B-1．調査対象 

2024 年 4 月現在、本邦の管理栄養士養成施

設 151 校のうち、専門学校 6 校と募集停止を決

定した 2 大学を除いた 143 大学とした。 

 

B-2．調査方法 

2024 年 11 月 8 日に各大学施設長および学

科長へ依頼状（資料１、資料 2）、全国栄養士養

成施設協会の協力依頼文書、厚生労働省健

康・生活衛生局健康課栄養指導室の協力依頼

文書と調査項目の一覧表（資料 3）、Web 回答

用 URL、QR コードおよび大学毎の回答用の

「ログイン ID」と回答にあたっての留意事項の書

類を郵送し、Web システム上で回答を得た。各

大学の学科長等、質問項目の回答が可能な教

員に回答を依頼した。12 月 5 日にデータを回

収した後、回答期限の延長を記載した再案内を

郵送し、12 月 23 日に最終データを回収、集計

した。調査票の Web システムの設計およびデ

ータ回収は株式会社M に委託した。 

 

B-3．分析方法 

本研究では、調査項目のうち、「貴学で実施

している理科分野の基礎学力向上に向けた特

徴的な取組があれば、ご回答ください。」と「管

理栄養士養成教育の基礎学力向上に関する課

題についてご意見をお願いします。」の自由記

述の 2 項目について得られた回答を用い、質

的データ分析 4,5)を行った。分析は次の(1)～(5)

の手順で行った。(1)回答の原文を可能な限り

反映することを原則とし、明らかな誤字や脱字
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については加筆修正しデータクリーニングを行

った。(2)データクリーニング後、自由記述を意

味の通じるセグメントにし、コード化した。(3)コ

ードを類似した特徴に基づいて分類し（以下、

サブカテゴリー）、整理した。(4)サブカテゴリー

を類似性により整理し、カテゴリーに分類した。

(5)コード、サブカテゴリー、カテゴリーの分類を

行う際には、複数回にわたり自由記述の回答を

見返し、前後の記述を考慮して慎重に検討を行

った。(1)～(5)の手順を、第一著者と第三、第四

著者の管理栄養士 3 名によって行い、意見が

一致するまで繰り返し検討した。さらに、コード、

サブカテゴリー、カテゴリーに矛盾がないかを

確認するため、管理栄養士である第二著者の

意見を踏まえて再検討した。なお、結果には、

カテゴリーを【 】、サブカテゴリーを[ ]、コード

を〈 〉で表記した。 

 

B-4．倫理的配慮 

 調査の依頼文書には、調査の趣旨、調査方

法、情報管理の方法、自由意思による回答につ

いて説明し、対象者からの調査の回答をもって

調査協力への同意を得た。調査項目に固有名

詞の記載箇所はなく、個人が推定されるような

質問項目は含めなかった。大学名と「回答用ロ

グイン ID」の対応表はデータ化せず手書き文

書とし、研究代表者が厳重に保管した。本調査

研究は、同志社女子大学「人を対象とする研究」

に関する倫理審査委員会（承認番号 2024-15）

により 2024 年 8 月 29 日承認（2024 年 11 月 6

日一部変更届承認）を得て実施された。 

 

C. 結果 

C-1．分析対象 

 調査対象 143 大学のうち、86 大学から回答が

得られた（回答率 60.1％）。内訳は、国公立大

学16校（18.6％）、私立大学70校（81.4％）であ

った。設問の「貴学で実施している理科分野の

基礎学力向上に向けた特徴的な取組があれば、

ご回答ください。」に対する自由記述の回答は、

24大学（国公立大学3 校、私立大学21校）から

得られ、設問の「管理栄養士養成教育の基礎学

力向上に関する課題についてご意見をお願い

します。」に対する自由記述は、48 大学（国公

立大学6校、私立大学42校）から回答が得られ

た。 

 

C-2．理科分野の基礎学力向上に向けた特徴

的な取組 

表 1 に示す通り、30 件のコードが抽出され、

5 つのサブカテゴリー、2 つのカテゴリーに集約

された。カテゴリーの【入学前教育】では、[教育

方法]と[実施体制]の 2 つのサブカテゴリーがあ

り、[教育方法]では〈対面で実施〉、〈入学前課

題および課題の進捗状況を外部委託〉の 2 件

のコード、[実施体制]では〈常勤教員の負担軽

減〉の１件のコードが抽出された。 

次に、【入学後教育】には、[教育内容]、[教育

方法]、[実施体制]の 3 つのサブカテゴリーがあ

り、[教育内容]では、〈1 年次前期に選択科目と

して専門基礎科目のための化学・生物を開講〉、

〈専門基礎科目のための化学・生物・数学を開

講〉など 13 件のコードが抽出された。その中に

は、講義科目だけでなく、〈1年次前期に理科に

関する実習を開講〉というコードもあった。[教育

方法]に集約されたコードは、〈プレースメントテ

ストと補習授業の実施〉、〈試薬調整法や濃度計

算など苦手な学生を対象に時間外授業の実

施〉など 8 件であった。 

[実施体制]では、〈学習支援センターの活

用〉、自主学習の指導の体制に関するコードが

みられた。また、〈常勤教員が担当〉、〈教員間
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で成績等の情報共有〉のコードが抽出された。 

 

C-3．管理栄養士養成教育の基礎学力向上に

関する課題 

分析の結果、表 2 の通り 74 件のコードが抽

出され、8 つのサブカテゴリー、4 つのカテゴリ

ーに集約された。カテゴリーの【入試制度と入

学者の状況】では、[入試制度]、[学力不足・学

力低下]、[学力差]、[学習習慣・態度]、[管理栄

養士の職務理解]のサブカテゴリーが抽出され

た。 

[入試制度]に集約されたコードは、〈入学者

減少の中での選抜方法〉、〈文系学生の受け入

れの増加〉、〈年内入試による入学者の増加〉な

ど 6 件であった。[学力不足・学力低下]には、

〈年々基礎学力が低下〉の4件、〈理科系科目の

基礎学力低下に限らず、国語、計算力の低下〉

など 19 件のコードが集約された。[学力差]には、

〈学生の学力差の拡大〉、〈理科系科目だけで

なく、読解力、文章構成能力、計算能力などの

個人差が大きい〉など 8 件のコードが集約され

た。 

[学習習慣・態度]として、〈学力試験を課さな

い総合型選抜等で入学した学生の学習習慣の

確立〉、〈学生の入学前教育の必要性の認識不

足〉、〈基礎科目を多くの新入生に履修して欲し

いが、任意のため受講しない学生が多数〉など

14 件のコードが集約された。また、[管理栄養士

の職務理解]として、〈管理栄養士に求められる

能力への理解不足〉など 2 件のコードが集約さ

れた。 

カテゴリーの【大学の体制】では、〈担当する

教員不足〉、〈時間割の限界〉、〈高大接続のあり

方〉、〈年内入試で入学する割合の増加に伴う、

入学前教育の必要性増大〉など 8 件のコードが

抽出され、[体制に関する課題や対応]の 1 つの

サブカテゴリーに集約された。 

カテゴリーの【教育内容】には、〈入試方法に

よる学力差に対して、初年次教育で基礎を築く

個別支援が必要〉、〈専門科目の内容理解のた

めの基礎学力の補完〉、〈高等学校で化学を学

んでいない学生への対応〉、〈理系科目、英語

の基礎学力を上げる講座が必要〉、〈理科、国

語教育が必要〉など 15 件のコードが抽出され、

[教育内容に関する課題や対応]の 1 つのサブ

カテゴリーに集約された。 

カテゴリーの【高等学校教育】では、〈高等学

校教育から学習の習慣化が重要〉など 2 件のコ

ードが抽出され[高等学校教育の課題]の1つの

サブカテゴリーに集約された。 

 

D. 考察 

本研究では、管理栄養士養成大学を対象に、

基礎学力向上に向けた特徴的な取組や養成教

育との連動に向けた基礎学力向上に関する課

題について、2 つの自由記述の調査項目を用

いて分析を行った。 

D-1．理科分野の基礎学力向上に向けた特徴

的な取組 

【入学前教育】のコードの出現数は少なく、

[教育方法]として、〈対面で実施〉というコードが

得られたものの、〈入学前課題および課題の進

捗状況を外部委託〉や[実施体制]の〈常勤教員

の負担軽減〉というコードが得られたことから、

大学が主体となって、入学予定者に対して実施

している特徴的な入学前教育は少ないことが推

測された。山本ら 6)は入学前教育の実施状況と

課題について、226 大学の調査結果を報告して

おり、入学前教育が導入されて 20 年近くが経

過し、その間に入学者は多様化してきたにもか

かわらず、入学前教育の主たる目的は依然とし

て「高等学校レベルの学力の補填」と考えられ
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ている実態を報告している。さらに、高大トラン

ジションを達成させるようなプログラムの提供や、

入学後の学びに向かうモチベーションを向上さ

せる取組が重要であると考察している6)。以上を

踏まえると、管理栄養士養成大学においても、

入学前教育の進化が必要であると示唆された。 

一方、【入学後教育】では、[教育内容]に集約

された 13 件のコードには、具体的な取組がみ

られた。共通して、1 年次に理科に関する科目

を設置している実態があり、さらに講義科目だ

けでなく、〈1 年次前期に理科に関する実習を

開講〉というコードもみられ、管理栄養士養成大

学が初年次の理科教育を必要としていることが

認められた。先行研究では、医学部における生

物のリメディアル教育による効果が報告 7）され

ている。管理栄養士学校指定規則 8）に示される

専門基礎分野（「人体の構造と機能及び疾病の

成り立ち」、「食べ物と健康」）の修得のためには、

特に高等学校教育の化学、生物の基礎学力が必

要である。ところが、多様な入試制度により、入学

者の理科の科目の習得状況は十分とは言えず、

入学後の早期に基礎学力向上に向けた取組が必

要となっている実態が認められた。 

 次に、[教育方法]に集約されたコードには、

〈プレースメントテストと補習授業の実施〉などが

あげられており、カリキュラムの進行に備えて必

要となる知識や技術の修得のための取組が行

われていると考えられた。大久保ら 9）は、化学・

生物のプレースメントテストの得点と学生への

不正解解答の原因についてのアンケート調査

結果を分析し、プレースメントテストによるクラス

分けの妥当性は認められたものの、正答率の

低い集団の不正解の原因として、未学修が顕

著であり、中位群、高位群でも未定着や未理解

があったと報告している。本調査結果でも高等

学校の学習から大学教育への移行における課

題が推測された。また、[教育方法]に集約され

たコードと［実施体制]に集約されたコードから、

学生の学力に合わせたクラス編成や個別対応

を常勤教員が担当していると推測された。 

  

D-2．管理栄養士養成教育の基礎学力向上に

関する課題 

【入試制度と入学者の状況】の[入試制度]に

集約されたコードから、大学では〈入学者減少

の中での選抜方法〉の改革が必要とされ、〈文

系学生の受け入れの増加〉や〈年内入試による

入学者の増加〉という状況を表していると考えら

れた。また、[学力不足・学力低下]では、〈年々

基礎学力が低下〉というコードおよび類似のコ

ードの出現数が多く認められた。先行研究に、

薬学部の学生を対象とした化学、生物、物理の

プレースメントテストの結果が 2021 年から 3 年

間で年々低下したとの報告 10）があることからも、

管理栄養士養成大学に限らない現象であること

が示唆された。さらに、[学力不足・学力低下]に

集約されたコードの中には、〈理科系科目の基

礎学力低下に限らず、国語、計算力の低下〉な

ど、国語、数学、英語の基礎学力の不足を危惧

するコードがみられた。田中ら 11）は、2016 年に

栄養士養成課程における計算課題の習熟等の

個別指導の取組を報告している。本研究結果

からも、このような取組の必要性が考えられた。

さらに、国語や文章力、日本語読解力、論理的

思考力などの言葉がみられ、理数系科目にとど

まらない基礎学力向上の必要性が認められた。 

[学力差]においても、〈学生の学力差の拡

大〉、〈理科系科目だけでなく、読解力、文章構

成能力、計算能力などの個人差が大きい〉など

のコードが抽出され、入試制度の多様化に伴う

入学生の学力の差が顕著になっていることが

推測されるとともに、理科系科目に限らず、読
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解力、文章構成能力の重要性が示唆された。

本研究では基礎学力として化学・生物に重点を

置いた調査を実施したが、今後、国語力等の基

礎学力向上に関する研究が必要であると考え

られた。 

[学習習慣・態度]のサブカテゴリーから、〈学

力試験を課さない総合型選抜等で入学した学

生の学習習慣の確立〉が課題であると考えられ

た。また、〈学生の入学前教育の必要性の認識

不足〉から入学までに基礎学力の補完が十分

に行われていない現状と、入学後に〈基礎科目

を多くの新入生に履修して欲しいが、任意のた

め受講しない学生が多数〉という切実な現状が

推測された。さらに、[管理栄養士の職務理解]

として〈管理栄養士に求められる能力への理解

不足〉があり、管理栄養士の職務に関する知識

と意識の向上も合わせて行うことが必要である

ことが認められた。 

刀根ら 12）は、薬学部の学生を対象にした生

物のリメディアル教育の受講により、早期に生

物への苦手意識を取り除くことは、卒業に至る

までの長期にわたる学修意欲の維持・成績向

上に寄与することを示唆した。加えて、山本ら 6）

の入学前教育から「主体的に学ぶ態度」の伸長

に主眼を置いた入学前教育プログラムの提供と

その成果の確認方法の確立が必要という示唆

を踏まえると、入学前・入学後教育における、学

習態度を向上させる取組が急がれる。 

【大学の体制】では、[体制に関する課題や対

応]にあげられた〈年内入試で入学する割合の

増加に伴う、入学前教育の必要性増大〉が生じ

ている一方で、大学では、教養科目や導入教

育、管理栄養士学校指定規則 8)に示されている

講義または演習、実験または実習の単位数と

卒業論文等の単位が取得できるカリキュラムを

設定しなければならない。CAP 制もある中で、

基礎学力向上のための科目は初年次に実施す

る必要性が高いことから、〈時間割の限界〉とい

うコードが抽出されたと考えられた。また、基礎

学力向上のために常勤教員を採用することは

難しいと推測されることから、〈担当する教員不

足〉というコードが抽出されたと思われる。加え

て、〈高大接続のあり方〉というコードもみられた。

附属高等学校と入学前教育を実施している報

告 13）によると、大学で 1 年生の一般教養および

基礎医学を担当する教員が、入学前の 1 月下

旬から 3 月初めまでの期間に、課題解決型学

習や実験、入学後に学ぶ内容の授業、実習、

演習を行ったことで、基礎学力維持と学ぶ意欲

の強化につながった可能性を認めている。この

報告 13）は、附属高等学校との連携という条件下

であるが、教育連携校や指定校推薦の対象高

等学校と大学間においても取組の必要性が高

まっていると考えられた。 

【教育内容】では、〈入試方法による学力差に

対して、初年次教育で基礎を築く個別支援が必

要〉と認識されていることや、〈専門科目の内容

理解のための基礎学力の補完〉、〈高等学校で

化学を学んでいない学生への対応〉が集約さ

れていた。このことから、表 1 の【入学後教育】

の[教育方法]にあげられた〈学力に合わせた個

別対応〉や〈学修状況による履修指導〉が行わ

れていると考えられた。さらに、表 2 の【教育内

容】からは、〈入学後に文章講座とマナー講座

を実施〉、〈自習学習のための映像資料の充実〉

など、多様な取組を実施していることがうかがえ

た。 

以上、本研究では入試の多様化を背景に管

理栄養士養成大学における入学前・入学後教

育の実態を調査した。入学前教育は外部に依

存している現状が推測された一方で、入学後教

育においては、専門教育の学びにつなげるた
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めに初年次に理科の科目を設置し個別対応を

含めた様々な取組が観察され、今後の管理栄

養士養成における基礎資料を得ることができた。 

本研究の限界として、分析対象が自由記述

の内容であり、自由記述について記載がない

大学があった中での分析結果であることがあげ

られる。また、本研究は質的データ分析である

ため、量的に評価することはできないことから、

一般化するには限界がある。 
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を依頼させていただきました。ご協力いただき

ました大学のご担当者の皆様に深謝申し上げ

ます。 

 

E. 結論 

本研究では管理栄養士養成大学における入

学前・入学後教育の実態を調査した。入学前教

育は外部に依存している現状がある一方で、入

学後教育においては、専門教育の学びにつな

げるために初年次に理科の科目を設置し、個

別対応を含めた取組が観察された。また、理科

に限らず国語等の基礎学力を養う必要性が認

められた。今後の管理栄養士養成教育におけ

る基礎学力向上に係る充実策検討に向けた議

論のための基礎資料を得ることができた。 
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表 1 理科分野の基礎学力向上に向けた特徴的な取組 
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表 2 管理栄養士養成教育の基礎学力向上に関する課題 

 

  

79



表 2 管理栄養士養成教育の基礎学力向上に関する課題（続き） 
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研究要旨 

 日本の管理栄養士養成では、教育内容ごとの教育目標に効果的に到達する上で、理科の科目

（特に化学・生物）の入学前・入学後教育が重要視され、多くの養成施設でそうした教育が行われ

ている。しかし、諸外国の栄養士養成教育における理科の科目の位置付けに関する実態は不明

である。そこで、今後の日本の管理栄養士養成を見据えて、諸外国の栄養士養成大学に入学す

るために求められる理科の科目（化学・生物）の基礎学力と、それら理科の科目の基礎学力を必

要とする養成カリキュラムの科目について事例を調査し、日本の管理栄養士養成施設における入

学前・入学後教育の在り方について考察した。 

2024 年時点で国際栄養士連盟（ICDA）に加盟している国から、日本語または英語による情報

収集が可能な日本、フィリピン、アメリカ、アルゼンチン、イギリス、オーストラリアを選出した。これ

らの国を対象に、栄養士資格の認可機関および栄養士養成の実績を持つ代表的な大学の Web

ページに公開されている情報から、栄養士養成に関わる基本情報ならびに学士課程の提供カリ

キュラム情報を抽出・整理した。 

いずれの調査対象国も、然るべき機関が定める養成のカリキュラムを満たし、当該機関に認可

された養成大学において、養成のカリキュラムに準じた高度かつ専門的な養成教育がなされてい

た。フィリピンとアルゼンチン以外の調査対象国では、養成大学に入学する際に共通学力試験、

または任意の共通学力試験成績の提出、あるいは大学入学資格の取得が課されており、理科の

科目（化学・生物）の基礎学力が保証されていた。アルゼンチンを除いて、今回調査した諸外国の

栄養士養成カリキュラムでは、基礎科目として栄養学を理解するための教養教育レベルの化学・

生物の科目が提供されており、専門科目の理解度を高めるための積み上げ式学習スキームが構

築されていた。専門科目に関しては、日本と諸外国の教育内容に大きな違いは見られなかった。

しかし、対人能力の涵養に関する科目は諸外国での設置が目立った。各国の栄養士養成カリキ

ュラムで提供されている科目の多くが理科の科目（特に化学・生物）の知識を必要としており、高度

な知識と能力を兼ね備えた栄養士を養成するためには、特に入学後の化学・生物の基礎学力が

重要視されていることが分かった。 
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A. 背景と目的

日本の入学前教育に関して行政文書として

言及されたのは、2010 年の「平成 23 年度大学

入学者選抜実施要項」からとされている 1）。ここ

から、全国の大学と高等学校間での高大接続

事業の一環として入学前教育が全国的に展開

されるようになり、令和７年度大学入学者選抜実

施要項の「11. その他 （3）」において、高大連

携を前提として、「入学後の学修のための準備

をあらかじめ講ずるよう努める。特に 12 月以前

に入学手続をとった者に対しては、積極的に当

該措置を講ずることとする。」と明記されている 2）。

つまり、学力試験が課される一般選抜以外の入

試方法（総合型選抜あるいは学校推薦型選抜）

で入学した者は、大学入学前に高等学校レベ

ルの学力の補填が必要となることが前提となっ

ている。文部科学省の令和 6 年度国公私立大

学・短期大学入学者選抜実施状況の概要によ

ると、国公私立大学への入学者数は約 61.3 万

人で、そのうちの約29.1 万人が一般選抜による

入学者であり、これは入学者の47.5％に相当す

る。また、学校推薦型選抜は入学者の約35.0％、

総合型選抜（旧 AO 入試）が 16.1％を占め、総

合型選抜と学校推薦型選抜を合わせた年内入

試の割合が多くなってきている 3）。2024 年の山

本らの報告では、全国の国公私立大学 500 校

を対象に質問紙調査を実施し、回答のあった

226 校のうち 84.5％の大学で入学前教育が実

施されており、「高等学校レベルの学力の補填」

を目的とした入学前教育の対象は「学力試験を

課さない学校推薦型選抜ならびに総合型選抜」

の入学者を主としている大学が多いことが報告

されている 4）。このように全国の大学に浸透した

入学前教育ではあるが、その取組が日本の管

理栄養士養成大学の養成カリキュラムの接続に

与える影響に関する報告は見当たらない。また、

日本において「高等学校レベルの学力の補填」

を目的とした科目を入学後教育として実施して

いる例もあるが、諸外国の栄養士養成大学に

おいて入学前教育あるいは入学後教育の実施

状況に関する報告も見当たらない。 

日本の管理栄養士養成大学では、管理栄養

士になるための専門的な知識を学修する時間

は確保されており、学生は管理栄養士としての

必要な基礎知識を修得した上で国家試験を受

験する。そのために、管理栄養士学校指定規

則が整備され、「管理栄養士・栄養士養成のた

めの栄養学教育モデル・コア・カリキュラム」も適

宜活用した上の教育内容が提供されている（表

1-1）。管理栄養士養成大学における教育の内

容は、管理栄養士学校指定規則の別表第一に

明記されている。その教育内容は専門基礎分

野と専門分野に分けられている（表 1-2）。しか

し、管理栄養士になるための専門的な知識を修

得するに当たっては理科の科目の基礎学力が

必要となるが、昨今の入試制度の多様化に伴

い、理科の科目（特に化学・生物）の基礎学力を

十分に習得出来ていない学生も散見されるよう

になった。これにより、専門基礎分野ならびに

専門分野の内容理解や知識定着の低下に繋

がることが懸念されている。 

文部科学省の「大学入試のあり方に関する検

討会議」の基礎資料集において、一部の諸外

国の入試制度について説明されている 5）。ドイ

ツ、フランス、イギリス、アメリカ、中国、韓国で

は、日本と同様に共通学力試験を実施しており、

その得点と併せて各大学が定める入学者の決

定方法（内申書、小論文、面接など）による選抜

を実施している。この方法は、日本の総合型選

抜に共通学力試験を課した方法であるといえる。
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また、中国や韓国では、日本の学校推薦型選

抜と類似した推薦入試を実施しており、特定の

分野で優れた成績を持つ学生や、地域貢献を

評価する推薦入試などが実施されている。少な

くとも、ドイツ、フランス、イギリス、アメリカに関し

ては、大学入学時点の基礎学力は共通学力試

験の実施、または任意の共通学力試験成績の

提出、あるいは共通入学資格の取得をもって保

証されている。そのため、諸外国の栄養士養成

大学では、各大学が定める共通学力試験の成

績基準を下回る学生はその大学には入学でき

ない仕組みとなっている。 

そこで本報告では、今後の日本の管理栄養

士養成を見据えて、諸外国の栄養士養成大学

に入学するために求められる理科の科目（化

学・生物）の基礎学力と、それら理科の科目の

基礎学力を必要とする養成カリキュラムの科目

について事例を調査し、日本の管理栄養士養

成施設における入学前・入学後教育の在り方に

ついて考察した。 

 

B. 方法 

B-1．調査対象国の選出 

2024 年時点で、国際栄養士連盟（ICDA：

International Confederation of Dietic Association）

に加盟している国（52 か国）から、日本語または

英語による情報収集が可能な国々を調査対象

とした。国連による世界地理区分より、アジア州

からは日本とフィリピン、アメリカ州からはアメリ

カ、アルゼンチン、ヨーロッパ州からはイギリス、

オセアニアからはオーストラリアを選出した。 

 

B-2．調査の方法 

ICDA に加盟し、登録栄養士（日本の場合の

管理栄養士に相当）の資格を認可している機関

および栄養士養成の実績のある各国の代表的

な大学の Web ページに公開されている情報か

ら、諸外国の栄養士養成に関わる基本情報なら

びに学士課程の提供カリキュラム情報を抽出・

整理した。諸外国の提供カリキュラム情報は、

各国の表記を参考に基礎科目と専門科目とに

区別して整理した。 

フィリピン、イギリス、オーストラリアに関して

は、Web 上に公開されている情報を抽出した。

3 か国の代表大学は、登録栄養士養成の認定

カリキュラムを提供しており、かつ養成の歴史が

長い大学や国家試験合格率が高い大学など、

登録栄養士養成の確かな実績が伴っている大

学とし、各国 2 大学ずつ選出した。フィリピンか

らはフィリピン大学ロスバニョス校とフィリピン大

学ディリマン校、イギリスからはサリー大学とリー

ズベケット大学、オーストラリアからはウーロンゴ

ン大学とクイーンズランド工科大学を代表大学

として選出した。 

アメリカに関しては、Web 上に公開されてい

る情報の抽出に加えて、登録栄養士養成プロ

グラム認可機関の担当者ならびに代表大学担

当教員への電子メールによる問合せを実施し

た。代表大学は、登録栄養士養成プログラム認

可機関の認定カリキュラムを提供し、プログラム

認可機関担当者の紹介を受けたケースウェスタ

ンリザーブ大学とテネシーテック大学を代表大

学として選出した。 

アルゼンチンは、母国語がスペイン語である

ため、日本在住でアルゼンチンの栄養士養成

大学卒業者（Ph.D.）の協力を得て、Web 上に公

開されている情報の英語への翻訳とオンライン

インタビューによって情報を抽出・整理した。代

表大学は、登録栄養士養成の歴史が長い大学

で登録栄養士養成の確かな実績が伴っている

ファバロロ大学とブエノスアイレス国立大学を代

表大学として選出した。 
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C. 結果 

C-1 フィリピンの事例 

C-1-1．フィリピンの登録栄養士の特徴 

フ ィ リ ピ ン の 登 録 栄 養 士 （ Registered 

Nutritionist-Dietitian: RND)養成に関連する基

本情報を表 2-1 に示した。フィリピン政府内の

Professional Regulation Commission （PRC）では

様々な国家資格の試験の実施やライセンスの

発行などを担っている。このホームページ記載

情報によると、フィリピンでは 1939 年頃より大学

で栄養学科の設立が開始され、1946 年に初め

て栄養に関する学士が授与された（厳密には、

家政学科の中の一部として栄養学が選択可能

となった）。最初の卒業生 5 名は、卒業後にアメ

リカに渡り臨地実習（Dietetic Internship）および

大学院に進学して栄養士となったことから、歴

史的な背景を含め、アメリカの影響が大きいと

考えられる 6）。アメリカなどと同様に、RND の資

格は 3 年ごとに更新する必要がある。更新の際

は、Continuing Professional Development（CPD）

と呼ばれる単位を最低限取得している必要があ

る。更新には、最低 CPD15 単位が必要となり、

その単位は、学会への参加や論文投稿など、

様々な活動が認められる。 

 

C-1-2．フィリピンの登録栄養士養成カリキュラ

ムの特徴 

 現在のフィリピンの RND 養成課程は、アメリカ

のものと類似するカリキュラムとなっていること

に加え、Commission on Dietetic Registration（ア

メリカ栄養士会の関連機関）と協定を結んでおり、

フィリピン国内の RND 養成課程を卒業すると、

条件を満たせばアメリカの登録栄養士資格取

得試験を受けることができ、合格すればアメリカ

の登録栄養士資格が取得できる 7）。このことから

も、フィリピン国内での RND 養成課程は、アメリ

カとほぼ同様の内容で、学生のレベルも同等で

あると考えられる。一方、大学に入学する際は、

各大学独自の入学試験を課しているため、どの

程度の理科の科目の基礎学力が保証されてい

るかについては不明であった。PRC が発表す

る国家試験合格者の養成機関リストを見ると、

2024 年は 49 校でコースが開講され、それぞれ

から国家試験の受験者があった。同年の結果

は、1,209 人中 843 人が合格したとの報告があ

った 8）。 

 フィリピンの代表大学（フィリピン大学ロスバニ

ョス校、フィリピン大学ディリマン校）の登録栄養

士養成カリキュラムで提供されている科目を表

2-2 に示した。今回調査した代表大学では入学

前教育に相当する取組は実施されていなかっ

た。基礎科目として提供されている科目におい

て、理科の科目の基礎学力を必要とする科目

は化学、生物、有機化学、生化学、遺伝学、生

理学などであり、日本と同様に専門科目を理解

するために必要な科目が提供されていた。また、

専門科目に関しても科目名称は異なるものの

教育されている内容は類似していた。その他の

科目の特徴として、「Ethics and Moral Reasoning 

in Everyday Life（モラルと倫理）」、「Critical 

Perspective in Communication（コミュニケーショ

ン学）」のような倫理観・価値観を養うような科目

や対人能力を高めるための科目などがあった。 

その他の特徴として、フィリピンでは、タガロ

グ語に加え英語も公用語とされていることから、

大学でも英語で授業が行われている場合が多

い。したがって、栄養学分野の教科書や参考書

などはアメリカのものを使用している例が多い。

そのため、学生の英語力は日本人学生の英語

力とは比べものにならないくらい高いことが想

像される。また、カリキュラム内に、英語によるア
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カデミックライティングコースなども組み込まれ

ていることが多く、英語による学術論文の執筆も

日本人と比べてハードルが低いと考えられる。

実際、大学が掲げるミッションとして、国際的に

活躍できる RND の育成を挙げている大学もあ

り、国内にとどまらず、海外でも活躍できるよう

な人材育成に力を入れていることが窺えた。 

 

C-2 アメリカの事例 

C-2-1．アメリカの登録栄養士の特徴 

 アメリカの登録栄養士（Registered Dietitian 

Nutritionist: RDN）養成に関連する基本情報を

表 3-1 に示した。RDN になるためには、

Accreditation Council for Education in Nutrition 

and Dietetics (ACEND)が認めた養成校のカリキ

ュラムを修了する必要がある。カリキュラムには、

Didactic Programs in Dietetics (DPD) 、

Coordinated Program in Dietetics (CP) 、

Graduate Program in Nutrition and Dietetic

（GPND）がある 9）。学部教育として RDN の受験

資格を得るための基礎科目と専門科目等で構

成されているプログラムは DPD であり、RDN 資

格に必要なインターンシッププログラム

（Dietetic Internships: DI)を受ける前に修了する

必要がある。また、2024 年 1 月から RDN の資

格取得試験を受験するための資格要件に修士

号（Graduate degree または Master degree）以上

の学位の取得が盛り込まれた 10）。大学院にお

ける専門教育内容に加えて、1000 時間の実習

が組み込まれた大学院カリキュラムであるCPも

54 校ですでに提供されており、主に学士課程

の RDN 養成プログラムとして提供されている

DPD と接続した養成教育がなされている。今後

は CP および GPND がアメリカの RDN 養成の

主軸カリキュラムとなることが予想される。また、

アメリカの特徴として、栄養士関連の連邦法は

存在せず、州ごとに定められている州法に細か

な規定が存在する。したがって、RDN として勤

務する場合は、勤務する州の州法に則ったライ

センスの取得が求められる。州によっては、ライ

センス取得試験が設けられている場合がある。

RDN は 5 年ごとの更新制であり、更新するため

には指定された内容（オンライン講座の受講、

学会発表、学術論文など）の単位を合計 75 単

位修得する必要がある。 

アメリカの RDN 養成カリキュラムは、2022 

ACEND Accreditation Standards に準じた認定

を受けた大学で提供されている。アメリカの一

般的な大学入学試験は、 SAT® （Scholastic 

Assessment Test ） /ACT® （ American College 

Testing）といった任意の共通学力試験の受験と、

各大学で設定されている小論文、推薦書などを

用いて実施される。2014 年の SAT の生物の出

題範囲は、日本の高校生物の学習内容と共通

するものが多いことが報告されている 11）。また、

近年の SAT の化学の出題範囲も日本の学習内

容と共通するものが多かった 12）。これらのことか

ら、アメリカの入学時の化学・生物の学習内容

は日本の高校卒業レベルに近いと判断できる。 

 

C-2-2．アメリカの登録栄養士養成カリキュラム

の特徴 

アメリカの認定代表大学（ケースウェスタンリ

ザーブ大学、テネシーテック大学）の RDN 養成

カリキュラムで提供されている科目を表 3-2 に

示した。今回調査した代表大学では入学前教

育に相当する取組は実施されていなかった。

各代表大学で提供されている学士課程におけ

る養成カリキュラムは DPD として ACEND に認

定されているものである。DPD カリキュラムの履

修要件に化学や生物の教養教育科目の履修

の有無を問う大学は少なく、DPD 内の基礎科目

85



として化学や生物の基礎を学ぶ科目が設置さ

れている場合が多い。ケースウェスタンリザー

ブ大学の場合は、文系用、理系用のそれぞれ

のカリキュラムマップを提供しており、文理を問

わない DPD カリキュラムを提供していた。ケー

スウェスタンリザーブ大学、ならびにテネシーテ

ック大学ともに、化学、有機化学、生化学、解剖

学、生理学を中心とした基礎科目が提供されて

おり、専門科目の科目構成は日本のカリキュラ

ム構成と類似していた。いずれの科目も理科の

基礎学力を必要とされる科目で構成されていた。 

その他の科目の特徴として、「Psychology（心

理学）」、「Fundamentals of Communication（コミュ

ニケーション基礎）」などの対人能力を高めるた

めの科目が提供されていた。また、アメリカの研

究分野の教育内容は、研究手法や研究内容が

より実践的なものとなっており、アカデミックライ

ティングを含む学術的な手法だけでなく、研究

者としての基礎能力を養うための教育がなされ

ていた。一方、DPD カリキュラムは、DI に臨む

ための基礎的知識ならびにスキルを修得する

ものであり、RDN になるためには、さらに高度、

かつ専門的実践能力を身に付ける必要がある。 

 

C-3 アルゼンチンの事例 

C-3-1．アルゼンチンの登録栄養士の特徴 

アルゼンチンの登録栄養士（Licenciado en 

Nutrición）養成に関連する基本情報を表 4-1 に

示した。アルゼンチンの登録栄養士は、地域ご

との食文化や栄養ニーズを深く理解し、栄養の

知識を活用して国民の健康の維持・増進活動

に従事している。都市部では肥満や慢性疾患

への対応が重要視される一方で、農村部では

栄養不足や食料問題に対応するなど地域の特

性に応じた柔軟な栄養アプローチが登録栄養

士に求められている。栄養学は、1935 年にペド

ロエスクデロ医師（Dr. Pedro Escudero）によって、

ブエノスアイレス国立大学で南米初の学問とし

て設立された。栄養関連の法律が整備された

のが 1994 年であり、登録栄養士養成大学は現

在国内に 50 校ある 13）。登録栄養士養成大学に

入学する場合、国公立大学の場合は入学試験

がなく、志望すれば入学できる。一方で、初年

度教育の単位を取得しないと進級できないため、

卒業者数は入学者数をはるかに下回る。加え

て、国として整備した共通養成教育プログラム

の導入が 2023 年ということもあり 14）、現時点で

は50校ある登録栄養士養成大学の教育レベル

には格差があり、養成される登録栄養士の知識

や能力にも差がみられる。それゆえ、2023 年か

ら施行されている共通養成教育プログラムの導

入が推し進められている。登録栄養士資格を取

得するための国家試験はなく、Ministry of 

Health （Ministerio de Salud）が認定した登録栄

養士養成大学の卒業と同時に資格を取得でき

る。そのためには、養成大学で提供されている

全ての科目とインターンシップを修了する必要

がある。 

アルゼンチンでは栄養系の大学院に進学す

ることは一般的ではなく、病院での勤務を想定

した場合、登録栄養士資格取得後は、研修に

参加することが一般的である。Ministry of Health

に登録されている病院で栄養学の研修を受け

ることができ、この研修制度を利用するために

は試験に合格する必要がある 15）。以前は医療

従事者（医師、看護師、登録栄養士など）の資

格に対しては更新が必要な時期もあったが、現

在はアルゼンチンの登録栄養士の資格は日本

と同様に更新する必要はない。 

 

C-3-2．アルゼンチンの登録栄養士養成カリキ

ュラムの特徴 
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 アルゼンチンの認定代表大学（ファバロロ大

学、ブエノスアイレス国立大学）の登録栄養士

養成カリキュラムで提供されている科目を表 4-

2に示した。ブエノスアイレス国立大学では入学

試験が課されないため、学部履修期間が 5 年

に設定されており、理科の科目（化学・生物）を

含む教養教育レベルの教育内容は 1 年次に履

修し、2 年次以降から 4 年間かけて栄養学に関

連する基礎科目と専門科目を履修する仕組み

となっていた。履修期間が 4 年間と設定されて

いる大学では、入学前教育に相当する取組は

特に実施されていなかった。入学試験の内容

は不明であり、理科の基礎学力がどの程度保

証されているかについても不明であった。 

登録栄養士養成カリキュラムで提供されてい

る基礎科目としては、解剖学、食品学、生化学、

生理学を中心に提供されていた。専門科目に

関しては、概ね日本の科目構成と類似しており、

いずれの科目も理科の基礎学力を必要とされ

る科目で構成されていた。その他の科目の特

徴として、対人能力を高めるための科目として

「Human Relations and Ethics（人間関係と倫理）」

や「Nutrition Education and Communication（栄

養教育とコミュニケーション）」などの科目があっ

た 。 フ ァ バ ロ ロ 大 学 で は 、 「 Motivational 

Interviewing（動機付け面接法）」という特色ある

科目も開講されていた。また、母国語がスペイ

ン語であるアルゼンチンでは、英語の授業が充

実していた。 

アルゼンチンでは、多くの栄養学プログラム

が、病院、診療所、保健センター、その他の施

設でのインターンシップの期間を含んでいた。

これにより、学生は学んだことを実際の環境で

実践し、患者や医療専門職と交流し、実践的な

経験を積むことができる。インターンシップは大

きく 2 つの分野に分かれており、「栄養学にお

ける公衆衛生」では、栄養教育キャンペーン、

学校での介入プログラム、健康増進活動などの

地域プロジェクトに参加することができる。「臨

床とフードサービス」では、病院に配属され、病

院で資格を持った栄養士の指導を受けることが

でき、患者や医療スタッフと接し、将来のキャリ

アに不可欠な技術的・専門的スキルを身に付け

ることができる。 

 アルゼンチンと日本の間の顕著な教育環境

の違いの一つは、登録栄養士養成に特化した

学習教材の有無である。日本では、養成教育

のためにデザインされた専門的な教育リソース

（教科書や参考書）を利用することができるが、

アルゼンチンでは登録栄養士養成のための教

育リソースは限られている。そのため、学生の

多くは異分野の教育リソースに頼らなければな

らない。例えば、ブエノスアイレス国立大学の

生化学、解剖学、生理学の授業では、医学部

の教授が栄養学と関りの深い内容を教えており、

その学習内容を深めるために医学部で使用さ

れている書籍の活用が推奨されている。 

 アルゼンチンの登録栄養士養成大学で実施

されている研究活動の多くは、インターンシッ

プ期間中に取り組む実践研究であり、日本のよ

うに臨床栄養学、公衆衛生学、食品科学などを

テーマとした研究に従事する機会は少ない。し

かし、より実践的な研究プロジェクトに参加する

ことで、その成果を社会へと還元する能力を身

に付けた登録栄養士の養成がなされていた。 

 

C-4 イギリスの事例 

C-4-1．イギリスの登録栄養士の特徴 

 ヨーロッパの登録栄養士（Dietitian）は、少

なくとも学士レベルの教育を受け、根拠に基づ

いたアプローチを用いて、自律的に活動する

医療専門職であると定義されている 16）。その役
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割は、個人、家族、グループ、集団が、栄養的

に適切かつ安全で、美味しく、持続可能な食事

を提供あるいは選択できるように支援し、またラ

イフスパンを通して特定の栄養素の必要性を評

価し、これを指導や治療に反映させることとされ

ている。これにより、健康の維持、リスクの軽減、

回復、また緩和ケアにおける苦痛の軽減を図る

ことに繋げ、医療の枠を超えて、政府、産業、教

育、研究を通じて、すべての人の栄養改善を行

うことも役割とされている。したがって、ヨーロッ

パ全体における Dietitian は、医療職として明確

に位置付けられており、給食管理を担うより、根

拠に基づいた実践的で個別化した栄養学的助

言を提供することで健康の維持増進に寄与す

る役割を担っている。 

イギリスの Dietitian 養成に関連する基本情報

を表 5-1 に示した。イギリスでは Dietitian 養成

課程を修了すると Bachelor of Science with 

Honours（優等学士学位）が得られる。これは専

門的で高度な水準の学士の学位であり、通常

の Bachelor of Science（学士号）と区別される 17）。

また、イギリスでは、修士課程内で養成プログラ

ムを提供している養成校が 15校あり、学士課程

として養成プログラムを提供する養成校7校より

も多いことから、登録栄養士の養成には専門的

かつ高度な水準の教育が必要と考えていること

が窺えた。 

イギリスの Dietitian 養成大学に入学するため

には、生物および化学の GCE-A（General 

Certificate of Education Advanced Level）資格

（16〜18 歳・高校相当までの学習評価として実

施されるイギリスの一般的な大学共通入学資格）

を取得すること、ならびに志望動機や自己 PR

等を述べた小論文、推薦状を提出することで合

否審査が実施されている。生物および化学の

GCE-A 資格試験の内容は、日本の高等学校

における学習内容は含まれるものの、より発展

的な内容が含まれているため、イギリスの大学

に進学する者は、日本の高等学校卒業レベル

よりも高度な知識を備えていることが窺えた 18, 19）。

加えて、志願者は、16 歳の中等教育終了時に

受験する GCSE（中等教育修了一般資格）で英

語、数学、科学分野で優秀な成績を修めること

も求められている。したがって、大学入学時点

での一定の基礎学力レベルが保証されており、

義務教育から高校、大学への一貫した教育体

制が確立されていることも特徴の一つである。

イギリスの Dietitian 資格の認定機関は Health 

and Care Professions Council (HCPC) であり、

Dietitian 資格を維持するためには CPD の基準

に則り、継続的な能力開発を実践することで栄

養士資格が更新される。HCPC の監査は、2 年

ごとに実施され、監査までの間に CPD 基準を

満たし、かつ活動が記録されていることも更新

の条件となっている。 

 

C-4-2．イギリスの登録栄養士養成カリキュラム

の特徴 

イギリスの認定代表大学（サリー大学、リーズ

ベケット大学）の Dietitian 養成カリキュラムで提

供されている科目を表 5-2 に示した。今回調査

した代表大学では入学後の準備教育に相当す

る取組も実施されており、サリー大学では 1 年

間120 単位の Foundation year for biosciences を

提供していた 20)。A レベルの成績が求められる

水準に達していない場合は、学部教育に入る

前に 1 年間 Foundation year for biosciences で

生物学、化学、数学を学ぶものである。加えて、

実験やフィールドワーク、ディベートなどの形式

で主体的学習が行われることで高いアカデミッ

クスキルを身につけることができるプログラム構

成となっていた。サリー大学の他に、今回の調
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査代表校以外にも同様の入学後準備教育プロ

グラムを提供している大学が見受けられた（例：

カーディフ・メトロポリタン大学の Foundation 

Course）。 

イギリス栄養士会のカリキュラムフレームワー

クでは、実地演習の時間数として 1,000 時間以

上を確保すること、学術的学びと実践的学びを

統合できるようにすることが求められている 21）。

基礎科目として提供されている科目の多くが理

科の基礎学力を必要とする科目であり、化学・

生物に加えて、生理学や代謝学などの基礎科

目が提供されていた。専門科目に関しては、概

ね日本の科目構成と類似しており、いずれの科

目も理科の科目（化学・生物）の基礎学力を必

要とされる科目で構成されていた。サリー大学、

リーズベケット大学ともに、専門科目数が多く、

基礎科目の習得に要する時間数の約 2 倍の時

間が専門科目の習得に当てられていた。また、

専門科目の内容は一般的な栄養学の知識や技

術にとどまらず、コミュニケーション能力などの

専門職として求められる総合的実践力を身に

つける科目、プロフェッショナリズムやケアの質

の評価・改善プロセスを学ぶ科目など、多岐に

わたっていた。また、Dietitian として自立して働

くための総合的な資質を身につけるための教

育プログラムとなるように配慮されており、専門

職としての価値観、倫理観、行動指針等の習得

が含まれている科目構成であった 21）。 

今回調査対象とした 2 大学はともに、1 年次

から実地演習がカリキュラムに組み込まれてい

た。教育課程を通じて複数回の実地演習に分

割して計画されているため、学習の進行に応じ

た実践の場が提供されており、理論と実践の統

合がしやすいカリキュラムとなっていた。 

Dietitian という医療専門職としての使命感や

アイデンティティを認識し、質の高い栄養ケアを

提供し続ける基盤資質の形成に加えて、高い

専門性と実践力を兼ね備えた登録栄養士の養

成に寄与していると考えられた。 

 

C-5 オーストラリアの事例 

C-5-1．オーストラリアの登録栄養士の特徴 

オーストラリアの登録栄養士（Accredited 

Practising Dietitian: APD)養成に関連する基本

情報を表 6-1 に示した。オーストラリアの APD

には法的な登録制度はないが、Dietitians 

Australia（DA）の正会員として登録する必要が

ある 22）。DA の正会員になるためには DA が認

定する学士課程あるいは修士課程の認定プロ

グラムを修了し、かつ APD 養成プログラムを修

了する必要がある。APD 資格には、規定のプロ

グラムを修了した APD と、APD として少なくとも

5 年間の経験を積んだ後の Advanced APD

（AdvAPD）の 2 種がある。いずれも専門的な栄

養と食事に関するアドバイスを提供する資格と

能力を有すると認められた栄養学の専門職とし

て活躍できる。APD になるためには、National 

competency standards for Dietitian に掲載されて

いる幅広い知識や能力を学修できる認定教育

機関における認定カリキュラムを修了する必要

がある 23）。オーストラリア国内では 19 大学が認

定されている。そのうち学士課程プログラムの

みを提供しているのは 4 大学である。また、12

大学は大学院課程のプログラムのみを提供し

ており、残りの 3 大学は、学士課程と大学院課

程の両方のプログラムを提供している。 

DA の認定プログラムを提供している教育機

関に入学するためには高校の成績等から算出

された ATAR（Australian Tertiary Admission 

Rank）に加えて、小論文などそれぞれの大学で

実施される入学試験に合格する必要がある。

ATAR の化学ならびに生物のシラバス（Year11
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～Year12）を見てみると日本の高等学校卒業レ

ベルと同等か、それ以上の知識を学修している

と思われる 24）。ATAR のスコアは高校の成績等

から算出されるため、平均的 ATAR スコアは 70

程度とされており、それを上回る条件の大学へ

入学した者は、平均以上の基礎学力を有して

いると判断できる。オーストラリアでは、日本の

国家試験に相当する試験はないものの、APD

は、栄養のプロフェッショナルとしての知識や

能力を十分に兼ね備えており、DA が用意して

いる生涯教育プログラムを通して、先端栄養学

の知識を社会に還元することができる専門職と

して重要な役割を果たしている。オーストラリア

の APD 資格を維持するためには、毎年 30 時

間の CPD の実施と記録が必要となる。 

 

C-5-2．オーストラリアの登録栄養士養成カリキ

ュラムの特徴 

オーストラリアの代表大学（ウーロンゴン大学、

クイーンズランド工科大学）の APD 養成カリキュ

ラムで提供されている科目を表 6-2 に示した。

オーストラリアの APD 養成コースの入学時に求

められる ATAR スコアは、70 から 90 半ばであ

り、代表代学のウーロンゴン大学とクイーンズラ

ンド工科大学の ATAR スコアの基準は 90 以上

であった。このことから、APD 養成コースに入学

した者は、平均以上の基礎学力が保証された

者であると判断できる。また、一般に、オースト

ラリアでAPD養成校に入学するためには、数学、

化学、生物、そして英語が母国語ではない場合

は英語を習得していることが求められている 25）。

ウーロンゴン大学でも、事前に数学と科学分野

から 2 科目（化学・生物を推奨）を学んでいるこ

とが入学要件となっている。一方、化学・生物を

学んでいない場合には、「Bridging courses」とい

う入学前の事前学習コースで学ぶことが推奨さ

れていた。このコースは、入学予定者には無料

で提供されており、おもにアカデミックスキル、

化学、生物、数学、物理が学べるような入学前

教育が提供されていた 26)。「Bridging courses」は、

復習の目的でも利用することができ、入学後の

理科の科目の基礎知識の補填や強化も図るこ

とができるよう工夫されていた。ウーロンゴン大

学とクイーンズランド工科大学において基礎科

目として提供されている科目は、化学、生物、

解剖学、食品学であった。いずれも理科の基礎

学力を基盤とした科目であり、それらを履修後

に、食品と栄養に関する専門科目へと移行する

構成となっていた。3 年次以降は実践能力の向

上に繋がる、より実践的な科目（栄養療法、臨

地実習など）が用意されており、専門科目の構

成は、概ね日本の認定カリキュラムに類似して

いた。一方、研究に関しては、基礎的な研究か

ら実践的な研究に至るまでの研究活動に従事

する時間が十分に確保されており、研究者とし

て活躍するためのノウハウの習得にも手厚いサ

ポートがなされていた。 

 

D. 考察 

 本報告は、調査対象国における登録栄養士

養成に関わる情報を整理すると共に、各国で提

供されている登録栄養士養成カリキュラムの科

目と日本の管理栄養士養成大学で提供されて

いる教育内容の類似性や差異についての情報

を整理した。その結果、各国で提供されている

登録栄養士カリキュラムにおいて理科の科目

（化学・生物）の基礎学力を必要とする科目が多

くを占めており、高度な知識と能力を有した登

録栄養士を養成するためには、入学前あるい

は入学後の化学・生物の基礎学力の補填が重

要となることが分かった。 

 ICDA に加盟している調査対象国（日本、フィ
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リピン、アメリカ、アルゼンチン、イギリス、オー

ストラリア）のいずれも、日本の管理栄養士と類

似の専門的な資格が整備されており、然るべき

機関が定める養成のカリキュラムを満たし、当

該機関に認可された養成大学において、養成

のカリキュラムに準じた高度かつ専門的な養成

教育がなされていることが分かった。調査対象

国の栄養士の専門性に関しては、各国で養成

の方向性が異なることも明らかとなった。医療分

野での医療専門職としての活躍を想定した養

成教育を実施しているのはフィリピン、アメリカ、

イギリス、オーストラリアであり、アルゼンチンの

場合は医療分野だけでなく、地域栄養や福祉

栄養、学校栄養など医療分野以外でも活躍で

きる登録栄養士の養成が実施されていた。また、

今回調査した諸外国の場合は、総人口当たり

の養成校数が日本に比べて少なかった。 

 各国の登録栄養士養成カリキュラムの基盤と

なる科目の多くが理科の科目（化学・生物）の知

識を必要とする科目群で構成されていた。この

ことから、高度な知識と能力を兼ね備えた登録

栄養士を養成するためには、養成大学へ入学

する前と入学した後の理科の科目の習熟レベ

ルが重要となる。フィリピンとアルゼンチン以外

の調査対象国では、養成大学に入学する際に

は共通学力試験の実施、または任意の共通学

力試験成績の提出、あるいは共通入学資格の

取得が課されており、高等学校卒業レベルとい

う一定の基準を満たした者が栄養に関する専

門的な教育を受けることができる大学に進学し

ていた。一方で、諸外国では入学前教育という

形で理科の科目の学習を実施している大学は

多くなく、入学後の基礎科目としての位置付け

で登録栄養士として必要な化学・生物の基礎知

識を補填している大学がほとんどであった。理

科の科目の習熟レベルは国ごとに異なることが

予想されるが、少なくとも日本の場合は高等学

校学習指導要領に定められている一定量の知

識は保有していることが管理栄養士養成大学

への入学の前提となっている。しかし、各養成

大学が実施している入試の多様化に伴い、一

定の知識の保有が保証されない場合も想定さ

れる。そのため、入学後に日本の管理栄養士

養成の教育内容を理解できる程度の理科の科

目（特に、化学・生物）の習熟度を高める工夫が

必要となる。 

登録栄養士養成の潮流として、アメリカでは、

2024 年 1 月から RDN 資格の取得条件に修士

号が必須となった 7)。この流れはアメリカが最初

というわけではなく、世界中で広がりを見せて

おり、フィンランド、アイスランド、ニュージーラ

ンド、ノルウェーなどの Clinical Dietitian につい

ては、すでに修士号の学位が必須とされている

27）。登録栄養士の資格の取得要件として大学院

教育を必須とする国は今後も増えていくと予想

される。したがって、登録栄養士の専門職として

の学術レベルは世界的に向上していくものと考

えられる。 

日本の管理栄養士に求められる専門職とし

ての知識や能力は、管理栄養士養成大学にお

いて培われる。その基盤を支えるための化学

や生物の基礎学力の補填は、専門基礎分野の

修得を介して専門分野の理解度を向上させるこ

とに繋がる。それらの知識を活用した上で、実

践力を強化することができれば、国民の健康を

支えるための専門職としての活躍の場を広げる

ことができる。併せて、主体的な研究活動を通

してその成果を社会へと還元するために、科学

的根拠に基づいた論理的思考力の涵養も必要

となる。そのためには、今まで以上に入学後の

基礎学力（特に化学や生物などの理科の科目）

の向上に注力する必要性が示唆された。 

91



 

E. 結論 

大学入学時に基礎学力の習熟度を客観的に

評価するための共通学力試験や共通入学資格

の取得を実施している国は、日本、アメリカ、イ

ギリス、オーストラリアであった。しかし、日本の

場合は、学力試験が課されない入試方法で入

学する者の割合が増加しており、一定の基礎学

力が保証されていない学生を対象とした入学

後教育の必要性が言われている。アルゼンチ

ンを除いて、今回調査した諸外国の代表大学

で提供されている登録栄養士養成カリキュラム

では、基礎科目として栄養学を理解するための

教養教育レベルの化学・生物の科目が提供さ

れており、専門科目の理解度を高めるための積

み上げ式学習スキームが構築されていた。専

門科目に関しては、日本の管理栄養士養成教

育と諸外国の登録栄養士養成教育の教育内容

に大きな違いは見られなかった。日本を含めて

登録栄養士養成カリキュラムで提供されている

科目において、化学・生物の基礎学力を必要と

する科目が多くを占め、それらの科目の基礎学

力の向上が専門科目の理解に影響することが

示唆された。 
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令和７年４月４日 
厚生労働大臣 殿                                       
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                              氏 名 川崎 清史         
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                       

２．研究課題名 管理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄養士養成施設における基礎学力向上と養成教育

の効果的な連動に向けた研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 生活科学部・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 小切間 美保・コギリマ ミホ                                 
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該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 愛知淑徳大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
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令和７年５月２１日 
厚生労働大臣  

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）     

 機関名 椙山女学園大学 

所属研究機関長 職 名 学長 

氏 名 黒田 由彦 

次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業  

２．研究課題名 管理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄養士養成施設における基礎学力向上と養成教育

の効果的な連動に向けた研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 生活科学部・教授 

 （氏名・フリガナ） 加藤 昌彦・カトウ マサヒコ

４．倫理審査の状況 

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
■ □ ■ 愛知淑徳大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項） 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和 ７年 ４月 14日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  静岡県立大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  今井 康之      
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                       

２．研究課題名 管理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄養士養成施設における基礎学力向上と養成教育

の効果的な連動に向けた研究   

３．研究者名  （所属部署・職名）  食品栄養科学部栄養生命科学科・教授                 

    （氏名・フリガナ）  市川  陽子・イチカワ ヨウコ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

愛知淑徳大学大学院健康栄養

科学研究科 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





2025年 3月 31日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 実践女子大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  難波 雅紀         
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                       

２．研究課題名  管理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄養士養成施設における基礎学力向上と養成教

育の効果的な連動に向けた研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 生活科学部・教授                        

    （氏名・フリガナ） 奈良 一寛 ・ ナラ カズヒロ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 愛知淑徳大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和７年４月29日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 同志社女子大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 川崎 清史         
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                       

２．研究課題名 管理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄養士養成施設における基礎学力向上と養成教育

の効果的な連動に向けた研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 生活科学部・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 鈴木 拓史・スズキ タクジ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 愛知淑徳大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和７年３月２７日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 滋賀県立大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 井手  慎司          
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                       

２．研究課題名 管理栄養士の社会的需要を見据えた管理栄養士養成施設における基礎学力向上と養成教育

  の効果的な連動に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 人間文化学部 生活栄養学科 准教授               

    （氏名・フリガナ） 今井 絵理  （イマイ エリ）                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 愛知淑徳大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


